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は じ め に  

 

本報告書は、競艇公益資金による日本財団の平成 13年度助成事業として実施した「船舶排ガス

の環境への影響と排出抑制に関する総合的調査」の成果をとりまとめたものであります。 

船舶に搭載されている重油焚きディーゼルエンジンからは、NOxなどの大気汚染物質と CO2な

どの温室効果ガスが排出されています。NOxおよび SOx規制については、国際海事機関(IMO)に

おいてMARPOL 73/78条約の新付属書として採択されていますが、大規模港湾等の局所的な地域

における環境基準達成のためには削減量が十分でないとも言われており、IMO規制とは異なる独

自の地域規制を定めている欧米港湾や自治体もあります。船舶から排出される NOxなどが周辺大

気環境にどの程度の影響を与えているかは必ずしも明確になってはいません。そこで、この調査

では、東京湾内を航行する船舶から排出される大気汚染物質の拡散シミュレーションを実施して

陸域の大気環境への影響度合いを把握しました。 

他方、CO2等の温室効果ガスの排出削減については、1997年 12月の地球温暖化防止京都会議

(COP3)において各国の温室効果ガス削減量の目標値が合意されました。我が国については

2008~2012年の年間排出量の平均を 1990年比で 6%削減することとなっており、現在各方面で削

減努力が進められています。2002年 3月に地球温暖化対策推進本部が定めた地球温暖化対策推進

大綱の船舶関連部分では、船舶のエネルギー消費効率の向上やモーダルシフト等による環境負荷

の小さい交通体系の構築を図ることとされています。このような状況の中、本調査においては 1990

年以降各年における内航船舶から排出される CO2発生量を把握するとともに将来の排出量につい

ても予測しました。 

当財団では、これらの調査結果をもとに日本付近を航行する船舶からの排ガスに関してどのよ

うな抑制方策を講ずればよいかについて総合的な調査研究を行い、提言として本報告書にとりま

とめました。 

この調査研究の実施にあたっては、芝浦工業大学 平田 賢 教授を委員長とする「船舶排ガスの

環境への影響と排出抑制に関する総合的調査」委員会各委員の熱心なご審議とご指導、国土交通

省のご指導、並びに関係各位のご協力を賜りました。ここに衷心より厚くお礼申し上げます。 

この調査報告書を、船舶からの NOxや CO2等の削減すなわち大気環境の改善や地球温暖化防止

等に役立てていただき、地球環境保全と持続的社会発展を両立させるための一助としていただけ

れば幸いであります。 
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財団法人シップ・アンド・オーシャン財団 
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Ⅰ.調査の概要 



 
1. 調査の目的 
シップ・アンド・オーシャン財団においては、平成 2年度以降、船舶からの排ガス削減についてさま

ざまな観点から調査検討を行ってきた。本年度の調査においては、わが国内航海運における温室効果ガ

スの排出削減対策および港湾域における船舶からの NOx/SOx排出削減対策について調査検討を行う。 

温室効果ガスについては、気候変動枠組条約(UNFCCC: United Nation Framework Convention on Climate 

Change)に基づき、1997年 12月に京都で開催された締約国会議(COP3)において、各国排出量の削減目標

について基本合意がなされている。日本国については 2008～2012年の年間排出量の平均を 1990年比で

6％削減することが合意されており、関係省庁を中心にその実現に向けての取り組みが進められている。

内航海運については、1998年における排出量が約 16×106 t-CO2 と見込まれているが、地球温暖化対策

推進本部が 2002年 3月に定めた地球温暖化対策推進大綱においては、2010年までに輸送原単位当たり

の燃料消費率(輸送エネルギー効率)をスーパーエコシップなどの導入により向上させることや、運輸部

門全体の総貨物輸送量に占める内航海運の分担率を 44％まで向上することなどが目標として定められ

ている。しかしながら、過去 10年間の内航海運における輸送エネルギー効率の推移動向については不

明確な部分も多く、またモーダルシフトのもたらす削減効果やその具体的な推進方策についても検討が

不十分な点が多い。本調査においては、内航海運に伴う温室効果ガス排出の現状及び将来予測について

定量的な評価を行うとともに、運輸部門における排出削減対策として最も期待されるモーダルシフトの

効果と問題点について客観的な評価を行い、これらをもとに内航海運に係る温室効果ガス削減のための

提言をとりまとめる。 

一方、船舶からの NOx/SOxの排出については、国際海事機関(IMO)MARPOL73/78条約附属書Ⅵにお

いて、広域的な環境影響を抑制することを主眼にした規制が既に採択されている。しかしながら、大都

市に隣接する港湾区域など、局所的な地域における環境影響の防止という観点からは IMO規制では不

十分との見方もあり、欧米の一部港湾のように IMO規制より厳しい独自の地域規制を入港船舶に課し

ている例も見られる。今後こういった地域規制が国内港湾に不適切に導入され、海運業界あるいは一部

の専用ふ頭管理者に対してコスト負担が求められた場合には、船舶の円滑な運航に支障を与え物資輸送

のエンドユーザーへ影響することも懸念される。 

しかしながら、港湾地域周辺大気に対しての船舶排ガスの影響度合いや、対策を講じた場合の効果と

問題点を、客観的に評価する手法については未だ十分整備されていない状況にある。 

本調査においては、NOx/SOx の環境影響について船舶の寄与度を定量的に把握するための拡散シミ

ュレーションモデルを新たに策定し、東京湾内における船舶からの影響の現状及び将来予測を行うとと

もに、陸電の使用、燃料の切替え等の代表的な対策についてその効果を定量的に評価し、これらの結果

をもとに港湾域における船舶からの NOx/SOx 排出に対してコスト対効果の高い削減のための提言をま

とめる。 

これらの提言の取りまとめにあたっては、可能な限り社会システムの中での物流のあり方と言う視点

から、海上輸送及びこれを支える海運・造船業のあり方を検討するとともに、海上輸送と結節する港湾

や陸上輸送、さらには社会システムのあり方についても可能な限り検討を加えるものとする。 
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2. 調査の概要 
 

(1) 内航海運に伴う温室効果ガス(CO2等)の排出削減に関する調査研究 

 

① 内航海運に伴う温室効果ガスの排出量 

内航船舶からの CO2排出量を算出し、排出量削減方策検討の基礎資料とした。 

交通関係エネルギー要覧などの統計値から 1990年以降の燃料消費量を把握し、CO2発生

量及びその将来予測を計算した。 

昨年度調査までに得られた、外航船などに対応する温室効果ガス排出削減方策について、

内航海運への適用の可能性について検討するとともに、モーダルシフトが温室効果ガス削減

に与える影響についても検討を行った。 

 

② 内航海運に伴う温室効果ガスの排出削減動向 

海外主要国、国際機関等における温室効果ガスの排出削減に関する施策の動向を調査した。 

我が国の CO2削減率 6%達成に向けた海事産業界の対応策や目標値の情報を収集した。ま

た、モーダルシフトを阻害する要因などについて、検討を行った。 

 

③ 内航海運に伴う温室効果ガス排出削減方策 

上記の調査結果をもとに船舶から排出される温室効果ガスの排出削減に関する提言をと

りまとめた。 
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(2) 港湾内における船舶運航に伴う排出ガスの影響に関する調査研究 

① 港湾内における船舶運航に伴う船舶排ガス影響の把握 

 

• 港湾内における船舶運航に伴う船舶排ガス排出量算定 

東京湾内の外航船、内航船、定期自航船などを対象に、港湾区域内における船舶からの排

出ガス量の算定モデルの作成を行い、1999年における NOx、SOx排出量を算定した。 

 

• 港湾内における船舶運航に伴う船舶排ガス拡散シミュレーション 

船舶からの NOx／SOxの拡散分布を算出し、大気環境に対する寄与の程度を評価すること

により陸上への影響の客観的な把握を行った。 

 

② 港湾内における船舶運航に伴う排出ガスに対する地域規制の動向調査 

船舶排ガスを対象にして国内外における地域規制の動向についての調査を行った。 

 

③ 港湾内における船舶運航に伴う排出ガス低減についての技術的検討 

NOxおよび SOx排出削減方策について、港湾内における適用を中心に、その効果、適用

範囲、コストなどの検討を行った。 

 

④ 港湾区域内における船舶運航に伴う排出ガス抑制方法の効果に関しての検討 

上記の検討を基に、2010年を対象に東京湾内の船舶排ガスの将来予測を行い、有望と考え

られる削減方策についてその効果を、それぞれの削減量と年平均値に対する寄与率の両者で

定量的に評価した。最終的に環境への寄与に最も効果のある削減対策手法を抽出し、将来に

おける東京湾内の船舶排ガス抑制に向けてのコンセプトを提言した。 

 

(3) まとめ 

(1)(2)の調査結果を集約し、温室効果ガスと NOx／SOxの両者を効果的に抑制する方策を提言

の形でとりまとめた。 
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3. 委員会の開催状況 
第 1回 平成 13年 11月 20日 

(1) 委員長選任 

(2) 平成 13年度事業計画について 

(3) 平成 13年度実施計画(案)について 

第 2回 平成 14年 1月 22日 

(1) 調査の実施経過報告について(中間報告) 

① 内航船からの二酸化炭素の排出量方法算定について 

② 排出量の将来予測手法とモーダルシフト可能量の考え方について 

③ 拡散計算の対象年選定について 

④ 拡散計算の設定条件について 

⑤ 将来の排出量予測について 

(2) 報告書目次(案)について 

第 3回 平成 14年 2月 22日 

(1) 調査の実施経過報告について(中間報告) 

① 温室効果ガス排出削減方策の検討について 

② 拡散シミュレーション計算方法について 

③ 拡散シミュレーション結果(横浜港部分)について 

④ CO2及び NOxを効果的に抑制する方策の検討について 

第 4回 平成 14年 3月 19日 

(1) 報告書(案)について 

① 内航海運に伴う温室効果ガス(CO2等)排出削減に関する調査 

② 港湾内における船舶運航に伴う排出ガスの影響 

③ まとめ 

 

 

 

この他、情報収集のため平成14年3月4日より3月8日までロンドンで開催された国際海事機関 (IMO)

の第 47回海洋環境保護委員会(Marine Environment Protection Committee (MEPC47))に参加し、排出ガスに

対する地域規制の動向を調査した。 
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Ⅱ.調査の内容 



 
1 内航海運に伴う温室効果ガス(CO2等)の排出削減に関する調査 
日本全体の CO2排出量は表 1.1-1に示すように 12億トン前後で推移している。部門別の排出量は(図 

1.1-1)、産業部門で約 5億トン(発電部門の排出量を含んでいる)、運輸部門で約 2.5億トン、民生部門(家

庭＋業務)で約 3億トンである。内航海運からの CO2排出量は 1500万トン前後で増加傾向にあり、日本

全体の排出量に占める割合は約 1%、運輸部門全体に占める割合は約 6%で推移している。 
 

表 1.1-1 日本全体の CO2排出量の推移  
年度 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 

排出量(百万 t-CO2) 1,124 1,148 1,162 1,144 1,214 1,221 1,237 1,234 1,188 1,225
 (｢平成 12年 9月 22日 地球環境保全に関する関係閣僚会議｣資料から作成.ただし 1999年の排出量のみ国
土交通省 運輸部門環境年次報告書 2001-2002から) 

0

100

200

300

400

500

600

1
9
9
0
年

1
9
9
1
年

1
9
9
2
年

1
9
9
3
年

1
9
9
4
年

1
9
9
5
年

1
9
9
6
年

1
9
9
7
年

1
9
9
8
年

1
9
9
9
年

(年度)

C
O
2
排
出
量
(
単
位
 
百
万
t
-
C
O
2
)

産業

運輸

民生(家庭)

民生(業務)

エネルギー転換

工業プロセス

廃棄物(プラスチック、
廃油の焼却)

 
発電に伴う二酸化炭素排出量を各最終需要部門に配分した排出量を基に作成 
エネルギー転換とは発電所等エネルギー転換部門での内部消費に伴う CO2排出を指す。 
工業プロセスとは石灰石消費などによる CO2排出を対象としている。 
出典：｢平成 12年 9月 22日 地球環境保全に関する関係閣僚会議｣資料 

図 1.1-1  日本の部門別 CO2排出量の推移 
     
1.1 内航海運に伴う温室効果ガスの排出量 

本章では、内航海運に伴う温室効果ガスの排出の実態及び将来予測について検討を加える。 

1.1.1においては、IPCC(Intergovernmental Panel on Climate Change,気候変動に関する政府間パネル)

作成マニュアルの算定方法に基づいた内航海運に伴う温室効果ガスの排出量及び将来予測を示す。

1.1.2では、運輸部門全体にとって排出削減の重要な施策のひとつと考えられるモーダルシフトについ

て複数の視点から解析する。また、1.1.3で、1.1.1による温室効果ガスの将来予測をもとに、将来の

エネルギー効率の予測等をとりいれてこれを修正した独自の将来予測を提案する。 
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1.1.1 IPCCマニュアルに基づく内航海運に伴う温室効果ガス排出量 

・ IPCC(気候変動に関する政府間パネル)作成マニュアルの算定方法に基づき、環境省が算

出した内航海運に伴う温室効果ガスの排出量の推測及び将来予測を示した。 

・ CO2排出量は 2010 年で 1990 年に比較して 2～3%程度増加すると予測された。 

 

我が国の内航海運に伴う温室効果ガス排出量については、政府より気候変動枠組み条約事務局へ

温室効果ガス排出量・吸収量目録のひとつとして毎年提出がなされており、さらに将来予測につい

ては別途環境省により調査報告書が作成されている。運輸部門からの排出算定方法は IPCCが作成

したマニュアルに準じるもので、旅客輸送および貨物輸送部門で消費された燃料消費量を統計など

から把握し、これをもとに温室効果ガス排出量を算出する方法である。海運部門の場合、国土交通

省編の運輸関係エネルギー要覧に記載された内航旅客輸送および内航貨物輸送の 2部門の燃料消費

量またはエネルギー消費量に基づき算定が行われている。なお、後者は、国土交通省編 内航船舶

輸送統計年報に記載された内航海運業者による燃料消費量の数値と一致する。 

環境省(当時環境庁)の｢平成 12年度温室効果ガス削減技術シナリオ策定調査検討会報告書｣では、

内航旅客輸送および内航貨物輸送の 2部門から排出される温室効果ガスについて、1997年までの排

出量の把握に基づき、2010年までの排出量を予測している。 

同報告書の 2010年までの計算値を表 1.1-2および表 1.1-3に、算定方法等の特徴を表 1.1-1に示

す。同報告書の将来予測においては、モーダルシフトが進展しない(モーダルシフト化率は現状のま

ま)と仮定した場合を｢固定ケース｣とし、モーダルシフト推進のための施策を講じ、鉄道・内航海運

ともにモーダルシフト化率が向上した場合(表 1.1-1参照)を｢計画ケース｣としている。 

表 1.1-2に示すように、内航海運 (内航旅客輸送および内航貨物輸送)から排出される CO2排出量

は 1990年以降増加傾向が見られ、1997年では 1990年比で 22%の増加となっており、特に内航旅客

輸送における燃料消費量の伸びが著しくなっている。輸送人キロが大きく伸びていないにもかかわ

らず、燃料消費量が増加していることから、定性的には高速水中翼船など高速輸送の増加がその原

因として考えられるが、今後統計上の問題も含めて精査検討していく必要があると思われる。1 

また、内航貨物輸送部門のみで見た場合においても、CO2排出量および CO2排出原単位(kg-CO2/

トンキロ)は 1990年に比較してそれぞれ 5.2%及び 8.6%増加している。その原因としては、RORO

船や内航コンテナ船等の高速貨物船によるモーダルシフトが CO2排出原単位を悪化させているこ

とが考えられる。この点については 1.1.2において詳細に分析する。 

 

一方、将来の CO2排出量の予測値については、モーダルシフトの増加を見込まない｢固定ケース｣

が｢計画ケース｣よりも当然ながら少なくなっているものの、その差はほとんど無く、CO2排出量は、

｢固定ケース｣、｢計画ケース｣とも 2010年で 1990年の 2～3%程度の増加と見込まれている。 

                                                        
1 旅客部門における燃料消費量は内航旅客輸送に係る業者からの申告に基づき作成されていること、

1996年と 1998年以降の燃料消費量に大きな差異が報告されていないことなどから、表 1.1-2および
表 1.1-3に示した旅客船の 1997年におけるエネルギー消費量の集計値には、燃料消費量の集計段階
で誤差が含まれている可能性も考えられる。 
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表 1.1-1 環境省｢温室効果ガス削減技術シナリオ策定調査検討会｣における算定方法の特徴点 

 特徴 備考 

液体貨物および燃料ベーパーからの

CH4ガスの排出を算定していない 
液体貨物(特に原油類)の総輸送量および平均航
行日数並びに燃料ベーパーのガス組成のデータ

などが入手できれば推定可能である。本調査で

は、原油備蓄基地から精油所間の運航データな

どが入手できなったため、定量的な分析を行っ

ていない。 

ディーゼル機関からの N2Oの排出原
単位は IPCCマニュアル記載値を使
用している 

実測値や他の文献値などにおいてほぼ同等の排

出係数が求められている事から、同数値を用い

て問題ないと考える 

温室効果

ガス排出

量の現状

把握手法 

HFCsの漏洩量が算定されていない 内航海運で用いられるリーファーの個数が把握
できれば推定可能だが、現状では把握困難 

エネルギー消費原単位(燃料消費量/
人キロまたは燃料消費量/トンキロ)
の改善を見込んでいない 

輸送エネルギー効率の改善目標値が反映されて

いない。国土交通省では 2010年までに 3%改善
としている。 
スーパーエコシップなど輸送エネルギー効率の

非常に高い船舶が大量に導入されれば、2010年
においても全体で数%程度の効率改善が見込ま
れ、更に将来に渡って改善も予測される。 
一方、モーダルシフトの推進により高速 RORO
船や高速フェリー船が大幅に導入された場合、

現在の輸送エネルギー効率を将来予測において

も使用した計算では、誤差が出る可能性もある。

また、機関等の改善以外に消席率の向上やウェ

ザールーティング等による運航面での改善も想

定しないと、2010年において 3%程度の改善を見
込むことは困難と考えられる。 

モーダルシフト可能量の算定根拠 全体の総貨物輸送量に占める 500km以上の雑貨
輸送量の比率を平成 10年度貨物地域流動調査の
実績値により 17.8%と仮定した。さらに、同輸送
量に占める海運の比率が現在の 45%(物流問題研
究会調査)から、2005年には 47.5%、2010年には
50%にアップすると仮定している。2010年にお
ける船舶シフト量は、4,741×106トン kmと計算
されている。 

温室効果

ガス排出

量の将来

予測手法 

将来予測が 2010年まで 代替に時間を要する船舶では代替効果の影響把

握のためには 2020年程度までの予測が必要。  
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1.1.2 モーダルシフトが内航海運のエネルギー消費量等に与える影響 

・ 運輸部門全体にとって排出削減の重要な施策のひとつと考えられるモーダルシフトに

ついて複数の視点から解析した。 

・ 2 種類の統計値からモーダルシフトの進展状況を推測した。両者の示すところは異なる

ものであったが、いずれにしろ今後ともモーダルシフトの推進に積極的に取り組むこと

が運輸部門からの温室効果ガスの削減にとって非常に重要であると考えられた。 

 

モーダルシフトとは、｢主として、幹線貨物輸送をトラックから省エネ・低公害の大量輸送機関

である鉄道または海運へ転換し、鉄道・海運とその末端のトラック輸送を機動的に組み合わせた輸

送を推進すること｣であり、1990年 12月の運輸政策審議会答申において労働力不足問題への対応方

策として提言され、広く認識されるようになった。 

最近では、1997年 4月に閣議決定された｢総合物流施策大綱｣において、マルチモーダル施策を通

じた複合一貫輸送の推進が提言されたほか、地球温暖化対策推進大綱(1998年 6月、2002年 3月改

訂)や運輸省物流施策アクションプログラム(1998年 9月)でも、鉄道・海運の利用促進が提言されて

いる。さらに、2002年 3月 19日に改訂された｢地球温暖化対策推進大綱｣においても追加対策とし

て「内航海運の輸送分担率の向上」が掲げられており、モーダルシフトの推進を地球温暖化防止の

ための重要な対策の一つにあげている。 

貨物輸送機関ごとの CO2排出量原単位は、図 1.1-1に示すとおりである。同じ荷物を運搬する場

合には、陸上の営業用普通トラックと比較した場合、バラ積み荷物が多く含まれる内航海運で約 1/5、

シャーシとコンテナ部分を同時に運ぶフェリーにおいても約 1/4程度に CO2排出量が削減できるこ

とになる。もちろん実際の輸送形態の中では、船舶輸送の前後に戸口への陸上輸送があり、そのた

めの積み替えのエネルギーが発生するが、CO2排出による環境負荷という観点から論じれば、船舶

輸送に優位性があるがことには間違いがない。 

このように地球温暖化防止の観点から重要な施策の一つと考えられるモーダルシフトについて、

以下に詳細な検討を行う。 
 

176

660

2196

22

48

37

1474

0 500 1000 1500 2000 2500

営業用普通トラック

営業用小型トラック

自家用小型トラック

鉄道(JR貨物)

フェリー

内航海運

航空

g-CO2/トンキロ  
図 1.1-1  輸送量当たりの二酸化炭素排出量の貨物輸送機関ごとの比較2 

平成 11年版 日本海運の現況より作成 
  
                                                        
2 日本海運の現況に記載の g-C/トンキロの数値を g-CO2/トンキロに換算した。 
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(1) モーダルシフトの定義 
前記に示すように、広い意味ではモーダルシフトはあらゆる貨物を対象にしているが、トラッ

ク輸送との乗り換えの利便性を考えて、内航貨物輸送のうち RORO船、内航コンテナ船又はフェ
リーによる輸送への転換を｢モーダルシフト｣と定義している例が多い。 
国土交通省が貨物流動地域調査等のデータを基にモーダルシフト化率を計算したものが平成

12年度温室効果ガス削減技術シナリオ策定調査検討会報告書に公表されている(図 1.1-2)。この公表
値におけるモーダルシフトの定義は｢500km以上の雑貨貨物の輸送量(トンベース)に占める鉄道、
フェリー、内航海運の 3部門が占める割合｣とされている。 
また、内航海運暫定措置事業3では 500kmを超える輸送距離をもつ RORO船またはコンテナ船
を｢モーダルシフト船｣として扱っている4。 

 
(2) モーダルシフトの実態把握等における問題点 
モーダルシフトは地球温暖化防止のための重要な施策として位置づけられているが、具体的な

目標の設定やアクションプランの策定の際に、①モーダルシフトはこれまでにどの程度進展し、

今後どの程度の進展が見込めるのか、②モーダルシフトにより運輸分野及び海運分野の輸送エネ

ルギー効率及び輸送エネルギー消費量はどう変わるのか、について的確に評価を行っておく必要

がある。 
モーダルシフトの実態把握のために、まず鉄道、フェリーおよび内航海運でそれぞれ輸送され

ている貨物量を推定する必要がある。また、内航海運による貨物輸送量のうち、モーダルシフト

の主たる担い手であるRORO船およびコンテナ船(以下、これら 2種の船舶を｢モーダルシフト船｣
と呼ぶ)の輸送量とそれ以外の輸送量を区分して把握することが必要になる。 
また、モーダルシフトで用いられる船舶はいわゆるバラ積み船に比較して高速で運航される

RORO船、コンテナ船及びフェリーが主体であり、かつ荷物はシャーシ単位で積載されることか
ら、一般にバラ積み船と比べて輸送エネルギー効率が悪い。したがって、モーダルシフトの推進

は海運分野のみでみれば輸送エネルギー効率の悪化を招くため、その悪化分をほかの要素と区分

して評価することが的確な将来予測及びこれに基づく対策の検討のうえで重要になる。 
しかしながら、これらを評価するために必要な統計値5が十分整備されていないため、ここでは

次記に示すように種々の仮定を置き、複数の方法によりモーダルシフトの進展の状況を推測した。 

                                                        
3 モーダルシフトおよび内航海運業界の活性化を推進する観点で、平成 10年 5月に従来の船腹調整事業
に代わって導入された事業で、引当資格(船舶建造資格)の保有の有無に関わらず、一定の納付金(建造
等納付金)を日本内航海運組合総連合会に支払うことにより船舶を建造できる制度。 

4 ①500kmを超えるモーダルシフトが可能な航路に就航する 1万対象トン以上のランプウエイ設備を有
する RORO船及び 6千対象トン以上のセルガイド設備を有するコンテナ専用船で、コンテナ・車輌・
シャーシーを輸送するもの。(原則として 50%以上が陸上より海上へ転移するコンテナ・車輌・シャ
ーシーを輸送するもの。) 
②前項①以外のランプウエイ設備を有する RORO船又はセルガイド設備を有するコンテナ専用船で
あって、特にモーダルシフトを促進すると理事会が認めたもの。 
③寄港地は起点・終点を含め 4港までに限定。 

5 法令上｢内航海運｣と｢フェリー(自動車航走)｣は別の体系(前者は内航海運業法の、後者は海上運送法の
適用を受ける)に属しており、輸送量などの統計値についても前者は内航船舶輸送統計年報、後者は
自動車輸送統計年報のうち自動車航走扱いとして計上されているため、内航フェリーによる貨物輸送

量とフェリー以外の船舶による貨物輸送量は別途の統計値から求める必要がある。同時に、内航フェ

リーの輸送量については、輸送台数をベースにカウントされているため、トンキロベースの輸送量に

換算する過程が必要となる。 

-11-



 

  

34.7

37.1
38.7

34.6
36.5

39.4 39.2 39.8

43.4
41.6
42.9

43.4

39.839.4

33.4

25

30

35

40

45

50

84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99

年度

シ
フ
ト
化
率
 
(
%
)

 

数字は 1998年度を除いて図からの読み取り 

図 1.1-2  モーダルシフト化率の推移(トンベース) 

注 1：運輸省(現在は国土交通省)運輸政策局貨物流通企画課調べ 

注 2：モーダルシフト化率：輸送距離 500km以上の雑貨輸送量(産業基礎物資(鉄道では車扱貨物)

を除く、トン数ベース)のうち、海運(フェリーを含む)または鉄道により運ばれている輸送量

の割合 

 
海運(フェリーを含む)または鉄道により運ばれている輸送量 

モーダルシフト化率 = 
輸送距離 500km以上の雑貨輸送量 

(産業基礎物資(鉄道では車扱貨物)を除く;トン数ベース) 
 

注 3：全貨物量のうち、輸送距離 500km以上の雑貨輸送量(産業基礎物資(鉄道では車扱貨物)を除く)

の占める割合(総トンキロ数ベース)は、約 2割と見込まれる 

 

出典：平成 12年度温室効果ガス削減技術シナリオ策定調査検討会報告書 

(平成 13年 3月) 
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(3) フェリーおよび鉄道によるモーダルシフト輸送量の推定 

まず、フェリーによる輸送量については、自動車輸送統計に記載がある長距離フェリーの航送

量(台キロ)に、同統計に別途記載がある営業用車両の実働 1車当たりの輸送トン数(t)を乗じてフ

ェリーによる輸送量(トンキロベース)とした(表 1.1-4上段)。推定された輸送量は約 120億トンキ

ロで、近年 10年間は 1%/年弱の伸び率を示している。 

運航距離 300ｋｍ以上の｢長距離フェリー｣は平成 11年 4月 1日現在で 22航路・総延長 18,434km

の定期航路ネットワークを有し、1999年度で約 143万台のトラックを平均 645km輸送している。

また、長距離フェリーで輸送されるトラックのうち 66%が無人航送によるものである。冷凍車専

用電源を豊富に装備して東京－苫小牧を 20時間(速力 30ノット)で結ぶ高速貨物フェリーほっか

いどう丸(1999年 9月就航)の就航の事例もあり、長距離フェリーは物流市場、特に雑貨輸送にお

いて国内物流の一翼を担っているといえる。 

 

次に、鉄道の輸送量については鉄道輸送統計に基づき、JRコンテナ輸送量(車扱貨物を除く)を

鉄道による輸送量とした(表 1.1-4下段)。 

鉄道による貨物輸送量は、190億トンキロを前後に 1990年以降ほとんど変化していないことが

認められる。 

 

表 1.1-4 長距離フェリーおよび鉄道によるモーダルシフト輸送量の推定値 

・フェリー輸送量(自動車輸送統計から作成) 

年度 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000
長距離フェリー航走量(百万台㌔) 1,058 1,084 1,063 1,059 1,176 1,165 1,241 1,212 1,191 1,170 (1,194)
実働1日1車当たり輸送トン数(ﾄﾝ) 11.27 11.60 10.69 10.61 10.48 10.47 10.61 10.41 10.43 10.81 10.97
長距離フェリー輸送量(億トンキロ) 
(上記2種の数値の積)  

119 126 114 112 123 122 132 126 124 126 131

・航走量の( )は 1994～1999年の推移からの推定値 

・鉄道輸送量(鉄道輸送統計から作成) 

年度 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000
JR貨物輸送量(億トンキロ) 185 189 189 184 180 192 200 201 190 188 185

 

(4) 内航海運(フェリーを除く)によるモーダルシフト輸送量の推定 

次の 2つの推定手法により、それぞれ内航海運(フェリーを除く)によるモーダルシフト輸送量

を推定した。 

・貨物地域流動調査に基づく推定 

国土交通省が示しているモーダルシフト化率の実績値では率(%)は示されているものの、輸送

量そのものは示されていない。モーダルシフト貨物の輸送量が推定できれば、上記のフェリーお

よび鉄道輸送量を差し引くことでモーダルシフト船によるモーダルシフト輸送量は容易に推定

できる。 

そこで、｢全貨物量のうち輸送距離 500km以上の雑貨輸送量(産業基礎物資(鉄道では車扱貨物)を除

く)の占める割合(総トンキロ数ベース)は、約 2割と見込まれる｣(図 1.1-2注 3参照)の仮定に基づき、

貨物地域流動調査で得た総輸送量(トンキロベース)に 0.2を乗じ、さらに国土交通省が示しているモー

ダルシフト化率を乗じてモーダルシフト貨物の輸送量を推定した。この手法による推測は表 1.1-5

の上段に示した。 
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・内航船舶輸送統計年報に基づく推定 

次に、内航船舶輸送統計年報で収集されているトンキロベースの輸送量からモーダルシフト船

の雑貨貨物輸送量を推定した。 

内航海運の輸送形態は、専用船・専航船により鉄・石油・セメント等の工業原料を輸送する｢基

礎素材型物資輸送分野｣と、主として｢コンテナ船｣や｢RORO船｣により一般貨物を輸送する｢雑貨

輸送分野｣とに分かれる。日本内航総連合会は内航輸送について品目別に輸送量を調査しており、

統計では化学肥料、その他の化学工業品、紙パルプ、繊維工業品、食料工業品、日用品、その他

の製造工業品の計が｢雑貨｣として扱われている。 

雑貨のうち 500km以上の距離を輸送するものの割合についての統計値はない。しかしながら、

紙パルプおよび食料工業品の 2品目については輸送距離ごとの輸送量が集計されている。そこで、

両荷物種について、全輸送量のうち 500km以上の輸送量が占める割合(トンキロベース)を計算に

より求め、他の雑貨についても 500km以上の距離を輸送するものの割合は紙パルプ及び食料工業

品と同一であると仮定し、輸送距離が 500km以上の雑貨貨物量つまりモーダルシフト貨物量を求

めた。この手法による推測結果は表 1.1-5下段に示すとおりである。 
 

表 1.1-5 内航海運(フェリーを除く)によるモーダルシフト貨物輸送量の推定値 2種 

・国土交通省貨物地域流動調査に基づく推定(推定 A) 
年度  1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999

全輸送機関による輸送量合計 
(億トンキロ) 

a 5,459 5,438 5,563 5,348 5,436 5,580 5,723 5,679 5,506 5,590

500km以上雑貨貨物輸送量(億トンキロ) 
(上記の2割：国土交通省調べ) 

b = a×0.2 1,092 1,088 1,113 1,070 1,087 1,116 1,145 1,136 1,101 1,118

モーダルシフト化率(%) 
(国土交通省調べ) 

c 36.5 39.4 39.4 39.2 39.8 39.8 43.4 41.6 42.9 (43.3)

モーダルシフト輸送量(億トンキロ) 
(上記2種の数値の積) 

d = b×c 399 429 438 419 433 444 497 472 472 484

上記のうち海運による輸送量 
(億トンキロ) 

e 94 114 136 123 130 130 165 145 158 170

・ 最下欄の数値はその上欄の数値(モーダルシフト輸送量)からフェリーおよび鉄道輸送量(表 
1.1-4)を差し引いたもの 
・ モーダルシフト化率の( )の値は 1991～1998年の推移からの推定値 

 

・内航船舶輸送統計年報に基づく推定(推定 B) 

年度  1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999
紙パルプおよび食料工業品の輸送量 

(百万トンキロ) 
a 6,384 7,847 6,816 4,472 5,949 5,790 5,158 5,484 6,235 6,905

上記2種の輸送量500km以上の割合 
(トンキロベース) 

b 94% 93% 94% 95% 96% 94% 93% 92% 92% 92%

雑貨貨物の総輸送量 
(百万トンキロ) 

c 22,234 22,591 20,775 18,268 21,079 20,668 22,435 22,263 22,543 22,417

雑貨貨物のうち500km以上の輸送量 
 (億トンキロ) 

d = b×c 209 209 196 174 201 193 209 206 206 207

・ 雑貨貨物とは、化学肥料、その他の化学工業品、紙パルプ、繊維工業品、食料工業品、日用

品、その他の製造工業品の合計 
・ a及び bの値については、輸送統計より、輸送距離区分毎の輸送量(トンベース)に輸送距離区
分の平均値を乗じてトンキロベースに換算した値から求めた計算値 
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(5) 各手法によるモーダルシフト輸送量等の推定結果 

・地域貨物流動調査に基づいたモーダルシフト輸送量の推定結果 

(4)で説明した 2つの手法のうち、地域貨物流動調査に基づいて推定したモーダルシフト船によ

るモーダルシフト貨物輸送量を表 1.1-5の推定 A表の e欄に示した。 

モーダルシフト船の輸送量は 1990年の 100億トンキロ弱から 1999年の約 170億トンキロへと

70%以上の増加であったと推測された。また、モーダルシフト船とフェリーの合計輸送量は 1900

年の約 200億トンキロから 1999年の約 300億トンキロへと、約 50%の増加率であると推定され

た。 

1999年における JR貨物輸送量(188億トンキロ)はモーダルシフト船の輸送量(170億トンキロ)

およびフェリーによる輸送量(126億トンキロ)とほぼ同等と言う推定が得られたが、重量トンベ

ースでみた場合の JR貨物の輸送量はモーダルシフト船の輸送量の 3倍強という試算結果もあり、

そのことからすればここで得られた鉄道輸送量の比較的大きな寄与も不自然ではないと考えら

れる。 

 

・内航船舶輸送統計年報に基づいたモーダルシフト輸送量の推定結果 

次に、内航船舶輸送統計年報に基づいたモーダルシフト輸送量の推定結果を表 1.1-5の推定 B

表の d欄に示した。 

この場合、モーダルシフト船の輸送量は約 200億トンキロと上記の推定値の 2倍程度の値と推

定されたが、経年的には最近 10年間で殆ど増加が認められないという結果が得られた。フェリ

ーを含めた場合の合計輸送量でも、1990年の約 320億トンキロから 1999年の約 330億トンキロ

と、ほとんど増加しておらず、モーダルシフトはあまり進展していないという結果が得られた。 

この結果は上記の方法による推定値(図 1.1-2)とかなり異なるものであるが、次に述べる分担率

の状況にむしろ合致する結果である。 

 

・分担率からみたモーダルシフトの状況 

冒頭で述べたように、広い意味では貨物の種類や距離に関わらず海運の輸送量の割合を増加さ

せることがモーダルシフトの意義である。日本全体の輸送量をどの輸送機関が担ったかを示す分

担率はその状況を端的に示す目安になる。 

ここでは、上記の異なる結果となった 2とおりのモーダルシフトに関する推測結果を補完する

意味で、分担率からみた海運の状況について検討する。 

 

1990年(分担率 45%)以降の海運の分担率は減少傾向が明らかで(表 1.1-6および図 1.1-3)、1999

年度では 41%と 4ポイントの減少になっている。 

これを輸送物資別に概観すると(図 1.1-4)、7種類の基礎物資の海運による輸送量はやや減少傾

向にあり、それ以外の物資の輸送量は増加傾向にあることがわかる。この状況を輸送機関全体の

輸送量に占める割合(分担率)でみると(図 1.1-5)、分担率は主要 7品目(基礎物資)ではやや減少傾

向、7品目以外でも横ばい状態にある。つまり、分担率を目安とすると、海運輸送は主要 7品目

である基礎物資をはじめ半製品などの基礎物資以外でもモーダルシフトはあまり進んでいない

と推定できる。 
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表 1.1-6 貨物地域流動調査からみた海運の輸送分担率 
  輸送トンキロ(百万トンキロ) 
年度 内航 自動車 鉄道 計 

1990年 244,500 274,200 27,200 545,900 
1991年 － － － － 
1992年 248,000 281,600 26,700 556,300 
1993年 233,500 275,900 25,400 534,800 
1994年 238,500 280,600 24,500 543,600 
1995年 238,300 294,600 25,100 558,000 
1996年 241,800 305,500 25,000 572,300 
1997年 237,000 306,300 24,600 567,900 
1998年 227,000 300,700 22,900 550,600 
1999年 229,400 307,100 22,500 559,000 
  分担率(%) 
年度 内航 自動車 鉄道 計 

1990年 44.8 50.2 5.0 100.0 
1991年 － － － － 
1992年 44.6 50.6 4.8 100.0 
1993年 43.7 51.6 4.7 100.0 
1994年 43.9 51.6 4.5 100.0 
1995年 42.7 52.8 4.5 100.0 
1996年 42.3 53.4 4.4 100.0 
1997年 41.7 53.9 4.3 100.0 
1998年 41.2 54.6 4.2 100.0 
1999年 41.0 54.9 4.0 100.0 

貨物地域流動調査から作成 

海運にはフェリー航走による輸送量は含まれない 
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上記の表から作成 

図 1.1-3 輸送機関全体に占める海運の分担率(トンキロベース) 
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図 1.1-4 品目別内航海運輸送トンマイルの推移 
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図 1.1-5 内航海運分担率の推移(主要 7品目とそれ以外) 

出典(図 1.1-4も含めて)：内航海運ビジョン、日本内航海運組合総連合会(2001) 
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(6) モーダルシフトが輸送エネルギー効率に与える影響 

・船舶の輸送エネルギー効率の推移について 

次に、上記の推定結果を利用して輸送エネルギー効率(輸送トンキロ当たりの燃料消費量(kcal))

の推移について検討した。表 1.1-8および表 1.1-9において、モーダルシフト船を含む内航海運(フ

ェリーを除く)の輸送エネルギー効率を K欄に示した。過去 10年間の内航海運(フェリーを除く)

の輸送エネルギー効率は、1990年比で 8%程度悪化していることが認められる。 

モーダルシフト貨物の場合、シャーシ部分の輸送エネルギーが余計にかかることや、一般貨物

船に比較して高速で運航される RORO船やコンテナ船で輸送されること、また特に近年は海上輸

送のデメリットを解消しモーダルシフトを促進するために長距離フェリーや RORO船に従来よ

りも高速の航路が設定されていることなどから、上記の輸送エネルギー効率の悪化にはこれらの

要因が反映されていると推定される。 
 

そこで、モーダルシフト船とそれ以外の船舶の輸送エネルギー効率を別々に算定した(表 1.1-8

および表 1.1-9の L欄およびM欄を参照)。算定においては、両者の輸送エネルギー効率の比率

が 13:10であると仮定した6。 

その結果によると、モーダルシフト船を除いた船舶(L欄)においても輸送エネルギー効率が 4

～6%程度悪化していることが認められる。 
 

内航船舶の隻数は過去 10年間で大きく減少し、1隻あたりの総トン数は増加してきている(図 

1.1-6)。また、図 1.1-7に示したように、過去 10年間では 400総トン未満の船舶から 700総トン

以上の船舶への移行が明らかである。その点からすれば輸送エネルギー効率は改善されているは

ずであるが、それにも関わらず内航海運全体の輸送エネルギー効率平均が悪化した原因として、

①平均的な航海速度が上昇している可能性があること、②大型化に対応した船型の最適化が必ず

しも進んでいない可能性があること、の二つが考えられる。 
 

①の航行速度について実際の海上での統計データは存在しないが、表 1.1-7に示すように全船

ともに船齢が低い船舶ほど明らかに設計速力の上昇がみられることから、大型化による効率改善

と速度上昇による効率悪化が相殺されているものと考えられる。また図 1.1-8に示すように、1

航海当たりの総所要時間数 128時間のうちで実際の航海所要時間は 40～50%にすぎず、沖待ちな

ど待機その他の時間が同様に 50%弱を占めている。このように待機時間が長いことは、船員の休

養時間確保などのため、本来経済速度で運航されるべきところをより速い速度で航海されている

ことを示すものであるかもしれない。 
 

一方、内航船の船型については、最大バース長やトン数計測法の制約等により、大型化による

総トン数の増加に見合うだけのカーゴスペースの確保ができていない可能性がある。また、専用

船化や荷物のパッケージ化(パレタイズカーゴなど)も実質的な消席率の悪化に影響している可能

性も考えられる。さらに、499総トン以下の小型船とそれ以上の大型船とでは、外洋航海におけ

る対波性能の観点から船型設計が大きく異なるため、推進効率の点でも差が出ているものと考え

られる。 

                                                        
6 RORO船やコンテナ船の CO2排出原単位はフェリーと同程度と仮定し、図 1.1-1に示した船舶：フェ
リーの CO2排出原単位の比 10:13が、一般貨物船：モーダルシフト船にも適用されるものと仮定した。 
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・モーダルシフトによる燃料削減効果について 

海運へのモーダルシフトの効果を評価する目安として、海運へのモーダルシフトによって削減

された燃料消費量を算定し、その削減量をモーダルシフト船以外の船舶の燃料消費量に加えたも

の(即ちモーダルシフトが行われていなかった場合の燃料消費量)で除した数値を燃料の削減効果

を示す目安とし、その値を表 1.1-8及び表 1.1-9の O欄(最下欄)に示した。 

表 1.1-8(貨物地域流動調査ベース)によると、1990年において 9%近い燃料削減効果があり、1999

年では 14%近い効果があることになる。また、表 1.1-9(内航船舶輸送統計年報ベース)では、経年

的な削減効果増大は見られないものの、燃料削減効果としては 17%程度もあることが認められる。 

上記の値にフェリーによる削減分も含めると、貨物地域流動調査ベースおよび内航船舶輸送統

計年報ベースともに 25%程度の効果があると推測された。 
 

一方、輸送エネルギー効率の比較で考えると、1999年時点でトラックとモーダルシフト船の輸

送エネルギー効率は 2.7：1の開きがある。この輸送エネルギー効率の差異からすれば、10%のモ

ーダルシフトは 6%強の燃料消費量の削減をもたらすことになる7。 

モーダルシフトによる CO2の排出削減効果は、内航海運における輸送エネルギー効率のさらな

る向上を図ることにより、さらにその効果を広げることができる。国土交通省や日本内航海運組

合総連合会はエネルギー消費原単位として 3%の削減を目標としているが、モーダルシフトの進

展と併せて、スーパーエコシップの開発・実用化等を含めた輸送エネルギー効率の改善努力が今

後も求められるところである。 
 

                                                        
7 (2.7×0.1－1×0.1)／2.7×1≒6% 

-19-



 

 

0

100

200

300

400

500

600

1
9
8
0

1
9
8
1

1
9
8
2

1
9
8
3
1
9
8
4

1
9
8
5

1
9
8
6
1
9
8
7

1
9
8
8

1
9
8
9

1
9
9
0
1
9
9
1

1
9
9
2

1
9
9
3
1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7
1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

GT

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

トンキロ

平均船型(1隻当たりGT)

1隻当たり輸送トンキロ
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図 1.1-6 内航海運における平均船型及び 1隻当たりの輸送トンキロの推移 
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図 1.1-7 内航海運における船型別総トン数合計の推移 
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表 1.1-7 内航海運における船齢別航海速力(設計速力)の推移表 

  7年未満 
7年以上 

14年未満 
14年以上 

199総トン 10.63 10.01 9.63 
499総トン 11.27 10.99 10.51 

一般貨物 

699総トン 12.41 11.46 10.20 
199総トン 10.12 9.82 9.60 
499総トン 11.00 10.91 10.50 
699総トン 11.77 11.38 10.99 

1,599総トン 12.98 12.02 11.15 

タンカー 

2,999総トン 13.36 12.89 12.50 

内航船の機器・装置の現状と仕様に関する調査報告書、平成 13年日本内航海運組合総連合会より作成 
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(注)1998年 10月実績による航海所要時間の内訳である。全体の行程は、①前港出港準備→②空船回航→③積
地待機→④積荷役→⑤積地出港準備→⑥積荷航海→⑦揚地待機→⑧揚荷役であり、他に荒天避難等の時間

も加わる。グラフの航海は②⑥、荷役は④⑧、待機は③⑦の計である。 
(資料)財団法人海事産業研究所｢内航海運コスト分析研究会報告書｣2000年 3月 

図 1.1-8 内航船の運航時間に占める非運航時間の割合 
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(7) モーダルシフトによる CO2排出削減量の推定 

内航海運の分担率が増加した場合の CO2排出量の変化について、輸送物資や船種を区別せず分

担率だけでみた場合の予測を表 1.1-10および表 1.1-11に示した。表 1.1-10は内航海運ビジョン

(2001)に示されたもので、内航海運の分担率が 50%になると、2010年において運輸部門全体の

CO2排出量は約 15%減少すると予測している。 

また、表 1.1-11では 1999年度における輸送エネルギー効率を用いて、分担率を変化させた場

合の削減量について簡易な試算を行った。ここでは、個々の輸送機関における輸送エネルギー効

率は将来に渡って変化しないこと、総輸送量はモーダルシフトによる分担率の変化により影響を

受けないこと、鉄道の分担率は変化しないことなど、幾つかの仮定をおいている8。 

内航海運の分担率が44%9になれば(総輸送量は変化しないものとして)運輸部門全体のCO2発生

量は約 4%、同分担率が 50%になれば同 CO2発生量は約 13%削減できるものと推測された。 

 

図 1.1-9は、表 1.1-11で行った試算を 2010年の排出推定値にあてはめた結果である。基準ケ

ース(2010年までに対策を行わない場合)の排出量 29,600万 t-CO2及び対策ケース B(内航海運の分

担率を 44%とした場合(モーダルシフト以外の方策による削減効果を含む))の削減効果 4,600万

t-CO2は｢国土交通省 運輸部門環境年次報告書 2001-2002｣に示された値を用いた。内航海運の分担率

が 44%である場合、前記の試算から CO2排出量は 4%削減されることから、分担率の変化を含まない

対策ケース A｢モーダルシフト以外の削減効果による｣を 3500万 t-CO2とした上で、対策ケース Cにお

ける排出削減量 7000万 t-CO2を得た。 

 

このように、モーダルシフトの推進は温室効果ガスの削減に大きく寄与するものであり、今後

もその積極的な推進が必要であるものと考えられる。 

                                                        
8 実際には貨物自動車の輸送エネルギー効率は、大型トラック走行速度の抑制などにより将来的に変化
する事が予想される。モーダルシフト貨物が高速輸送を必要とされる場合、既に述べたように内航海

運の平均輸送エネルギー効率を悪化させる要因にもなる。さらにモーダルシフトを行った場合には、

総輸送距離は一般には増加する傾向にある。。 
9 前記の｢地球温暖化対策推進大綱(2002年 3月)｣では分担率を現在の 41%から 44%に引き上げることが
目標になっている(時期は明記されていないが、本大綱が 2010年を目標にしているので、2010年まで
と理解される)。 
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表 1.1-10 内航海運ビジョンによる内航海運分担率向上のための試算 

内航海運の分担率 50%の想定ケース       上段:輸送量(百万トンキロ)、下段( ):距離別の分担率(%) 
 海運 鉄道 自動車 計 自動車からの振替率

5,666 676 88,360 94,702 -100km未満 
(6) (1) (93) (100)  

55,302 4,030 125,253 184,584 
100km以上-500km未満 

(30) (2) (68) (100)  

166,013 18,213 81,058 271,284 
500km以上 

(61) (7) (32) (100)  

227,016 22,923 300,831 550,770 

現在 
(1998年度) 

距離帯計 
(41) (4) (55) (100)  

5,666 676 88,360 94,702 
-100km未満 

(6) (1) (93) (100)  

64,531 4,030 116,023 184,584 
100km以上-500km未満 

(35) (2) (63) (100) 5%ポイント 

206,705 18,213 46,365 271,284 
500km以上 

(76) (7) (17) (100) 15%ポイント 

276,943 22,923 250,904 550,770 

将来 
(2010年度) 

距離帯計 
(50) (4) (46) (100)  

仮定 
1. 全体、及び距離帯別の輸送量は不変。 
2. 100~500kmの 5%、500km以上の 15%をトラックから内航海運へ振り変える。 
結果 

1. 約 500億トンキロの貨物が自動車から内航海運へシフト。内航海運の輸送トンキロの増加率は 22%。 
2. この結果、内航海運の分担率は 41%から 50%へと上昇する。 
3. なお、この分担率の上昇は、運輸部門全体の消費エネルギーを約 13%、排出 CO2を約 15%、さらに労働投入
量を 16%削減する結果となることが予想される。 

出典：内航海運ビジョン、日本内航海運組合総連合会(2001) 
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表 1.1-11 内航海運の分担率の変化に伴う運輸部門からの CO2排出量の変化の推定 
現状(1999年) 将来-A 将来-B 

輸送機関 

輸送量 

分担率(%) 

CO2排出量の 

割合(%)  

CO2排出原単位

(g-CO2/トンキロ)

輸送量 

分担率(%)

CO2排出量の

割合(%) 

輸送量 

分担率(%) 

CO2排出量の

割合(%) 

自動車 55 87 344 52 82 46 73 

海運 41 12 63 44 13 50 15 

鉄道 4 1 - 4 1 4 1 

合計 100 100 - 100 96 100 88 
・ CO2の排出量は燃料消費量に比例するものと、輸送機関ごとの燃料消費量より CO2排出量
を計算した。各輸送機関ごとの貨物輸送量から、CO2 排出原単位(トンキロ当たりの CO2
発生量)を求めた。 
・ 燃料消費量、各種エネルギーの発熱量、輸送機関分担率は国土交通省総合政策局情報管理
部編 運輸関係エネルギー要覧平成 12年度版 によった。 
・ 陸上貨物輸送の輸送機関分担率は、営業自動車と営業用自家用自動車の分担率の合計値と
した。その燃料消費量は、トラック消費のガソリンおよび軽油の合計値とし、自家用自動
車の燃料消費量は全て旅客輸送に消費されたと仮定した。 
・ 将来に対しても、全体の輸送量は変化しないものとし、海運と自動車の分担率のみを変更
することにより、CO2排出量の変化を算出した。ここでは、鉄道の分担率は変化しないも
のとした。 
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・ 2010年の対策をとらない基準ケースの排出量を 296×106 t-CO2とした。 
・ 内航海運の分担率を 44%とした場合のその他の削減効果を含めた削減見込み量は、｢国土交通省 
運輸部門環境年次報告書 2001-2002｣から、4,600万 t-CO2と仮定した。 
・ 運輸部門からの CO2排出量の削減見込み量として、表 1.1-11 に示した将来-A、将来-B の削減
割合を用いた。 
・ 対策ケース Bは地球温暖化対策推進大綱における運輸部門の対策 (4,600万 t-CO2)に相当する。 
・ 対策ケース Aは対策ケース Bからモーダルシフト(内航海運の分担率 44%)による効果を取り除
いて計算した。 
・ 対策ケース Cは対策ケース Aにモーダルシフト(内航海運の分担率 50%)による効果を加え
たものである。 

 

図 1.1-9 分担率向上による運輸部門からの CO2排出量の削減効果 
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(8) モーダルシフトによる CO2以外の環境影響について 

最後に、モーダルシフトによる CO2以外の環境影響について検討した。 

図 1.1-1に示すように、船舶の CO2排出原単位が鉄道を除く他の輸送機関に比べて優位である

のは間違いがない。ただし、実際の船舶輸送においては、戸口~港湾間のトラック輸送や積替え

に伴う CO2の排出やコストも考慮する必要がある。例えば、東京－福岡の貨物輸送については表 

1.1-12のような評価事例があり、所要時間は 1.4倍程度になるものの、CO2排出量は半減、輸送

コストも 2/3程度に削減できるものとされている。 

このように、陸上トラックから内航海運へのモーダルシフトは、港湾から戸口までのトラック

輸送や積替えに要するエネルギーなどを考慮しても、CO2排出量を大幅に削減するとともに、輸

送コストの節減にも貢献することから、その一層の促進が期待される。 
 
なお、内航海運へのモーダルシフトは CO2排出量を大幅に削減する効果があるものの、NOx、

SO2については逆に増加するデメリットもある。軽油を燃料とするトラック用ディーゼル機関と

異なり、船舶用ディーゼル機関は石油精製の下流のプロダクトである重油を燃料として使用して

いる以上、NOxや SO2が増加するのは避けられない問題である。また、輸送行程のほとんどが沿

岸域から数マイル離れており、その排出密度と陸域からの距離を考慮すると陸上の生活域への影

響は限られている。しかしながら、モーダルシフトを促進するにあたっては、船舶からの NOx、

SO2の低減のための対策を十分に講じ、環境への影響を総合的に低減する必要があることは言う

までもない。 

 

 

表 1.1-12  内航海運へのモーダルシフトの評価事例 

注：対比において＋は増加、－は減少を示す 

項目 CO2排出量 SO2排出量 NOx排出量 労働力 輸送コスト 所要時間 

トラック輸送との対比 －53% +282 ＋133% －22% －38% ＋36% 

・ 東京ターミナル～福岡ターミナルの貨物輸送の場合。 

・ トラック輸送は東京 IC～大宰府 IC を高速道路でトレーラー輸送し、海上輸送は東京港～北九

州港を 5,000総トンクラスの RORO船(積載シャーシ率 100%)で輸送したと想定。 

� 各 IC～各ターミナル(それぞれ 50km)および各港～各ターミナル(それぞれ 100km)は、小口

のトラック輸送を想定。この結果、総トンキロに占める海運の割合は、72%。 

� トレーラー輸送および RORO 船上のトレーラーの積載率は長距離輸送トラックの実績(11

トン)で変化しないものと仮定。 

� CO2排出係数はトラック輸送時に 48g-C/トン km、フェリー輸送時には 19g-C/トンキロ。 

� NOx、SO2は独自試算。NOx については、トレーラーおよびトラック輸送が、平成 15 年

排出規制値(3.38 g/kWh)、RORO船が IMO規制対応機関(13 g/kWh)を仮定。燃料中硫黄分

は、軽油が 0.05%、フェリーが A重油相当 0.25%とした。 

 

内航海運ビジョン、日本内航海運組合総連合会 2001年などの数値より作成 
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1.1.3 内航海運における温室効果ガス対策の考え方 

・ 海運が目標とされている44%の分担率を達成した場合には約4%のエネルギー消費量が削

減可能と推測される。 

・ しかし、1990 年以降内航海運の分担率は減少しており、今後、モーダルシフトの推進に

より分担率向上を行う必要がある。 

・ また、海運分野においても輸送エネルギー効率の改善が必要である。 

 

前章でまず示したように、モーダルシフトの推進は運輸部門全体としての CO2排出量の削減に大

きく寄与することは間違いがない。内航海運が貨物輸送全体に占める分担率は 41%(1999年)である

のに対し、エネルギー消費量は 8.4%と計算されており、環境にやさしい輸送機関であることは明ら

かである。つまり、海運分野のみで温暖化防止の対策を講じるよりも運輸部門全体で最適化を図る

ことが最も効果的である。例えば、先に示したように、海運分担率 44%(3ポイント上昇)が達成で

きた場合には、運輸部門全体で約 4%のエネルギー消費量が削減可能と推測される。 

しかしながら、モーダルシフトが順調に進んでいるか、という点については疑問もある。1.1.2章

で検討したように、分担率で 44%を目標としているものの、実際には 1990年以降の海運の分担率

は減少してきており、1999年では 41%に陥っている。また、雑貨貨物の輸送量自体もそれほど増加

していないようである。 

したがって、運輸部門における温暖化防止対策としてまず重要な方策はモーダルシフトのより積

極的な推進を図ることであり、そのための政策的な誘導策を積極的に推進することであると考えら

れる。 

なお、モーダルシフトが進展しない原因の分析及びこれを解決するための方策については 1.2章

において検討を行うこととする。 

 

一方、海運分野自体においても、輸送エネルギー効率の改善に向けた努力が必要である。最近の

傾向として、内航海運全体の輸送エネルギー効率は悪化傾向(1999年/1990年比で約 8%の悪化)にあ

る(表 1.1-13)。その原因として、1.1.2での検討のように①モーダルシフト貨物が在来貨物と比較し

て高速で運航される RORO船やフェリーで輸送されることと、②在来貨物船についても運航速力の

上昇に伴い輸送エネルギー効率が悪化していることが考えられる。 

そこで、内航海運における今後の輸送エネルギー効率の推移が CO2排出量に与える影響について、

先に示した環境省予測値をベースに検討した。 

表 1.1-13は、輸送エネルギー効率が過去 10年間のトレンドに従って悪化すると想定したケース

である。この場合、速力増加傾向が一段落し、現在の輸送エネルギー効率の悪化傾向に、将来歯ど

めがかかる可能性も充分考えられるが、最悪のシナリオとして、2020年における輸送エネルギー効

率は、過去 10年の直線近似から 1990年比で 16%程度悪化すると想定した。なお、輸送量の変化は

環境省予測値の｢固定ケース｣(総輸送量は GNPに比例して増加し、モーダルシフトは従来ペースの

まま)を用いた。このケースでは、2010年の CO2排出量は 1990年比で 9 %増加、2020年においては

13%増加すると推測された。 
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一方、表 1.1-14は内航海運総連合会の自主目標(2010年までに輸送エネルギー効率を 1990年比

で 3%減とする)が達成できると想定した場合の CO2排出量を示したものである。2010年の時点で内

航海運からの CO2発生量は 1990年比で 6%減となり、この方策のみで CO2の排出削減目標が達成で

きるものとされた。 

 

これらの数字から認められるように、モーダルシフトの推進とともに、スーパーエコシップの導

入や経済速力による運航等の方策により、内航海運の輸送エネルギー効率をさらに向上するための

努力を怠らないことも、運輸部門における温室効果ガス削減のための重要な方策であると考えられ

る。 
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1.2 内航海運に伴う温室効果ガス排出削減方策の現状 

本章においては、内航海運又は運輸部門における温室効果ガスの削減施策について、その具体的な

目標あるいは実施状況について内外の情報を収集整理し、問題点を抽出した。 

 

1.2.1 国外での対応状況 

・ ヨーロッパでは海運の分担率は高く、モーダルシフトの重点は鉄道の利用促進である。

・ アメリカの地球温暖化対策では、フェリー航路整備事業に対して道路整備財源を割り当

てる事を可能とする時限立法が施行されている点が注目される。 

温室効果ガスの 8%削減を目標にしている EUでは、1998年頃から種々の活動を展開し、2000年

11月に”European Climate Change Programme, Progress Report”を公表した。その内容は各方面に多岐

にわたっているが、その中で海運および運輸全般にかかわる内容は表 1.2-1に示すとおりである。 

ヨーロッパでは海運の利用は順調であり、むしろ鉄道の利用が減少している10ことから(図 1.2-1

参照)、鉄道利用の促進策が主に検討されており、海運業に関しては｢モーダルシフトによる環境影

響の小さい輸送の促進－貨物輸送のモーダルシフト｣において、｢海運および内水面交通および道路

/鉄道/海運の効率的な利用の促進｣とされている程度であった。しかし、MEPC47などでは EUが今

後内航海運および域内海運へ貨物移動を積極的にシフトすることを表明しており、今後何らかのイ

ンセンティブ制度が提案される可能性もあると考えられる。 
 

一方、アメリカは 2001年 6月に”Climate Change Review” という冊子を公表し、COP3以降の地球

温暖化の状況および米国の対応策に関して(ブッシュ政権としての)レビューを行っている。この中

では、ISTEAおよび TEA21というプロジェクトの取り組みが注目される。ISTEA (Intermodal Surface 

Transport Efficency Act)は、1991年に成立した 1991～1997年の時限立法であり、TEA21(Transportation 

Equity Act for 21st Century)は ISTEAの後継法(98～03の時限立法)として 1997年に成立している。ど

ちらの法律も、高速道路信託基金を原資として、フェリー及びそのインフラ整備のためのプロジェ

クトに対して、船舶建改造資金や旅客ターミナルの整備費用などインフラ整備に対して助成金など

を受けることができる。州や地方公共団体は、同資金を高速道路建設に配分するか、フェリーなど

の交通機関の基盤整備に配分するかの決定を行う。これにより、既存フェリー航路の継続資金や新

規航路の整備が実際に行われており、米国運輸省はフェリー事業全体に 1997会計年度には 1,800万

ドルを 2001年には 2000万ドルを配分したと報道されている。同時に、フェリー事業者は、

CMAQ(Congrestion Mitigation Air Quality Improvement Program)という制度の活用も可能である。同制

度は人口集中域における大気環境改善をモーダルシフトなどによって図るもので、自転車の利用の

多いフェリーターミナルなどを運営する州または地方公共団体の運輸管理部門が対象となる。 

これらの法整備の背景には、｢道路の延長として海上輸送を見る、あるいは海陸空で総合的に交 

通網を整備する｣視点があり、わが国の内航海運と陸上運送の整備を考える上で、参考にする点

があると思われる。 

                                                        
10 貨物輸送全体での鉄道の占める割合は1970年の21.1%から1998年の8.4%に減少した。(WHITE 

PAPER(2001) "European transport policy for 2010: time to decide "から引用) 
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表 1.2-1  EUの運輸部門での温室効果ガス削減対策 

z モーダルシフトによる環境影響の小さい輸送の促進 

• 鉄道の再生 

• 貨物輸送のモーダルシフト 

• クリーンな公共輸送手段への援助 

• 航空交通の混雑緩和 

• 高度交通システム(Intelligent Transport System) 

z 代替燃料およびクリーン車への転換システム 

• 自動車技術の改善 

• 代替燃料(バイオ燃料、天然ガス、水素) 

z 市場メカニズムの活用 

z 差別的課税制度の利用 

z 啓蒙および行動改革のためのアクションプログラム 

z 追跡調査および評価 
 

出典：EU COMMISSION STAFF WORKING PAPER(2001) SEC(2001)502 “Integrated 

Environment and Sustainable Development Energy and Transport Policies: Review Report 

2001 and Implementation of the Strategies” 
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図 1.2-1  ヨーロッパでの輸送機関別輸送量の変化 

出典：WHITE PAPER(2001) "European transport policy for 2010: time to decide " 
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1.2.2 国内での対応状況 

・ 2002 年 3 月の地球温暖化対策推進大綱においては、輸送エネルギー効率の改善とともに

モーダルシフトについて内航海運の分担率を 2010 年までに 44%に引き上げると言う数

値目標を定めている 

・ その他、｢新総合物流施策大綱｣や輸送機関の各関連団体の自主目標として、地球温暖化

防止対策としての消費原単位の改善とモーダルシフトの推進がうたわれている。 

 

我が国はCOP3において 2010年(2008年から 2012年の間)に 1990年比で温室効果ガスの排出量を

6%削減するという目標を与えられ、既に各省庁において様々な取り組みが検討･実施されている。 

表 1.2-2に我が国において内航海運に関連した地球温暖化防止対策の記載を過去の経緯を含めて

示した。関係省庁が合同で設置した地球温暖化対策推進本部は平成 10年 6月に｢地球温暖化対策推

進大綱－2010年に向けた地球温暖化対策について－｣を公表した。この中では省エネルギー等の

様々な面での目標が掲げられており、船舶関連では表 1.2-2に示すような 3点の項目が掲げられて

いる。具体的な数値目標が示されているのは輸送エネルギー効率の 3%向上だけである 

この地球温暖化対策推進大綱の進捗状況等は平成 13年 7月に同本部から報告された｢進捗状況お

よび今後の取組の重点｣に記載されている。この中での記載は表 1.2-2に示すように、エネルギー効

率の良い船舶の研究開発および代替促進とあわせて、モーダルシフト化率を 2010年に 50%に引き

上げることが数値目標として掲げられている。 

また、2002年 3月 19日に公表された新たな｢地球温暖化対策推進大綱｣では、モーダルシフトに

関して新たな目標が設定されており、内航海運の｢輸送分担率を 44%に向上すること｣とされている。

そして、｢規制の見直し、新技術の導入等を通じた競争力強化による海運へのモーダルシフトの推

進や輸送効率の向上｣を図ることにより全体として約260万 t-CO2の排出削減見込み量が計上されて

いる。 

 

国土交通省は具体的な削減目標を策定し、｢温室効果ガス▲6%の実現のために運輸部門において

構ずべき措置｣としてまとめている。その内容は表 1.2-3に示すとおりであるが、このうちで船舶に

関連する部分は表 1.2-2に抜き出した 2点(モーダルシフト化率向上および燃費改善)であり、これ

らには具体的数値目標が示されている。 
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表 1.2-2  我が国における地球温暖化防止対策で内航海運に関連した記載の集約表 

出典 船舶･海運に関わる内容 
地球温暖化対策推進大綱 
(平成 10年 6月) 
地球温暖化対策推進本部 

・輸送エネルギー効率を約 3%向上させること 
・内航貨物輸送の推進(具体的数値はなし) 
・国際コンテナ貨物等の国内陸上輸送距離の削減のための
港湾整備(具体的数値はなし) 

温室効果ガス▲6%の実現の
ために運輸部門において講ず
べき措置 
(平成 13年) 
国土交通省ホームページ 

・消費原単位改善 3% (CO2削減量として▲10万トン) 
・長距離貨物のモーダルシフト化率 40%→50%(CO2削減 
量として▲30万トン) 

グランドデザイン(案) 
(平成 13年 6月) 
国土交通省 

・国内長距離貨物輸送におけるモーダルシフト化率 
42.9%(平成 10年度)→50.0%(平成 22年度) 

新総合物流施策大綱 
(平成 13年 7月) 
閣議決定 

・国際競争力のある物流システムの構築 
－船舶の大型化･高速化等による効率化 
－海上ハイウェイネットワークの構築 
－次世代内航船(スーパーエコシップ)の研究開発 
－ITを活用した次世代海上交通システムの構築 
－テクノスーパーライナーの事業化 
－船舶の高速化や複合一貫輸送に対応した内貿ターミ
ナルの拠点整備 
－港湾の 24時間フルオープン化等への対応 
・地球温暖化対策 
－消費原単位の改善(エコシップ、スーパーエコシップ)
－モーダルシフトの推進 
・大気汚染等への対応 
－大都市部の外沿に位置する港湾の活用 

地球温暖化対策推進大綱進捗
状況および今後の取組の重点 
(平成 13年 7月) 
地球温暖化対策推進本部 

・船舶のエネルギー消費効率向上のための技術研究･開発お
よび運輸施設整備事業団による船舶の共有建造制度の弾
力化によるエネルギー消費効率の良い船舶への代替促進
・長距離貨物のうち産業基盤基礎物質を除いた製品の輸送
における鉄道･海運比率を 2010年に 50%を超える水準に
向上させる 
・次世代内航船(スーパーエコシップ)の研究開発 

地球温暖化対策推進大綱 
(平成 14年 3月) 
地球温暖化対策推進本部 

・規制の見直し、新技術の導入等を通じた競争力強化によ
る海運へのモーダルシフトの推進や輸送効率の向上 
・内航海運の競争力を強化することにより輸送分担率を

44%に向上 
－2001年度中を目途に次世代海運ビジョンを策定 
－参入規制の緩和等の事業規制の見直し 
－船員の乗り組み体制の見直し等の社会的規制の見直し
－スーパーエコシップについて、2005年までに実証実験
等を終了し、2006年度より実用化等 

・複合一貫輸送に対応した内貿ターミナル等の拠点整備、
湾内ノンストップ航行の実現等による湾内航行時間の短
縮等、海上ハイウェイネットワークの構築 
－2007年に東京湾港航路整備事業完成予定 
－2006年度までに東京湾において AIS(自動船舶識別装
置)の活用等、航行管制･支援強化を整備予定 
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海運へのモーダルシフトの有効性については、中央環境審議会地球環境部会の目標達成シナリオ

小委員会が平成 13年 6月に示した中間とりまとめ(案)に定量的な評価がなされている。同とりまと

めにおいては、各対策の経済性評価および不確実性について検討を加えているが、運輸部門につい

ては表 1.2-4に示すような結果を示している。船舶関連ではモーダルシフトが明記されている程度

であるが、ここで特筆すべきは海運へのモーダルシフトの CO2削減効果が他の対策と比べて、飛び

ぬけて費用対効果が高いと評価されている点である。同資料によると、1トンの CO2を削減するの

に必要な費用は、海運へのモーダルシフトの場合 700円程度と見積もられているのに対して、鉄道

へのモーダルシフトは 20万円程度と評価されている。なお、同資料には同じ効果(全対策で 2,340

万 t-CO2)を燃料税の導入で代替した場合には 15%程度の燃料税となり、その場合の追加的費用は

34,000円/t-C程度とされている。 

 

一方、平成 13年 7月に閣議決定された｢新総合物流施策大綱｣では、具体的な数値目標はないも

のの表 1.2-2に示すような様々な施策が述べられている11。 

平成 14年 3月 19日地球温暖化対策推進本部が改定決定した地球温暖化対策推進大綱の内容のう

ち運輸部門の施策とその削減見込み量を表 1.2-3に示した。同大綱では、これまで対象荷種や船舶

を限定していた従来のモーダルシフト化率に代えて、運輸部門全体の輸送量(キロトンベース)に占

める内航海運の分担化率を新たな目標に据えるなど、従来のモーダルシフト施策より一歩踏み込ん

だ施策が盛り込まれている。これらの海運部門と陸上輸送機関などに対する他の施策と併せて、

2010年における運輸部門全体の削減見込み量を約 4600万トンとしている。 

 

この他、造船･海運関連の団体や組織においてもそれぞれに自主的取組目標を設けている。表 

1.2-5はその内容を示したものである (参考として表 1.2-6にその他の主な輸送機関の自主的取組目

標を示した)。機関の改善、運航管理の改善、モーダルシフトの推進により輸送エネルギー効率の削

減を目指していることがわかる。削減の数値目標としては日本内航海運組合総連合会は 2010年度

において 1990年度比 3%の削減(トンキロベース)を目標に掲げており、これは地球温暖化防止対策

推進本部や国土交通省が掲げた目標に一致するものである。 

また、日本船主協会は 2010年に 1990年比で輸送エネルギー効率(トンベース)の 10%削減を、日

本旅客船協会は同じく 2010年に 1990年比で 3%削減(人キロベース)の自主目標を掲げている。 

その他の輸送機関の自主的取り組みとして、日本貨物鉄道㈱は電気機関車の消費エネルギー

(kWh)の削減を自主目標に掲げており、1990年比で 2010年に 15%、1999年に 8.3%削減を掲げてい

る。また、全日本トラック協会は輸送エネルギー効率の改善は掲げていないものの、大型トラック

のトレーラーへの代替(2010年に 1990年比で 6%)を掲げている。  

                                                        
11 ただし、大綱中の｢効率化｣は国際競争力のある物流システムの構築の項で述べられているものである。 
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表 1.2-3  平成 14年 地球温暖化対策推進大綱における運輸部門での CO2排出削減対策と削減見込み量 

項目 対策 

2010年 
における

排出削減

見込み量

(106t-CO2)

■自動車交通対策 

自動車の燃費の改善の強化措置 13.90

トップランナー基準適合車の加速的導入、自動車税のグ

リーン化や自動車取得税の軽減措置による低公害車普

及の急速な進展、政府一般公用車の低公害化を契機とす

る低公害車開発・普及の加速 

2.60

クリーンエネルギー自動車を

含む低公害車、低燃費車の開

発・普及 

クリーンエネルギー自動車の普及促進 2.20

アイドリングストップ装置搭載車両の普及 1.10営業用自動車等の走行形態の

環境配慮化 大型トラックの走行速度の抑制 0.80

自動車交通需要の調整 0.70

高度道路交通システム(ITS)の推進 3.70

路上工事の縮減 0.40

交通安全施設の整備 0.70

交通流対策 

テレワーク等情報通信を活用した交通代替の推進 3.40

自動車交通対策による削減見込み量 小計 29.50

■環境負荷の小さい交通体系の構築 

モーダルシフトなど 

内航・鉄道貨物輸送の推進 1.50

海運へのモーダルシフトの推進や輸送効率の向上 2.60

輸送力増加の鉄道の利便性向上 0.30

物流の効率化 

トラックの輸送の効率化 2.90

モーダルシフト・物流の効率

化等 

国際貨物の陸上輸送距離の削減 1.80

公共交通機関の利用促進 公共交通機関の利用促進 5.20

鉄道のエネルギー消費効率の向上 0.40その他輸送機関のエネルギー

消費効率向上 *1 航空のエネルギー消費効率の向上 1.10

環境負荷の小さい交通体系の構築による削減見込み路量 小計 15.80

運輸部門全体の削減見込み量 46.00

▲他部門における CO2排出削減見込み量(参考) 
産業部門 63.10

民生部門 83.50

新エネルギー対策 52.00

*1： ｢船舶のエネルギー消費効率の向上｣による削減量は見込まれていない 

地球温暖化対策推進大綱(平成 14年 3月 19日地球温暖化対策推進本部決定)より作成 
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表 1.2-4 温室効果ガス削減対策技術の経済性評価(運輸部門) 

不確実性評価 
対策技術名 

追加的削減費用

(円/t-C) 

追加的削減量

(千トン CO2) 価格低下 別目的 確実性評価

トラック輸送からの船舶へのモーダルシフト

実走行燃費の改善(低公害車の普及) 

購入車輌の小型化 

トラック輸送から鉄道へのモーダルシフト 

公共交通機関の活用(バス路線の整備) 

都市部での自動車走行環境の改善(ITの活用)

貨物の輸送効率の改善(共同輸送) 

公共交通機関の活用(新交通システムの整備)

730

57,000

57,000

200,000

290,000

2,300,000

4,100,000

6,400,000

270

6,800

3,300

30

1,700

320

3,800

680

 

○ 

○ 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

◎ 

○ 

○ 

C 

B 

B 

C 

A 

B 

C 

C 
凡例： 
①価格低下 
○ ：今後の技術発展及び量産効果により、既存技術導入の場合と比較して、相対的に価格が下

がり追加的削減費用が低下すると考えられる場合 
空欄：上記以外 

②別目的 
◎ ：地球温暖化防止(省エネルギーを含む)以外の目的がむしろ主目的で、その目的が効果・利益
として算入されていない場合 

○ ：地球温暖化防止(省エネルギーを含む)以外の目的も同じぐらい重要で、その目的が効果・利
益として算入されていない場合 

△ ：地球温暖化防止(省エネルギーを含む)以外に副次的な効果が期待でき、その効果・利益が算
入されていない場合(ただし、地球温暖化防止のためではなく、副次的効果のために対策の
導入が推進される可能性がある場合に限る) 

空欄：上記以外 
③確実性評価 

A ：費用評価結果の確実性が-30%～+50%程度におさまる場合 
B ：費用評価結果の確実性が-50%+～+100%程度におさまりA以外の場合、または、EUの費用評
価結果を用いた場合 

C ：費用評価結果の確実性がA、B以外の場合 

 

出典：中央環境審議会 地球環境部会｢目標達成シナリオ小委員会｣中間取りまとめ 

(平成 13年 6月) 
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表 1.2-5  造船・海運関連の団体や組織の自主的取り組み目標等 

団体

名 
目標達成のため具体的方策 数値目標と達成年度 備考 

日 
本 
内 
航 
海 
運 
組 
合 
総 
連 
合 
会 

・ エネルギー効率の良い機関、機器等の導入

・ 省エネ効果のある運行管理 
・ モーダルシフト等輸送の効率化の推進 

【目標年次】 2010年度 
【基準年次】 1990年度 
【指標】輸送エネルギー効率 
 (kcal/トンキロ) 
【目標数値】3%削減 
 

 

(社) 
日 
本 
船 
主 
協 
会 

・ 省エネ設備・運転技術の採用 
(軸発電機、停泊中のタービン発電機・不要
ポンプの停止等) 

・ 排エネルギーの有効活用 
(排エコ／タービン発電機の採用等) 

・ 推進効率の向上 
(船体洗浄、船体塗装、プロペラ研磨等の実
施、二重反転プロペラ、船尾付加物の採用

等) 

【目標年次】 2010年度 
【基準年次】 1990年度 
【指標】輸送単位(トン) 
 あたりの CO2排出量 
【目標数値】10%削減 
 

1999年度におい
て、1990年度比
15%削減 
 

(社) 
日 
本 
旅 
客 
船 
協 
会 

・ 新造船の代替時に、エネルギー効率の良い

船舶の導入に努める。 
・ 運航にあたり、燃料効率の良い航路・ダイ

ヤの設定に努める。 
・ 陸上輸送機関からの貨物シフトにより輸

送効率アップの推進に努める。 
 

【目標年次】 2010年度 
【基準年次】 1990年度 
【指標】輸送エネルギー効率 
 (kcal/人キロ) 
【目標数値】3%削減 
 

 

(社) 
日 
本 
造 
船 
工 
業 
会 

・ CIMの着実な実現、自動化設備投資の促進
による生産の効率化・高度化を推進 
・ 新世代 VLCC、LNG船など高効率・省エネ
船型の開発及び海上物流改革に対する船

舶の実用化の推進 
 

【目標年次】 2010年度 
【基準年次】 1990年度 
【指標】輸送エネルギー効率 
 (kwh/生産重量トン) 
【目標数値】10%削減 
 

1999年度におい
て、1990年度比
19%削減 
 

(社) 
日 
本 
中 
小 
型 
造 
船 
工 
業 
会 

・ CIMの着実な実現、自動化設備投資の促進
による生産の効率化・高度化を推進 
・ モーダルシフト対応省エネ型船の開発及

び海上物流改革に対応する船舶の実用化

を推進 
 

【目標年次】 2010年度 
【基準年次】 1990年度 
【指標】エネルギー消費量原単位 
 (kwh/生産重量トン) 
【目標数値】10%削減 
 

1997年度におい
て、1990年度比
8%削減 
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団体

名 
目標達成のため具体的方策 数値目標と達成年度 備考 

(社) 
日 
本 
舶 
用 
工 
業 
会 

・ ディーゼル機関の燃料消費量の更なる削

減を図るとともに、より環境低負荷型船舶

推進プラントであるガスタービンの研究

開発を推進する。 
(スーパーマリンガスタービン技術研究組
合への参加) 

・ 高度情報化技術(FNS、CIM、CALS等)によ
る生産効率化及び物流改善に努める。 
(｢造船所と舶用メーカー間の電子情報交換
システムの実用化｣を推進するため、㈱造

船ウェブを設立) 
・ 他業種との連携強化によるリサイクルの

推進に努める。 

【目標年次】 2010年度 
【基準年次】 1990年度 
【指標】生産工程における消費エ

ネルギー 
【目標数値】6%削減 
 

今回数値目標を

設定したため、達

成状況について

次回フォローア

ップを実施 
 

(社) 
日 
本 
舟 
艇 
工 
業 
会 

・ 製品使用に伴うCO2排出量の削減プログラ

ムの策定及び目標設定 
・ 事業活動に伴うCO2排出量の削減プログラ

ムの策定及び目標設定 
(低負荷生産ラインの集約、省エネ型の生産
ラインの導入、エネルギー管理の実施等に

より生産事業における CO2総排出量が 90
年 53万ｔから、99年 48.4万トンに減少。)

・ 燃費向上、排気ガス低減技術の開発・実用

化 
(4サイクル化、DFI化等) 
(マリンエンジン排ガス規制を制定) 

・ 電気を含むハイブリッド化、天然ガス、メ

タノール、水素ガス、ソーラー等の使用動

力の研究及び実用化 
・ リサイクルしやすい材料、リサイクルを考

慮した設計、生産時における廃棄物の再利

用、廃エネルギーの転換利用等リサイクル

を推進する。 
(｢FRP廃船高度リサイクルシステム構築プ
ロジェクト｣において、リサイクルしやす

く、リユース可能な標準化船の開発に協力

している。) 
・ 物流の効率化の推進 

【目標年次】 2010年度 
【基準年次】 1990年度 
【指標】船外機の単位出力[kw] 
 あたり燃料消費量 
【目標数値】30%削減 

 

2000年度におい
て、1990年度比
3%削減 
 

国土交通省ホームページから作成 
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表 1.2-6  (参考)陸上輸送部門関連組織における自主的取り組み目標等(代表的なもの) 

日 
本 
貨 
物 
鉄 
道 
株 
式 
会 
社 

・ インバータ制御方式電気機関車の導入 

(平成 13年 4月現在、56両導入) 

・ モーダルシフトの受け皿として、トラック

事業者からのシフトの円滑化のための努

力 

(武蔵野線・京葉線貨物列車走行対応化工

事：平成 12年 12月開業) 

(門司貨物拠点整備事業：平成 14年春の開

業を目指し工事中) 

・ 生活・産業廃棄物等のいわゆる静脈物流へ

の積極的取組 

(さいたま副都心工事に伴う建設残土輸

送、川崎市における廃棄物輸送、都市基

盤整備公団及び東京都との多摩ニュータ

ウン建設発生土砂の輸送) 

・ 冷暖房温度の適正化、不要照明の消灯、省

エネ対応 OA機器導入等による事務室の

省エネの実施 

(省エネ機器OA機器 79台導入(平成 12年

度には 33台導入)) 

 

【目標年次】 2010年度 

【基準年次】 1990年度 

【指標】電気機関車の消費エ

ネルギー[kWh] 

【目標数値】15%削減 

 

1999年度において 1990

年比 8.3%のエネルギー

消費量を削減 

(社) 
全 
日 
本 
ト 
ラ 
ッ 
ク 
協 
会 

・ 低公害車の導入 

(平成 12年度末において、1,387台導入。

トラック協会の｢低公害車導入補助金｣と

して平成 12年度 10.4億円、910台) 

 

【目標年次】2010年度 

【基準年次】1990年度 

【指標】 

(1) 営業用大型トラックの

トレーラへの代替 

(2) 20トン車の 25トン車へ

の代替 

【目標数値】 

(1) トレーラ化 6% 

(2) 5 ﾄﾝ車代替 30% 

 

(1) 1999年度において、

トレーラ化は 1996年

比 0.1%改善 

(2) 25トン車クラスへの

代替は 1996年比 1%

改善 

 

国土交通省ホームページから作成 
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1.2.3 削減方策実施に伴う問題点 

・ モーダルシフトの阻害要因に関する情報を収集整理した。 

・ モーダルシフトの進展には、海陸ジャンクション部など物流インフラ整備の推進、情報

提供･情報確認手段の改善(IT 化)、規制緩和や行政措置といった官民一体となった対応

が必要である。 

 

1.2.1項および 1.2.2項で俯瞰したように、わが国の運輸部門における地球温暖化対策のなかでも

モーダルシフトは最も重要な対策と考えられているにも関わらず、海運へのモーダルシフト化の進

展は遅々として進まない感がある。そこで、以下ではモーダルシフト推進の阻害要因について情報

を収集整理した。 

 

(社)日本物流団体連合会およびモーダルシフト専門委員会が平成 13年 3月に報告した｢モーダル

シフト推進の阻害要因と利用輸送機関への要望に関する調査報告書｣では、国内のトラック業者に

対するアンケート調査が実施されており、その中でモーダルシフトの阻害要因等について詳細なア

ンケート調査が実施されている。 

まず、モーダルシフトの採用の動機については、図 1.2-2のような結果となっている。この場合

のモーダルシフトの対象には鉄道と内航海運の両者が混在するが、ともかくモーダルシフトの採用

理由としてはやはりコスト面でのメリットがあることが最も重要視されていることが理解できる。

その他としては｢輸送時間に遜色がない｣、｢輸送品質が向上する｣、｢環境問題への対応手段になる｣、

｢危機管理から輸送多様化の手段となる｣等の理由が挙げられている。 
 

回答数

74

21

31

31

13

3

0 10 20 30 40 50 60 70 80

1

2

3

4

5

6

回
答
番
号

 

 
No. 回答内容(複数回答)(n=93) 回答数

1 トラック輸送と比較して輸送コストが安くなる 74
2 トラック輸送と比較し輸送時間(リードタイム)に遜色がない 21
3 輸送品質(定時制､大量輸送)の向上となる 31
4 企業としての環境問題への対応手段となる 31
5 企業としての危機管理から輸送手段の多様化となる 13
6 その他 3
出典：(社)日本物流団体連合会、モーダルシフト専門委員会｢モーダルシフト推進の阻害要因と利
用輸送機関への要望に関する調査報告書(平成 13年 3月)｣ 

図 1.2-2  モーダルシフトの実施理由や動機(複数回答)(n=93) 
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一方、｢モーダルシフトを実施しない理由(内航海運について)｣に関するアンケート調査では図 

1.2-3に示すような結果を得ている。これで見る限り、｢コストに関する問題｣を示した回答は 8件と

比較的少なく、｢所要時間の問題｣(23件)や｢小口輸送が多くて内航海運に適さない｣(41件)等が多く

なっている。また、｢着側配送等の物流システムに関する問題｣、あるいは｢日曜等の荷役等の運航

スケジュールに関する問題｣、さらには｢運賃料金が分かりづらい等のサービスに関する問題｣等を

指摘しているものが目立つ。同調査においては、さらに詳細なモーダルシフトの阻害要因に関する

詳細なアンケートを実施しており、その調査結果は表 1.2-7に示すとおりである。この表では、寄

せられた回答をいくつかの項目に分類している。同報告書ではこのような実態を踏まえ、さらにヒ

アリング調査等も実施し、全体を概観して次記のような問題を指摘している(報告書の内容から今回

新たに整理した)。  
回答件数

41
30

2
23

8
1
0
1
3
3

0
3
1
7
7
10

5
7

0
9

0
5

0 10 20 30 40 50

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22

回
答
番
号

 
No. 回答内容(複数回答)(n=62) 回答数

1小口輸送が多く､内航船輸送に適さない 41
2内航船を利用するような長距離輸送がない 30
3発着ダイヤがよくない 2
4所要時間が長くかかりすぎる 23
5運賃が高くつく 8
6便数が少ない 1
7適当な航路がない 0
8トラクタとトレーラの連結は法令で義務付けられており、車両の運行に支障が生ずることが多い 1
9トラクタやトレーラの投資が過大 3

10運休や遅延などの情報提供が不足である 3
11荷主のパレットサイズと車両の荷台サイズが合わないため非効率 0
12事故や災害発生時に迅速な対応がとりにくい 3
13利用運送事業の許可の手続が手間である 1
14着側の配送のための提携業者の確保が困難である 7
15小口混載による集約輸送システムが見当たらない 7
16荷主の出荷時間､ロットなど発着ダイヤに対応した変更がなされない 10
17車両購入はじめ自社の運行体制の変更など負担が大きい 5
18内航船の運賃料金の仕組みや手続の仕組みが分かりづらい 7
19輸送枠の確保が難しい 0
20日曜祭日､夜間荷役がなされないこと 9
21港頭地区におけるシャーシ置き場の確保が困難である 0
22その他 5
出典：(社)日本物流団体連合会、モーダルシフト専門委員会｢モーダルシフト推進の阻害要因と利用輸送
機関への要望に関する調査報告書(平成 13年 3月)｣ 

図 1.2-3  内航海運を利用しない理由(複数回答)(n=62) 
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表 1.2-7 内航海運を利用しない理由に関する詳細アンケート結果 
アンケート回答内容(複数回答)(n=24) 件数 

輸送コスト(運賃･料金)が割高となる要因  
海上部分の運賃が高いため 14
発地･着地が港湾から遠隔地にあり､集荷･配達部分の運賃が高くなるため 19
シャーシ駐車場料金などシャーシに関わる費用が発生するため 2
返り荷の確保が出来ない(片荷となる)ことから集荷･配達部分の運賃が高くなるため(車両稼働率の低下
が割高の要因となる) 

9

着側で提携業者による配送等のため､配達部分の運賃が高くなるため 5

 その他 0

輸送時間(リードタイム)が増加となる理由  
発着ダイヤがよくない 1
便数が少ない 2
内航船の運航に時間がかかる 13
港湾までの集荷･配達のためのアクセスがよくない 14
集荷･配達先が港から遠隔地である 12
船社への引渡しや引取りに時間がかかる 7

 その他 1

輸送手続き上の問題  
輸送枠の確保が難しい 8
運賃料金の仕組みや手続の仕組みが分かりづらい 19
連絡運輸のための提携先の確保が難しい 8
輸送依頼や利用運送業者の許可などの手続が煩雑で､分かりづらい 6

 その他 0

港頭における実務上の問題点  
日曜祭日､夜間荷役がなされないこと 18
港頭地区における駐車場が少ない 2
船への貨物の引渡し･受け取りが集中するため待機時間が発生する 16
港頭地区の周辺取り付け道路が狭い 2
港頭地区におけるシャーシ置き場の確保やその料金が高いこと 3

 その他 3

品質管理上の問題点  
事故や災害発生時に迅速な対応がとりにくい 13
リアルタイムでの正確な輸送状況(欠航､遅延､船舶の現在地等)が得にくい 14
港湾における積卸しに駅などにより荷崩れ等の問題が発生する 4
コンテナ輸送の場合、濡損(水濡れ)や結露などの問題が発生する 2
季節的な繁忙期やスポット大量輸送の際に対応し難い(輸送枠やシャーシの確保が困難) 14

 その他 2

輸送機器の運用や使い勝手などに関わる問題点  
トラクタとトレーラ(シャーシ)の連結は法令で登録が義務付けられているため､車両の運航に支障が生ず
ることが多い 

12

無人航走のためのトレーラ(シャーシ)やコンテナ輸送用の車両等の投資が過大である 16
荷主のパレットサイズが車両の荷台サイズと合わないため非効率となる 11
定温､保冷貨物のための港頭地区における電源設備不測の問題がある 0

 その他 2

出典：(社)日本物流団体連合会、モーダルシフト専門委員会｢モーダルシフト推進の阻害要因と利用輸
送機関への要望に関する調査報告書(平成 13年 3月)｣ 
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＜モーダルシフト推進課題の整理結果＞ 

(1)物流インフラ整備の推進 

a.着地側での輸送業者と海運会社との提携 

b.発地･着地側での運転手の移動手段の確保(公共輸送機関の充実等) 

c.港湾と都市等のアクセス道路の整備 

d.港湾後背地の整備(シャーシプール等の拡充) 

e.港湾を中心にした物流センターの整備 
 

(2)情報提供、情報確認手段の改善(IT化) 

a.料金システムの明確化(ITの利用、標準料金等の提示) 

b.輸送枠の状況確認、予約システム等のオープン化(ITの利用) 

c.輸送貨物(トラック)の所在確認手段の改善(ITの利用) 

d.事故､災害時の情報確認、伝達手段の改善(ITの利用) 

e.モーダルシフトのメリット等の宣伝(ITの利用) 
 

(3) 規制緩和、行政措置等 

a.港湾の 24時間化および日曜･祭日荷役 

b.岸壁使用料システムの改善(料金単位(12時間)の短縮(時間単位等)) 

c.関税保税システムの簡便化と内貿外貿ターミナルの一体化 

d.モーダルシフト船の定義の緩和 

e.モーダルシフトの推進のためのその他の規制緩和措置 
 

(1)の問題は港湾のインフラに関わるものである。 

(1)a.に関しては、既に海運業者側では対応可能な状況になっているとのことである。比較的単純

な問題として港湾へのアクセスの問題がある((1)b.)。港湾においてトラックを船舶に引き渡した後

には運転手は待機の状態になるため、できるだけ早く作業に戻れるように市内部とのアクセスが重

要になる。もちろん、港湾に総合物流センターが存在すればその待機時間は大幅に短縮できること

になる((1)e.)。 

(1)c.、(1)d.は港湾へのアクセスが問題になっているとの指摘に対応する措置である。前に触れた

新総合物流施策大綱では｢21世紀初頭までに、複合一貫輸送へ対応した内貿ターミナルへ陸上交通

を用いて半日以内で往復できる地域の人口ベースでの比率を約 9割へ上昇させる。｣ということを

数値目標として掲げている。現実に都市域が発達した既存港湾においては、仮に沖合い埋め立て地

などの造成により、大規模な内貿ターミナルを建設できたとしても、アクセス道路の建設が大きな

障害となる。今後は首都圏環状道路と海岸線との接点に大規模なターミナルを建設するなど、陸上

の集配地としての機能も考慮した上でターミナル整備を考えていくことは必要である。また、地方

港湾においては、フェリーふ頭が各社ごとに専用化されているが、将来の便数の増加を考えた場合、

ふ頭およびバックヤードの共有化も必要になろう。 

 

(2)は情報提供や情報伝達等のシステム改善に関わるものである。インターネット等を利用するこ

とで、より広範な顧客(物流業者)との対応が可能になる。上述のように、着側の配送システムや小
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口混載等に関する対応については、既に海運側では対応可能な状況になっているものが多い。また、

輸送枠についても通年で見れば積載率には余裕があり(70～80%)、予約貨物の受け入れは出港ぎり

ぎりまで受け付ける等の対応を図るようになっている。むしろ、海運業者がそのようなサービスを

提供していることが一般に知られておらず、また運賃システムや手続方法の分かりづらさ等の比較

的単純なところで｢内航海運は使いにくい｣という印象を与えている場合が多いものと考えられる。

情報提供の改善だけでもモーダルシフト推進の効果は大きいと考えられる。 
 

(3)は規制緩和に関与するものである。 

(3)a.は、規制緩和だけではなく、港湾労使間の協調が必要不可欠であるが、国際的な潮流から見

ても 24時間化は最も望まれることである。本件に関しては、港湾労使間の協議の結果、平成 13年

4月には、日曜荷役の恒久的実施、祝日の平日並み夜間荷役の実施、ゲートオープン時間の延長、

年末年始休暇の短縮について港運労使間で合意された。さらに、平成 13年 11月末には、荷役作業

については 1月 1日を除き 364日 24時間実施すること、ゲート作業については土・日及び祝日も

平日と同様に 8:30～20:00まで実施することについて合意され、港湾のフルオープン化に向けて大

きな前進が見られた。 
 

一方、現在、特定の港においては、500総トン以上の船舶等の夜間入港は港長の許可が必要とさ

れている12。これらの対象港では、既に相当数の船舶が安全対策を講じることを条件に特別許可を

受けて夜間入港をしているものの、突発的なスケジュール変更があったときは手続きが間に合わな

い等の問題が発生している。このような状況に対応するため、2001年に海上保安庁内に設立された

｢夜間入港制限等に関する規制緩和の調査委員会｣は包括許可制度の導入等大幅な規制緩和を含ん

だ答申を行い、現在海上保安庁においてその実現に向けた検討が進んでいる。 
 

この他、石油類及び化学物質等の危険物を運送する船舶の夜間入港ならびに夜間荷役は、現在原

則禁止されているが、これについても十分な安全対策を講じたうえで制限を緩和する方向でさらに

検討が進められることが望まれている。 
 

(3)の b.は、例えば RORO船の平均的な荷役時間(3時間以内)を考慮すると、現行の岸壁使用料の

最低時間単位である 12時間をできれば時間単位に変更する等の措置が求められる、との趣旨であ

る。既に、東京港等では 1時間といった最小単位が設定されている事例がある。 

 

(3)の c.は、関税保税システムの簡便化と内貿外貿ターミナルの一体化についてである。港湾管理

等の行政手続きに関しては、1999年 10月から港湾 EDIシステムが稼動し、船舶の入出港に際して

従来は港湾管理者と海上保安庁に対して書面で別々に申請・届出が必要であった行政手続きを 1度

の電子手続きで済ませることができるようになった。このシステムをさらに発展させ、2002年中頃

を目処に港湾 EDIシステムと通関手続等のシステムである Sea-NACCSとの相互接続を実現する方

向で関係者間で調整が進められている。完全接続後は、港湾手続のワンストップサービスが実現し、

                                                        
12港則法の第 6条および同施行規則第 4条等により、船舶の安全の確保のため、｢函館、京浜(東京・横
浜)、大阪、神戸、関門(下関・門司)、長崎、佐世保｣の七港では、総屯数 500屯以上(関門港若松区に
ついては、総屯数 300屯以上)の船舶は、夜間(日没から日の出まで)の入港が原則として禁止されてい
る。 
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港湾管理者・海上保安庁等への諸手続きの簡素化あるいは外航貨物と内航貨物の積替え等の簡素化

が可能になる。 

また、将来的には内貿ターミナルと外貿ターミナルとの融合を積極的に進める必要があろう。特

にコンテナふ頭の場合、ハブ港としての国際競争の観点からみても、現在の内貿と外貿ターミナル

の分離は、積み替え時間の増加をもたらし競争力の低下に繋がっていると考えられる。同時にバッ

クヤードの共有化は土地利用の節約や構内荷役機械および車輌の燃料消費量の節減にも繋がる。関

係各所の理解を得ながら、速やかに実現化に向けて動く事が望まれる。 

 

 

(3)の d.は内航海運暫定措置事業におけるモーダルシフト船の定義を緩和することでモーダルシ

フトが推進されるとの趣旨である。現行の定義とは｢500kmを越える距離｣および｢寄港地は起点､終

点を含めて 4港まで｣等である13。この点に関し、次世代内航海運懇談会の暫定措置事業部会では、

2002年 1月に、船種の特定･定義に関係の無い制限(例えば、寄港地･航路の制限)等については緩和

が必要との報告を行っている。これらの定義の緩和により、内航海運へのモーダルシフトが進展す

ることが期待される。 

 

(3)の e.はその他の種々の規制緩和措置に関するものである。 

まず、港湾運送事業法の見直しが考えられる。2000年 5月の法改正により、主要 9港14において

は一般港湾運送事業等に係る需給調整規制を廃止して免許制を許可制に改正する等の措置を行っ

た。あわせて運賃･料金変更命令制度15の導入といった港湾運送の安定化策(セーフティネット)を講

じたうえで料金認可制が届出制に変更された。これらの制度改革を他の港湾にも拡大したり、RORO

船など荷役作業が比較的簡単な船舶を対象に地方公共ふ頭についても、港湾運送事業の免許要件を

見直すなどの方策を進めることで、より合理的な港湾運送のサービスが促進されると考えられる。 

 

さらに、現行の内航海運(沿海船)の航行区域は、原則として 20海里以内の水域とされているため

                                                        
13 内航海運暫定措置事業および改正海上運送法で定義されているモーダルシフト船の定義は下記のと
おりである。 
①500kmを超えるモーダルシフトが可能な航路に就航する 1万対象トン以上のランプウエイ設備を有
する RORO船及び 6千対象トン以上のセルガイド設備を有するコンテナ専用船で、コンテナ・車輌・
シャーシーを輸送するもの。(原則として 50%以上が陸上より海上へ転移するコンテナ・車輌・シャ
ーシーを輸送するもの。) 
②前項①以外のランプウエイ設備を有する RORO船又はセルガイド設備を有するコンテナ専用船で
あって、特にモーダルシフトを促進すると理事会が認めたもの。 
③寄港地は起点・終点を含め 4港までに限定。 
 
なお、内航海運暫定措置事業は平成 10年度から導入された措置で、船舶を建造する者から船腹量に
応じた納付金を徴収し、船舶を解撤する者に対して解撤する船腹量に応じた交付金を交付するという

制度で、内航海運組合総連合会が資金調達、返済等を行っている。 
14 京浜港(東京港、横浜港、川崎港)、千葉港、清水港、名古屋港、四日市港、大阪港、神戸港、関門港、
博多港 

15｢過度のダンピングを防止するため、運輸大臣は、不当な競争を引き起こすおそれがある運賃・料金に

ついて変更命令を行うことができることとする。｣という内容 
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沿岸を直線航行できないことも運航効率低下の一因になっていた。この点に関し、2001年 10月に

限定近海船に関わる満載喫水線規則等が改正され、合理的な満載喫水線基準を設けることで、限定

近海船の適用範囲の拡大が図られている。このことで、例えば犬吠埼(千葉)～襟裳岬(北海道)では従

来の沿海航行船の基準では 488海里だった航路が限定近海船と同様の 385海里で航行できるように

なり、20%以上の航路短縮が可能になっている。 

ただし、乗船船員の資格の見直しについては未着手であり、現状では沿海区域に限定した乗船員

チームをそのまま限定近海船に適用できないため、この点についての資格見直しも含めた改善が望

まれる。 
 

上記の多くの課題(インフラ整備、IT化、港湾の 24時間化の規制緩和等)は上述のように既に新総

合物流施策大綱等(表 1.2-2)で述べられており、その実施による効果が大いに期待されるところであ

り、既にその方向で多くの規制緩和等が実現している。 

物流という産業に直結するシステムを整備するのは簡単ではないが、これら種々の施策の推進に

より、官民一体となったモーダルシフト推進のための一層の取り組みが期待される。 
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1.3 内航海運に伴う温室効果ガス排出削減方策の検討 

・ 内航海運に伴う温室効果ガスの削減のためには、内航海運へのモーダルシフトの推進

と、輸送エネルギー効率の向上が必要であり、その推進のために以下の方策が必要と考

えられる。 

(1) 内航海運へのモーダルシフトの推進 

・ 社会ニーズに対応した魅力ある内航海運サービスの実現 

・ 港湾施設等物流インフラの整備 

・ 一層の規制緩和や優遇施策によるモーダルシフトへの誘導 

(2) 内航海運の輸送エネルギー効率の向上 

・ 船舶の大型化と経済速力での運航 

・ 船舶の推進性能の改善 

・ 機関の燃料消費率の改善 

・ 環境負荷の小さい船舶に対するインセンティブの付与 

 

内航海運に伴う温室効果ガスの削減については、(1)トラックから内航海運へのモーダルシフトを進

めることにより運輸部門全体での削減を図るとともに、(2)内航海運の輸送エネルギー効率向上を図る

ことにより内航海運の分野においても削減を進めることが必要である。以下に、それぞれの削減方策

について検討を加える。 

 

(1) 内航海運へのモーダルシフトの推進 

地球温暖化防止の観点からだけではなく、道路の混雑緩和や労働力不足への対応の観点からも、

環境負荷が低く輸送能力の高い内航海運へのモーダルシフトに対する社会的期待は大きい。しか

しながら、その重要性は十分認識されつつも、内航海運へのモーダルシフトは思ったほどは進ん

でおらず、むしろ近年では従来船舶で輸送されていた貨物がトラック輸送に転換される｢逆モー

ダルシフト｣が起きているという指摘すらある。 

モーダルシフトは、当初省エネルギー等主に経済的な観点から取り組みが始まったものであり、

地球温暖化という環境面からの本格的な取り組みはまだ始まったばかりと言ってよい。このよう

な観点から今後モーダルシフトを推進していくためには、①内航海運に関連するすべての者がモ

ーダルシフトを阻害している要因の除去に再度取り組み直すことにより社会ニーズに真にマッ

チした利便性の高い内航海運の実現を目ざすとともに、②産業・社会システム全体がこの全人類

的な課題の克服に向けて協力しあう土壌づくりを行うことが重要な課題であると考える。 

 

(ア) 社会ニーズに対応した魅力ある内航海運サービスの実現 

(i) 社会ニーズにマッチした内航海運サービスの提供 

モーダルシフトを進めるためには、何よりもその受け皿となる内航海運自体の利便性を向上さ

せることが不可欠であり、高速海上輸送サービスの提供や運航航路・ダイヤの適正化等により輸

送ニーズにマッチしたサービスを提供していく努力が必要である。 

1999年 9月から運航を開始した東京～苫小牧の超高速貨物フェリー｢ほっかいどう丸｣｢さんふ

らわあとまこまい｣は、在来貨物フェリーの 1.5倍の高速性(片道 30時間→20時間に短縮)、極め
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て大きな車両積載能力、2隻運航による定期デイリーサービスの提供等により、成功を収めてい

る16。ハード(大型高速貨物フェリーの開発)及びソフト(2社の協力によるデイリーサービスの提

供)両面にわたる取り組みの好例として今後の参考になろう。 

例えば、このフェリーと同等の高速性を有する内航コンテナ輸送システムの開発実用化もひと

つのアイデアであろう。コンテナ船は、シャーシ部分の輸送の必要がない分、RORO船よりもさ

らに輸送エネルギー効率が高く、CO2排出量削減効果が大きい事が期待できる。反面、コンテナ

の荷役には時間がかかるため、高速かつ効率的なコンテナ荷役システムの開発と内航コンテナ専

用ふ頭の整備あるいは外貿コンテナふ頭で内貿コンテナの取り扱いを可能にする、など陸上側の

インフラ整備が必要となる。 
 

(ii) 海陸複合輸送という視点に立った情報化の推進 

ソフト面での取り組みで重要な課題のひとつに情報化の問題がある。中小零細事業者が多く荷

主系列で仕事をすることが多かった内航海運においては、荷主等に対して広くマーケット等の情

報を提供する体制や ITを利用した情報化が必ずしも十分とは言えず、これが海運の利用機会を

失わせている一因と考えられる。また、内航海運へのモーダルシフト推進のためには、両端の陸

上輸送をも含めたシームレスな情報の提供が不可欠である。そういった意味においては、｢モー

ダルシフト(トラックから船へ)｣という一面的な視点から一歩脱して、｢インターモーダル(複数の

輸送機関間の連携・複合)｣という総合的な視点に立って、トラック事業者や荷主との連携のもと

に情報化を進めることが重要と考える。 

 

(iii) 静脈物流等モーダルシフト貨物需要の掘り起こし 

モーダルシフト貨物需要を積極的に開拓する努力も必要である。 

なかでも、循環型社会を支える静脈物流に対して内航海運が積極的に参画していくことは非常

に重要な課題と考える。廃棄物やリサイクル貨物の輸送は現在トラック輸送が約 98%を占めてい

るが、これらの輸送は①スピードを要求されないこと、②輸送コストが重視されること、③生活

圏を通過することを地域住民が歓迎しないこと等から、本来船舶輸送が最も適していると考えら

れる。特に、従来域内処理が原則であった廃棄物処理については、リサイクル法の制定等により

今後は指定集積所からリサイクル工場や最終処分地などへ二次輸送の機会が増え、長距離かつ大

口輸送という海上輸送のメリットが生かせるものと期待される。 

 

このほか、近年、内航海運の分担率が微減している砂利、セメント、石油製品等の基礎物資に

ついて、小口・短距離輸送に適したトラック輸送に対抗しうる内航輸送体系についても検討を進

める必要がある。これらの基礎物質については、今後生産拠点及び貯蔵所の統合化により生産地

－最終消費地への一貫輸送が求められる。船舶側にアンローダーを設ける等、荷役効率を考えた

小型専用船の開発などが必要になるだろう。 

 

                                                        
16 東京/苫小牧間を 20時間で結び(速力 30ノット)、貨物専用フェリーとしては日本一の車両積載能力と
スピードを持つ。1万 2,520総トン、全長 199メートル、全幅 24.5メートルで、トラック(8.5メート
ル換算)200台、乗用車 46台の積載能力を持ち、生鮮食料品輸送に対応するため、冷凍車専用電源も
92基設置している。 
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このような需要開拓は、(ii)で述べたように、トラック事業者や荷主との連携のもとに進めるこ

とが望ましい。 

 

(iv) 内航海運業の構造改善によるモーダルシフトの推進 

上記に述べたような内航海運サービス向上のための施策を円滑に推進するためには、十分な経

営体力、営業力、企画能力等が必要であり、かつ、スケールメリットを享受できるだけの輸送規

模が必要となる。このような観点からも、中小零細事業者が多い内航海運業の経営構造の改善を

一層進めるとともに、トラック事業者も含めた企業間の提携等が必要であるものと考える。 

 

(イ) 港湾施設等物流インフラの整備 

海運とトラック輸送との連携を円滑にするために、港湾インフラの整備と道路インフラの整備

が一体となった物流インフラの計画的な整備が不可欠である。 

例えば、1.2.1節で述べたように、米国では、ISTEA(Intermodal Surface Transportation Efficiency 

Act)及びその後継法である TEA21(Transportation Equity Act for the 21st century)という連邦法によ

り、道路の延長又は混雑緩和等の回避ルートとしてのフェリー網の整備が道路整備と一体で行わ

れている。わが国においても、建設省と運輸省の統合により、このようなインターモーダルな視

点に立ったインフラ整備が可能な環境が整いつつある。 

このような考え方のもとに、港湾へのアクセス道路やシャーシプールのさらなる整備、トラッ

ク運転手等の移動のための公共交通機関の整備、複合一貫輸送に対応した内貿ターミナルや港湾

を中心とした物流センターの整備、船舶の大型化に対応した岸壁の大水深化等、複合一貫輸送を

円滑にするためのインフラを整備する必要がある。 

 

(ウ) 一層の規制緩和や優遇施策によるモーダルシフトへの誘導 

(i) 規制や行政手続きの一層の簡素化・効率化 

複合輸送に伴い煩雑になりがちな諸手続を軽減するとともに、海上輸送所要時間の 3分の 1を

占める待機時間の短縮化により海上輸送のスピードアップを図る意味においても、内航海運や港

湾に関する規制や行政手続きの簡素化・効率化は重要である。これらの規制緩和については、こ

こ数年かなりの進展が見られた。 

例えば、温暖化防止の観点からも、物流政策の観点からも極めて重要である港湾の 24時間化

については、2001年末に、荷役作業の 24時間化について労使間の合意が得られた。今後は夜間

入港や夜間荷役に関する規制についても、安全確保とのバランスをとりつつ見直しを行い、かつ

割増料金などについても随時見直しを行うなど、既に完全に 24時間化が行われている陸上トラ

ック輸送システムとのシームレスなコネクションの実現を図るための規制や行政手続きのさら

なる簡素化・効率化に向けての努力が必要である。また、ITを利用した各種手続きの簡素化や書

類作成の合理化、行政手続きのシングルウインドウ化、についても一層の推進が望まれる。さら

に外貿ターミナルと内貿ターミナルの共有化について早急に検討を進める必要があろう。 

 

(ii) モーダルシフトに対するインセンティブ政策の導入 

例えば自動車については、温暖化防止の観点から、低公害車に対する自動車税と自動車取得税

の減免を行うグリーン税制が施行されているが、モーダルシフトの進展のためには、同様に環境
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保全に積極的に取り組む企業に対しては、造船側使用者側双方に然るべきインセンティブを付与

することが必要である。 

このような観点から、環境負荷の低い内航海運を利用する企業に対する優遇税制や炭素税等環

境負荷に応じた税制の導入、環境会計の制度化による企業評価の適正化等、モーダルシフトを誘

導する政策を導入する必要がある。 

また、米国の例で紹介したように、モーダルシフト推進のためのターミナル建設やジャンクシ

ョン道路の建設には道路整備用財源からの資金を導入するといった考え方も参考になるものと

考えられる。 

 

(2) 内航海運の輸送エネルギー効率の向上 

船舶の輸送エネルギー効率向上の方策については、S&O財団｢平成 12年度船舶からの温室効果

ガス(CO2等)の排出削減に関する調査研究報告書｣に外航船を対象とした詳細な検討結果を示し

ているのでここでは詳述は避け、内航船に適した方策を次に挙げることとする。 

 

(ア) 船舶の大型化と経済速力での運航 

輸送エネルギー効率の向上の観点からも、輸送コストの削減の観点からも、荷主のニーズに応

じて内航船の大型化をさらに進める必要がある。ただし、1.1章で述べたように、経済速力より

もかなり早い速力で運航されているためか、大型化が進んでいるにもかかわらず、輸送エネルギ

ー効率の改善は思ったほど進んでいないのが現実である。燃料消費は速度の 3乗に比例するため、

航行速度のわずかな減少でも航行時間の増加を考慮したとしても CO2排出量の削減に大きく寄

与することは明らかであるが、一方、モーダルシフト促進の観点からは高速化が要求されるケー

スも多く、二律背反的な要素がある。 

今後、情報化の推進と適切な運航管理により、輸送ニーズに応じてできる限り経済速力に近い

最適速力での運航を促していくことが必要であろう。特に、廃棄物や 7基礎物資のようにスピー

ドを要求されない貨物については、減速航行を徹底する必要がある。また、これとあわせて、で

きる限りデッドスペースを少なくするように貨物の最適パッケージ化についても検討する必要

があろう。 

 

(イ) 船舶の推進性能の改善 

船型の改善については、外航船に比べるとわが国の内航船は、比較的船齢が低く、造船技術の

優れたわが国で建造されていることから、大幅な改善効果は期待できないかもしれない。むしろ、

プロペラボスキャップフィン(PBCF；中型船対象)、可変ピッチプロペラ(CPP;フェリー等の高速

船対象)、大舵角かじ等、推進器の改善の方が効果を期待できる17。さらに、電気推進船について

も、吉祥海運において次世代内航船の建造が進められており、今後普及にはずみがつくことが期

待できる。また、将来的にはマイクロバブル技術による推進抵抗の低減が有望視される18。 

                                                        
17内航船の機器・装置の現状と仕様に関する調査報告書(平成 13年 9月, 日本内航海運組合総連合会)に
よれば、船員労力の負担軽減などを目的に、内航船においては平成 10年現在 CPP装備船が隻数ベー
スで全体の 26%を占めている。低負荷域での航行時間割合や発停止が多い内航船については、航海全
体での効率改善に繋がっている可能性もある。 

18造船技術開発協議機構がまとめた｢船舶からの CO2等の排出削減方法のマトリックス｣でも、短期的に
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(ウ) 機関の燃料消費率の改善 

機関の燃料消費率については、NOx排出量とトレードオフの関係にあること等から、短期的に

は大きな改善は期待しにくい。ただし、外航船と比較すると、内航船は入出港に伴うエンジンの

発停止や中間負荷域での運転時間が多いため、VIT(燃料噴射時期自動調整装置)と電子制御を用い

て低負荷域における燃料消費とNOx排出量を最適化する等の対策は残されていると考えられる19。 

また、将来的には、現在国土交通省で開発が進められているスーパーエコシップの実用化が期

待される。スーパーエコシップは、高効率ガスタービンと電気推進システムの採用、船型の最適

化と貨物スペースの増大により、環境負荷(NOx、SOx、CO2)の低減を図るもので、CO2について

は現行のディーゼル主機機関から 25%減を目標にしており、国土交通省では 2005年頃の実用化

を目指している。 

仮に、2000年において船齢 7年以上の船舶が、2010年までにその半数がスーパーエコシップ

タイプの船舶に代替されると仮定した場合、2010年において内航海運全体で約 75万トンの CO2

削減が可能であると試算される20。 
 

(エ) 環境負荷の小さい船舶に対するインセンティブの付与 

内航海運分野における CO2削減努力を促進するためには、モーダルシフトの促進と同様、環境

負荷の低減に要したコストが用船料、港湾料金等に反映されるような政策的なインセンティブの

付与や海運取引きの仕組みの構築が必要である。 

例えば、表 1.3-1に示すように、欧州や米国においては環境負荷の小さい船舶に対して各種港

湾料金や税金を減免する制度がある。これらの制度は、現在のところ、油汚染や防汚塗料などの

海洋汚染防止や NOx・SOx対策が中心であるが、IMOにおいては外航船からの温室効果ガスの

低減対策としてこのようなインセンティブスキームを導入しようとする動きがある。わが国にお

いても、温暖化対策として又は NOx・SOx低減等他の政策目的と併せて、このようなインセンテ

ィブスキームの導入を図る必要がある。 
 

運輸施設整備事業団においては、船舶共有建造制度を見直し、CO2排出低減対策が講じられた

船舶については、船主の建造費用負担割合を 2割に軽減することとした。同制度は、上述したイ

ンセンティブスキームの一種と考えられ、今後このようなスキームが拡充されることが望まれる。

なお、事業団の優遇制度はモーダルシフト船や貨物積載能力の増大についても適用されることと

なっている。 

                                                                                                                                                                                        
開発可能で削減効果の高い方策としてマイクロバブルが高い総合評価を得ている。 

19同上のまとめにおいて、電子制御や可変翼過給機、燃焼室最適設計による負荷全域のスムーズな燃焼

が短期間に開発可能で効果の高い方策として高い総合評価を得ている。 
20 スーパーエコシップによる CO2削減量の計算方法は以下のとおり 

2000年時点で船齢 7年以上の船舶が 2010年までに全て代替建造される。実用化が 2005年前後である
ことから、2010年までの代替の 50%がスーパーエコシップとして新造されると仮定した。船齢 7年
以上の船舶が 2000年において内航全船舶に占める割合は、内航船の船齢別船腹量(運輸省海上交通局
調べ 平成 12年 3月 31日)により 68%とした。 
船舶全体の CO2削減率 = スーパーエコシップへの代替対象船(船齢 7年以上の船舶)の割合× スーパ
ーエコシップへの代替率(0.5) × スーパーエコシップによる CO2削減率 として計算した。得られた

CO2削減率を 2010年の CO2排出量(固定ケース)に適用し、船舶全体の CO2削減量(2010年) = 船舶全
体の CO2削減率 × CO2排出量(内航海運・貨物船、2010年) として計算した。 
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表 1.3-1 船舶に対する世界のインセンティブ手法一覧 

(1) 質の高い船舶に対するインセンティブ 
分類 国/地域 インセンティブスキーム 対象 インセンティブ 

1 米国 QUALSHIP21 過去3年間のPSCデータで識別された
｢優良船舶｣ 

PSC検査軽減 PSC/FSC
検査 

2 オランダ 船舶格付制度 オランダを旗国とする高品質船舶船

主 
船舶検査軽減 

報奨金 3 オランダ、 
参加港湾 

Green Award ｢Green Award認証｣所有の原油タンカ
ー、プロダクトタンカー、ばら積船 

港湾料金の一定割合の報

奨金 
4 EU 港湾･水先料金軽減 分離バラストタンクを有するタンカ

ー 
港湾料金、水先料金の軽減

5 スペイン 港湾料金税減額 分離バラストタンクを有するタンカ

ー 
港湾料金の税金軽減 

6 ドイツ 水先料金減額 ダブルハル構造のタンカー 分離バラストタンク容積

分の総トン数軽減 
7 スウェーデン 航路･港湾料金減額 ダブルハル構造のタンカー 分離バラストタンク容積

に応じた航路･港湾料金軽

減 
8 韓国 港湾料金減額 ダブルハル構造等のタンカー 港湾料金減額 
9 ドイツ 港湾料金減額 

(ハンブルグ港限定) 
ISO14001認証所有、Green Award認証
所有、低硫黄燃料、低排気ガス又は

TBTフリー船底塗料の船舶 

港湾料金減額 

10 EU 港湾施設料金減額 船舶由来廃棄物低減の船舶 船舶由来廃棄物料金減額

の可能性 
11フィンランド 環境差別化港湾料金 

(マーリアンハンマ港限定)
NOx 排出低減および低硫黄燃料使用
船舶 

NOx 排出低減および低硫
黄燃料に基づく港湾料金

料金 

12 スウェーデン 環境差別化航路･港湾料
金 

NOx 排出低減および低硫黄燃料使用
船舶 

NOx/SOx 排出量に応じた
航路料金差別化、同低減に

係る環境手法に基づく港

湾料金差別化 
13 ノルウェー 環境差別化トン数税 一定の環境要件を満たした船舶 環境要素に基づくトン数

税差別化 
税制 

14 日本 法人税優遇 一定の環境、安全関係要件を満たした

ダブルハル構造のタンカー 
船舶所有に係る特別償却

 
(2) サブスタンダード船に対するインセンティブ 
分類 国/地域 インセンティブスキーム 対象 インセンティブ 

15 米国 ターゲティング制度 船主、旗国、船級、履歴及び船型の 5
要素を評価して選定された船舶 

PSC検査の重点実施 

16 パリMOU、EU ターゲティング制度 ｢一定要件｣および｢履歴要件｣により
選定された船舶 

PSC 検査の多頻度化およ
び深度化 

17 東京MOU 優先検査制度 検査履歴により選定された船舶 PSC検査の重点実施 
18 オーストラリア ターゲティング制度 船齢、旗国、検査履歴および船級によ

り選定された船舶 
PSC検査の重点実施 

19 カナダ カナダバルク検査プログ

ラム 
選定されたばら積船 PSC における重点的体系

的立入検査実施 
20 シンガポール ターゲティング制度 拘留/欠陥履歴、事故歴、船級/法人履

歴及び船型/船齢に基づき選定された
シンガポール籍船舶 

船主、船級協会の聴聞、改

善計画提出。法人所属背の

悪シンガポール寄港時の

優先的検査実施 
21 イギリス PSC拘留船舶検査 PSC拘留を受けたイギリス籍船舶 拘留船船主に対する事情

聴取、当該船舶の費用負担

での検査準備 

PSC/FSC
検査 

22 イギリス 船舶登録事前審査 国際条約及び他の要件に不適合の船

舶 
イギリス籍登録拒否 

23 EU 再検査費用徴収 PSC拘留を受けた船舶 再検査費用徴収 
24 オーストラリア 再検査費用徴収 PSC拘留を受けた船舶 再検査費用徴収 
25 シンガポール 再検査費用徴収 PSC拘留を受けた船舶 再検査費用徴収 

支払 

26 フィンランド 油濁防除課金 全貨物倉二重船底に不適合の油タン

カー 
油濁防除課金 2倍額徴収

*：PSC;ポートステートコントロール、FSC;旗国検査 
｢海洋汚染防止｣国際共同研究プロジェクト報告書(平成 14年)、(財)運輸政策研究機構より作成 
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表 1.3-2 運輸施設整備事業団の共有建造条件 
 

建造船舶の種類 
事業団分

担の上限

離島航路に就役する船舶 90% 
バリアフリー化の高度化・多様化に資する船舶 * 80% 

バリアフリー化船 
法令基準に準じてバリアフリー化する船舶 70% 
モーダルシフトの向上に寄与する船舶 * 80% 

国
内
旅
客
船 モーダルシフト船 

長・中距離フェリーその他 70% 
モーダルシフトの向上に寄与する船舶 * 80% 

モーダルシフト船 
RORO船・自動車専用船・コンテナ船、その他 70% 
CO2排出量が、事業団が定める量を 10%以上下回る船舶 

e-シップ 
二重船体構造の油送船・特殊タンク船 

80% 

被代替船に比べて貨物積載量が 10%以上増 
被代替船に比べて速力が 10%以上増 

①船舶物流の

効率化高度化

に資する船舶 IT技術を用いた高度管理船舶 * 
70% 

荷役・運航に関する高度な機器を導入 * ②船員の作業

省力化などを

図る船舶 労働環境改善に資する構造を有する * 
70% 

物流の効率化・高度

化に資する船舶 

①のいずれか、②のいずれかを同時に満たす船舶 75% 

協業組合もしくは合併により設立された内航海運業者の建造船 

内

航

船 

海運集約・協業化に

資する船舶 建造船舶の隻数を上回る隻数の船舶を被代替船とする場合 
70% 

*印については、事業団が定めた基準に適合していることが条件 
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2 港湾内における船舶運航に伴う排出ガスの影響 
2.1 港湾内における船舶運航に伴う船舶排ガス影響の把握 

ここでは、港湾内における船舶排ガス(NOx,SOx)の影響を把握するために、1999 年を対象に東京湾

内を航行する外航・内航船舶の活動量をモデル化により把握し、沿岸部周辺の大気環境への影響を定

量化する。 

 

2.1.1 港湾内における船舶運航に伴う船舶排ガス排出量算定 

・ 港湾内の船舶から排出される NOx/SOx 量を算定するに当たり、従来の計算方法の問題点

を整理し、本調査における算定方法を定めた。 

・ 上記の排出モデルに従って、1999 年における東京湾内船舶の NOx/SOx 排出量算定を行

った。 

 

陸上の固定発生源や自動車など移動発生源からの排出量の算定方法は環境省や経済産業省など

によりマニュアル化されており、排出量の積み上げも行政レベルで日常的に行われている。しかし、

船舶からの排出量については現在まで排出量の規制対象にされていないため、既に規制対象となっ

ている固定発生源や自動車などに比較すると、統一的な排出算定方法は未整備な状態にあると言え

る。技術的にも C 重油を用いる外国船籍の超大型貨物船からガソリンを用いるプレジャーボート

などの小型船までと対象機関が非常に幅広いことから、全てを網羅的にカバーする排出量算定方法

および排出係数が確立されているとは言えない状況にある。 

ここでは、(1)において従来の排出量算定方式を簡単に紹介し、(2)以下に本調査で用いた算定方

法について触れた。(2)において NOx の排出係数について、(3)において SOx の排出係数について、

(4)において排出モデルを概説する。 

 

(1) 従来の国内における排出量算定方法(環境庁 NOx マニュアル) 

船舶からの大気汚染物質排出量の算定について、国内では環境庁が監修した窒素酸化物総量規

制マニュアル(以下｢NOx マニュアル｣という。)に記載された方法が用いられていることが最も多

い。 

NOx マニュアルは、大都市域を中心に設定された窒素酸化物総量規制地域内における窒素酸

化物排出量を管理するため、地方自治体などが同排出量を算出することを目的に開発されている。

海上のどの範囲までを総量規制区域とするかについては法律上明確な規定はないが、NOx マニ

ュアルでは｢当該地域内に存在する港湾区域内並びに当該地域に影響を及ぼすことが推定できる

周辺地域の港湾区域及び航路｣をその対象範囲とするとされており、通常その地方自治体が管理

する港湾区域内が総量規制区域内として扱われる。このため、NOx マニュアルに基づき該当港

湾区域内を航行する船舶及び同港湾を利用停泊する船舶からの排出量は算定されているが、日本

全体あるいは湾全体からの排出量を把握するために、開発された手法ではないことに留意する必

要がある。 

本方式は、原理的には対象港湾地域内の１隻当たりの排出量または燃料消費量を推定し、これ

に港湾統計などの隻数を乗じて港湾区域内からの排出量を算定する。表 2.1-1に示すように、船

舶ごとの運航実態データや機関類の出力などは、その船種と総トン数をパラメータとした推定式

により算定する方法である。 
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したがって、港湾区域内の埠頭を利用する全船舶の諸元以外の活動状況(利用時間および荷役

時間の比率、航行速度など)は、全て明らかなものという前提で算定法も組み立てられている。

ただし、荷役時の補機ディーゼルおよびボイラーの負荷割合など、総トン数および船種以外の把

握しにくいパラメータについては表中に示すように設定例の記載があり、これらを使用する場合

が多い。 

地方自治体が発表する排出量の算定においては、過去の排出量との整合性を取る為に、これら

のパラメータに大きな変更が加えられることなく、使用されている。 

このうち川崎市調査や環境省調査などによれば、総トン数を基に推定式により算定される主機

の馬力数や補機類の馬力数などは、現在においても大きな誤差を示していない。例えば、図 2.1-1

は馬力数と燃料消費量との関係を示したものであるが、NOx マニュアルに記載の算定式は日本

舶用機関学会(現マリンエンジニアリング学会)が収集した最新データとほぼ一致している。これ

らのことから、機関の馬力当たりの燃料消費量については従来の知見に基づいて計算を行ってよ

いと考えられる。 
 

表 2.1-1 NOx マニュアルによる算定方式の要約 
 入力が必要なパラメータ 左欄より推定されるパラメータ 

隻数 - 
運航時間 - 
停泊時間(荷役時間) 参考例として、一般貨物船の平均停泊

時間および荷役時間比(いずれも船型
に関係ない)の記載 

運航関連の 
諸数値 

平均負荷 参考例として、港湾区域内の運航パタ
ーンおよび停泊時の平均負荷率の記
載がある 

総トン数 船舶の諸元 

船種 

主機の馬力数 
補機の馬力数 
 
馬力数および上記平均負荷率から、時
間当たり燃料消費量および NOx 排出
量を算出 
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図 2.1-1 舶用機関における馬力(PS)と燃料消費量(kg/h)の傾向 
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(2) NOx 排出係数 

国内の環境影響評価書などにおいて港湾区域内からの排出量を算定する場合には、NOx の排

出係数および燃料消費量の係数は NOx マニュアルに記載の算出方法を用いることが多い。しか

し、メーカーの発表するカタログ値等は MARPOL 73/78 附属書Ⅵのテクニカルコードに定める

テストサイクル下での排出率を示したものとなっている。これらの排出係数の考え方について表 

2.1-2にまとめた。 

 

表 2.1-2  船舶で用いられる NOx 排出係数の考え方の相違 
 A B C 
排出係数の

出典 
IMO 規制値 

(MARPOL73/78 附属

書Ⅵ) 

環境庁窒素酸化物 
総量規制マニュアル

S&O 財団(1992)など 

排出量単位 出力当たりの排出量
(g/kWh) 

時間当たりの排出量
(Nm3/h) 

燃料消費当たりの排

出量 
(g/kg-Fuel) 

パラメータ 定格回転数(rpm) 発生馬力(PS) マクロな燃料消費量
(g/h) 

他での使用

例 
自動車排ガス規制 
(10.15 モードで g/km
など) 

固定発生源からの排

出量算定 
IPCC における排出

係数、米国の固定発

生源排出規制など 
機関単体の 
排出量推定 

◎ 
(機関の大きさに重

点をおいた係数であ

るため機関単体の排

出量推定には適して

いる) 

△ 
(定格1万ps機関の部

分負荷時と、定格

3000PS機関の定格時

の排出量が同じに計

算される) 

× 
(機関の規模ごとに

は整理されていな

い) 

 

 

 

ここでは、各種調査における NOx 排出係数算定方法の比較検討を行うとともに、燃料当たり

の排出量を算定する際に重要となる燃料消費量の推定式についても比較検討を行う。 

図 2.1-4に示すとおり、NOx マニュアルに記載された NOx 排出係数は、測定値と比較してや

や低い値となっており、過小評価の可能性がある。 
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表 2.1-3 機関出力をパラメータとする NOx 算定式 

  
NOx 算定式 

(Nm3/h) 
サンプル

数(n) 
相関係数

r 備考 

1 特殊発生源(船舶等)
調査 
(昭和 52 年、環境庁) 

1.825×PS1.12×10-3 100 0.96 部分負荷時の測定デー

タを含む実船測定 

2 船舶からのばい煙量

算定手法調査報告書

(昭和 60 年、船舶ばい

煙問題研究会) 

1.49×PS1.14×10-3 218 0.92 測定時の条件等は不明

3 NOx マニュアル(1993
年改定,環境庁) 

同上 － － 個別データの記載なし

4 船舶に係る大気汚染

物質排出実態調査 
(平成 2 年、東京都) 

3.092×PS1.086×10-3 29 0.96 部分負荷時の測定デー

タを含む実船測定 

PS:機関の出力(単位：仏馬力)部分負荷時には、推定馬力を代入。 
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図 2.1-2 機関出力をパラメータとする NOx 算定式の調査年度による比較 

S&O 財団(平成 10 年);船舶排ガスの地球環境への影響と防止技術の調査より 
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表 2.1-4 機関の回転数をパラメータとする NOx 排出量算定式 

  NOx 算出式(g/kWh) サンプル数
(N) 

備考 

1 舶用機関学会の 
測定データ 
(1994 年) 

近似式では表現されていない 

個別のデータ 
 テストベッドでの値 

A 重油を対象 
部分負荷を含む 

2 日本、運輪省案 
(1993 年) 

67×n-0.2(max)、 
45×n-0.2(min)の範囲内 

不明 一部部分負荷 
A 重油のみ 

3 IMO 規制案 
(1993 年) 

9.8       (n＞2,000) 
45×n-0.2  (130＜n＜2,000) 
17     (n＜130) 

不明 ISO8178 サイクルでの

重み付け後の値 
A 重油を対象 

4 Lloyd's の 
実測データ 
(1990 年) 

中速機関 13.8 
低速機関 18.7 
近似式の形では整理され

ていない実航海時のデー

タ 

中速 56 基 
低速 29 基 

MDO および MFO を含

む 

5 EUROMOT の 
測定データ 
(1993 年) 

近似式では表現されてい

ない 
 

 MDO を対象 

 n：機関の定格回転数(rpm) 
 

 

IMO 規制値 

 
 

図 2.1-3 機関の回転数をパラメータとする NOx 排出量算定式の比較 

S&O 財団(平成 10 年);船舶排ガスの地球環境への影響と防止技術の調査より 
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図 2.1-4 NOx マニュアルと IMO 規制値の比較 

 

図中青線で表示した窒素酸化物総量規制マニュアルカーブの計算例 
定格回転数 200rpm の場合 
定格回転数(RPM)と定格出力(P)の関係式(日本舶用工業会資料)RPM＝2.599×P-0.568×104 より 
定格馬力 P=5,265 kW=7,159 PS と算出できる。 
25%、50%、75%、100%の各負荷ポイントにおける NOx 排出量(Nm3/h)は、NOx マニュアルの排

出算定式 N＝1.49×(PA)1.14×10-3 を用い、下表のとおりに計算できる。ここで、P は定格出力、A
は負荷率である。 
IMO NOx technical code で定められた算定式に従い、負荷毎に重み付けをした出力は 3,620 kW、

NOx 排出量は 50,027 g/h である。 
NOx 排出率は 50,027 g÷3,620 kWh=13.8 g/kWh と計算される。 

負荷率 100% 75% 50% 25% 合計 
.出力(kW) A 5,265 3,949 2,633 1,316 -
出力(PS) 7,159 5,369 3,580 1,790 -
NOx排出量(Nm3/h) 37 27 17 8 -
NOx排出量(g/h) B 75,898 54,676 24,810 5,108 -
NOx technical code 
の重み係数 C 

0.2 0.5 0.15 0.15 -

出力(E3モード値)(kw) A×C 1,053 1,975 395 197 3,620
NOx排出量(E3モード値) B×C 15,180 27,338 5,166 2,344 50,027
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IMO 規制に対応するために、舶用機器メーカーでは IMO で定めた算定式に従い、25%、50%、

75%、100%の各負荷点における NOx 排出濃度および燃料消費量を計測し、これに基づき NOx 排

出率(E3 モード値)を計算している。港湾区域内においては部分負荷での使用時間割合が高くなる

ことが想定されることから、主機、補機ともに E3 モードにおける排出係数を用いる事で大きな

誤差は出ないと考えられる。 

ただし、IMO の規制値はテストベッドにおける A 重油相当使用時における値であることに注

意する必要がある。海上の実機かつ C 重油相当を燃料とした測定データの蓄積は、メーカーに

おいても少なく、過去においても Lloyd’s や(社)日本造船研究協会が調査を行っている程度であ

る。 

(社)日本造船研究協会では、平成 6 年度から平成 8 年度の 3 ヶ年にわたり SR 224 研究部会が実

船の排気ガス測定を実施している。同調査における陸上と海上の NOx 排出係数の差異を図 2.1-5

に示した。SR224 のデータは全般に今回収集のデータより高い値が多く、20 g/kWh 以上と IMO

規制値を超えるものも少なくない。また、陸上と海上との比率を見ると、平均的には 10%以上海

上での排出率が高くなっていることが読み取れる。報文中でも NOx 補正後の値でも、E3 モード

下での陸上と海上の差異は 8.6%程度残るとしており、これには、燃料中の N 分の影響や負荷率

の測定誤差などが考えられる。 

燃料の違いについては、IMO の議論では燃料の違いにより最大 15%の誤差を認めることが

Technical Code に記述されている。そこで、表 2.1-5に示すように、それぞれ A 重油使用時およ

び未規制機関に対して、IMO 規制値より大きな係数を設定する。C 重油使用時かつ未規制機関に

おいては規制値の 25%増となる。さらに、表 2.1-6に主機、補機別に総量規制マニュアルに基づ

いた排出係数に戻した場合の値を示した。 

また、ボイラーについては、NOx 総量規制マニュアルには、8 g/kf-Fuel という排出係数の例示

が記載されているが、本計算では IPCC のマニュアルに準拠し、9.8 g/kg-Fuel の排出係数を燃料

種に係らず一律に採用した。 
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日本舶用機関学会(1998)：実船排気ガス測定、日本舶用機関学会誌,Vol.33,No.5 より作成 

図 2.1-5 陸上と海上の NOx 排出量データ(SR224 における試験結果) 
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表 2.1-5 IMO 規制値との整合性を取った NOx 排出量 
 IMO 未規制機関 IMO 規制機関 

主機(C 重油相当使用として) 規制値の 25%増 規制値の 10%増 
主機(A 重油相当使用として) 規制値の 10%増 規制値 

補機(C 重油使用として) 規制値の 25%増 規制値の 10%増 
補機(A 重油使用として) 規制値の 10%増 規制値 

 

表 2.1-6 IMO 規制値との整合性を取った NOx 排出量(NOx マニュアルベース) 
 IMO 未規制機関 IMO 規制機関 

主機(C 重油相当使用として) 1.61×(PA)1.27×t×10-3 1.45×(PA)1.27×t×10-3 
主機(A 重油相当使用として) 1.45×(PA)1.27×t×10-3 1.32×(PA)1.27×t×10-3 

補機(C 重油使用として) 1.61×(PA)1.15×t×10-3 1.77×(PA)1.15×t×10-3 
補機(A 重油使用として) 2.01×(PA)1.15×t×10-3 1.61×(PA)1.15×t×10-3 

 

 

(3) SOx 排出係数 

本調査においては、燃料中の硫黄分は、ボイラー、ディーゼル機関ともに燃焼雰囲気中で 100%

酸化され、全て SO2 となって排出されるものとして計算した。また、燃料中硫黄分の設定は表 

2.1-7に示すとおりとした。 

各船種ごとの燃料の使用割合は、川崎市ハーモニーシステム1および日本内航総連合会資料な

どから、表 2.1-8から表 2.1-13に示すように設定した。 

 

表 2.1-7 各種燃料中硫黄分の設定(重量%) 

 A 重油相当 C 重油相当 

内航 0.5 3.0 

外航 1.0 3.5 

 

 

表 2.1-8 内航船主機ディーゼルにおける A 重油の使用割合 
総トン数 貨物船 専用船 油槽船 

-499 1.000 1.000 0.997
500-2999 0.706 0.605 0.181
300-9999 0.969 0.228 0.869

10000- 1.000 0.209 1.000

 

                                                        
1 川崎市が港湾内において NOx、SOx 排出量を算定するために開発した算定手法。内航船を中心に使用

燃料の硫黄分について細かい設定がなされている。 
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表 2.1-9 外航船主機用ディーゼルにおける A 重油相当燃料の使用割合 

 貨物船 タンカー 
総トン数 MDO MFO MDO MFO 
5～499 0.275 0.725 0.821 0.179 
500～2,999 0 1 0.015 0.985 
3,000～9,999 0.025 0.975 0 1 
10,000～ 0 1 0 1 

     

表 2.1-10 外航船ボイラー用におけるA重油相当燃料の使用割合 

 貨物船 タンカー 
総トン数 MDO MFO MDO MFO 
5～499 0.556 0.444 0.875 0.125 
500～2,999 0.375 0.625 0.2 0.8 
3,000～9,999 0 1 0 1 
10,000～ 0 1 0.031 0.969 

 

表 2.1-11 外航船補機ディーゼル用におけるA重油相当燃料の使用割合 
 貨物船 タンカー 

総トン数 MDO MFO MDO MFO 
5～499 1 0 1 0 
500～2,999 1 0 0.891 0.109 
3,000～9,999 0.688 0.312 0.5 0.5 
10,000～ 0.405 0.595 0.607 0.393 

MDO : Marine Diesel Oil, 溜出油燃料, A 重油に相当 

MFO : Marine Fuel Oil, 残渣燃料, C 重油に相当する低質燃料 
 

表 2.1-12 内航船ボイラー用におけるA重油の使用割合 
 貨物船 タンカー 

総トン数 A重油 C重油 A重油 C重油 
5～499 0.556 0.444 0.875 0.125 
500～2,999 0.375 0.625 0.2 0.8 
3,000～9,999 0 1 0 1 
10,000～ 0 1 0.031 0.969 

外航用ボイラーと同一 

 
表 2.1-13 内航船ディーゼル補機用におけるA重油の使用割合 

 貨物船 タンカー 
総トン数 A重油 C重油 A重油 C重油 
5～499 1 0 1 0 
500～2,999 1 0 0.891 0.109 
3,000～9,999 0.688 0.312 0.5 0.5 
10,000～ 0.405 0.595 0.607 0.393 

外航用補機ディーゼルと同一 
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(4) SPM などの排出係数 

舶用ディーゼル機関から排出される粒子状物質(DPE)などの排出係数については、測定そのも

のが困難であることから、NOx、SOx に比較して排出係数を決定する情報量が不足している。特

に DPE については、JIS Z8808 に代表される従来の測定法(Hot Filter 法)では、微小粒子の抜けや

水の凝縮などの現象が捉えられないことから、過小評価になる可能性が高い。しかし、自動車な

どで測定が行われ始めた希釈法による測定は、世界的にみても数少ないのが現状である。本調査

では、独立行政法人海上技術安全研究所 高杉研究室が、航海訓練所所属 銀河丸の発電用補機デ

ィーゼル機関を対象に測定した希釈法によるデータ2などを参考に暫定的な排出係数(A 重油にお

いては 33mg/Nm3(0.25 g/kWh)、C 重油では 70mg/Nm3(0.51g/kWh)の排出係数)を用いて計算した。

そのため、拡散計算結果などについては参考資料で紹介する。 

 

なお、燃料未燃分などから発生する NMVOC(非メタン系揮発性有機化合物)についても、港湾

域における悪臭等が問題となっている。船舶の場合、機関の排出ガス中に含まれる未燃分につい

ては、大きな排出源とならない。むしろ液体タンカーの荷室から、荷役時などに放出・漏洩する

液体貨物の蒸散ガスが問題となる場合が多い。特に原油備蓄基地付近においては、既にメルカプ

タンなどの原油ガスに含まれる物質によって悪臭問題が顕在化している場合もある。本調査では、

東京湾内の NMVOC については情報が不足している事からその計算を行わなかった3。 

                                                        
2 β線吸収法ＰＭ計測システムを用いた実船発電機での測定(平成 14 年):大橋など、マリンエンジニア

リング学術講演会講演論文集 
3 仮に平成 12 年度 SO 財団調査で用いた手法を用いて、東京湾内における原油の荷動きによる総

VOC(メタンを含む)を算定すると、およそ 6,000 トン/年と計算される。 
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(5) 排出モデル 

(ア) 停泊船舶からの排出量の算出方法 

港湾域など、ローカルな排出量を算出する場合には、各埠頭もしくは錨地における機関類の負

荷もしくは燃料使用量を推定することが必要となる。 

表 2.1-14では一般的な貨物の荷役形態を示した。 

タンカーでは、荷揚げ時には船側のカーゴポンプにより荷室内の液貨物が陸上へ搬送される。

一方、荷積み時には陸側の動力が主として使われる。カーゴポンプの稼動の有無は、燃料消費量

に対して大きな影響をもつ。 

PCC、RORO 船、フェリーでは、荷揚げ、荷積み時ともにその燃料消費量は大きく違わないこ

とが予想されるが、PCC 及び RORO 船については船倉内のファンを高負荷で駆動すること、一

部の RORO 船やフェリーでは、冷凍冷蔵車に対して比較的大きな電力供給が行われることから、

停泊中の燃料消費量は比較的多い。 

コンテナ船についても積み込まれるリーファーの割合が多くなると船側の電力消費量(=燃料

消費量)が増加することが予想される。 

石炭運搬船や砂利運搬船のような専用船ではセルフアンローダーのような船舶側施設を用い

た場合、燃料消費量が多くなる。 

そこで、港湾統計等より、各埠頭ごとに利用隻数、総トン数、船種、停泊時間、荷役量を把握

した上で、民間ふ頭，公共ふ頭及び錨地での停泊に分けて、船舶の燃料消費量を推定した。また、

ふ頭利用時には、船種別に荷役時，非荷役時に分け排出量の算出を行った。 
 

(i) 民間ふ頭 

民間ふ頭における停泊船舶からの排出量については，川崎市ハーモニーシステムにより、船舶

の燃料消費量などが把握できている。 

これにより、停泊船舶からの船種別，総トン数階級別のディーゼル機関とボイラの燃料使用量

を算定した。川崎港以外での燃料消費量については、上記の燃料消費量モデルがそのまま適用で

きるものとした。 

 

(ii) 公共ふ頭 

公共ふ頭はコンテナふ頭と在来ふ頭に区分され，コンテナふ頭ではコンテナのみが取扱われ，

在来ふ頭では民間の一般貨物ふ頭とほぼ同様の荷役が行われているので，コンテナふ頭と在来ふ

頭に分けて NOx 排出量を算出した｡公共ふ頭では、各ふ頭ごとの船舶総利用時間が公表されてい

る。コンテナふ頭については、総利用時間のすべてが荷役時間であると仮定した。 

 

(iii) 錨地 

大型タンカーや定期コンテナ船を除く船舶は，各ふ頭に着岸する前に港湾区域の錨地で停泊す

る場合がある｡錨地における停泊時については，ふ頭における非荷役時と同様の扱いとして，NOx

排出量を算出した。 
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表 2.1-14 貨物船の一般的な荷役形態 

荷揚げ時の形態 荷積み時の形態 
船種区分 船種 

船舶側 
陸側の施設 

(動力源) 船舶側 陸側の施設 
(動力源) 

備考 

大型タンカー 
(原油、LNGタ
ンカーなど) 
 

補機ディーゼルまたはボ

イラーによって駆動され

るカーゴポンプにより、連

続荷揚げを行う 

･タンクへの移送 
 ポンプ (電力) 

 
 
          

･タンクからふ頭まで

の移送ポンプ (電力) 
･カーゴポンプ 
  (電力) 

 タンカー 

中小型タンカ
ー(プロダク
トタンカーな
ど) 

補機ディーゼルまたはボ

イラーによって駆動され

るカーゴポンプにより、連

続荷揚げを行う 

･タンクへの移送 
 ポンプ (電力) 

 
          

･タンクからふ頭まで

の移送ポンプ (電力) 
･カーゴポンプ 
  (電力) 

小型タンカーで

は、主機による

駆動が行われる

コンテナ フルコンテナ 
セミコンテナ 

 
 
          

･ガントリークレーン

  (電力) 
･ストラドルキャリア

  (ディーゼル) 
･トランスファー 
 クレーン 
  (ディーゼル) 

 
 
          

･ガントリークレーン 
  (電力) 
･ストラドルキャリア 
  (ディーゼル) 
･トランスファー 
  クレーン 
  (ディーゼル) 

リーファーへの

電力供給は行わ

れる。特に荷積

み時には、消費

電力が多い 

自動車専用船
(PCC ; Pure 
Car Carrier) 

･荷室内換気用の大型 
  ファン 
 

 
         

･荷室内換気用の 
  大型ファン 

 
         

荷揚げ、荷積み用

の車輌が自走する

RORO 
(Roll-On 

 Roll-Off) 
RORO船 
 

･荷室内換気用の大型 
  ファン 
 

 
         

･荷室内換気用の 
  大型ファン 

 
         

貨物が搭載された

トレーラーが自走

する 
石炭専用船 
穀物船 
砂利専用船 
石灰石専用船 
鉱石船 

･一部の専用ふ頭では 
  セルフアンローダー 
 

･陸側の専用 
  アンローダー 
  (電力) 
･バケットクレーン等

  (電力) 

･一部の専用ふ頭では 
  セルフローダー 
 

･陸側の専用 
  ローダー 
  (電力) 
･バケットクレーン等 
  (電力) 

 

鋼材運搬船 大型外航船は船上クレー

ンも稼働 
(小型船舶は陸側の機器の

み) 
 

･ガントリークレーン

  (電力) 
･フォークリフト 
  (ディーゼル) 
･クレーン車 
  (ディーゼル) 

大型外航船は船上クレ

ーンも稼働 
(小型船舶は陸側の機器

のみ) 
 

･ガントリークレーン 
  (電力) 
･フォークリフト 
  (ディーゼル) 
･クレーン車 
  (ディーゼル) 

 
専用船 

セメント船 小型のセルフアンローダ

ーを持つ場合もある 
･専用のアンローダー

  (電力) 
小型の移送ローダーを

持つ場合もある 
･専用のローダー 
  (電力) 

 

フェリー カーフェリー ･車室内換気用の大型 
  ファン 
･荷室の電源 

 
         

･車室内換気用の 
  大型ファン 
･荷室の電源 

 
         

車輌が自走する 

運航業者などへの聞き取りにより作成 
 

表 2.1-15 川崎市ハーモニィーシステムを本調査に適用する場合の船舶排ガス量算定方式の要約 
 入力が必要な 

パラメータ 備考 

船舶の諸元 船種と総トン数 本来事業所ごとの計算のため、原則は船舶明細書などにより把
握。本計算では港湾統計によりクラス毎に把握可能。 
左記パラメータより、主機の馬力数、補機の馬力数を推定式に
より計算。 

隻数 事業所ごとの計算のため、原則は利用状況で把握。 
本計算では港湾統計によりクラス毎に把握。 

港湾区域内の運
航時間 

船型クラス(3 つ)ごとに航行モデルを設定し、燃料消費量を提
示。 

停泊時間 事業所ごとの計算のため、原則は利用状況で把握。本計算では
港湾統計などの資料により把握。 

荷役時間 荷役作業(荷積み、荷揚げ)・船型・船種ごとにモデル(全停泊時
間に占める割合)が設定されている。 

運航関連の 
諸数値 

平均負荷 荷役作業(荷積み、荷揚げ)・船型・船種ごとにモデル(時間あた
りの燃料消費量)が設定されている。 
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(イ) 航行船舶からの排出量算定方法 

港湾内など部分負荷で航行している際の NOx 排出量については以下の方法で算出した｡ 

  
① 船舶機関における主機の負荷設定については｢負荷率が船速の3乗に比例する｣こ

とが一般的であることから、各総トン数階級ごとに関係式を求める｡ 

船速と主機の負荷率のデータについては東京都の｢船舶に係る大気汚染物質排出

実態調査｣結果を用いた(図 2.1-6参照)。 

② 実際の航行速度と①で求めた主機負荷についての関係式から航路ごとの負荷パタ

ーンを推定し、船種・総トン数階級別のNOx排出量を求める｡ 

③ 航路ごとの利用隻数を乗じ、地区別の航行時のNOx排出量を算出する｡ 

 

0 

0.1 

0.2 

0.3 

0.4 

0.5 

0.6 

0.7 

0.8 

0.9 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 

速度(ノット) 

主
機
の
負
荷
率
 

500 総トン数未満 

500～6 千総トン数 

6千～1万総トン数 

1万総トン数以上 

 
図 2.1-6 総トン数階級別の速度と主機の負荷の関係 

船舶に係る大気汚染物質排出実態調査  東京都(1992)より作成 
 

 

各総トン数階級別の回帰曲線は以下に示すとおりである。 

 
500 総トン数未満 PR＝7.11×10-4×V3+0.175 
500～6,000 総トン数未満 PR＝1.58×10-4×V3+0.171 
6,000 ～10,000 総トン数未満 PR＝1.23×10-4×V3+0.085 
10,000 総トン数以上 PR＝8.71×10-5×V3+0.076 

ここで PR : 主機の負荷率 
 V : 対地速度(ノット) 
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NOx マニュアルでは船舶の主機ディーゼルの負荷から NOx 排出量を次の式により算定するこ

とができる。また、IMO 対応機関では各排出ポイントでの出力当たりの排出量から算出できる。 

 
N=1.49×(P×A)1.14×t×10-3 

ここで N : 窒素酸化物排出量(Nm3) 
 P : 定格出力(PS) 
 A : 負荷率 
 t : 時間(時) 

 

(6) 湾内排出量算定結果 

1999 年における東京湾内の各港における入港隻数および入港総トン数は、表 2.1-18および表 

2.1-17に示すとおりである。航行中の排出量は港湾区域外を航行する船舶からの排出を含むため、

各港湾に割り振る事が適切でないため(東京港など地理的に湾奥にある港からの排出量が見かけ

上大きく算出される)、東京湾全体の排出量として集計した。 

これらの入港船舶について、(2)(3)の排出係数および(4)の燃料消費量の推定方法により、東京

湾の 1999 年における船舶からの排出量は表 2.1-16に示すように算定された。東京湾内を対象と

した他の調査における大気汚染物質排出量との比較を、表 2.1-19に示した。いずれの調査も排出

量は、排ガス量(Nm3/年)として計算されているが、比較のため SOx については全量 SO2 として、

NOx については全量 NO2 として質量換算をおこなった。SOx については、本調査結果は、過去

の調査結果の範囲内に収まっている。しかし、たとえば燃料中硫黄分の設定については、2 の調

査は 2%と他の調査に比較して小さな数値を用いているため、総燃料使用量は調査ごとにばらつ

いており、本調査の燃料消費量は 5 つの調査の中では少ない部類に入ると考えられる。一方 NOx

については、本調査では NOx 排出係数を変更している。1 および 2 の調査は NOx マニュアル、5

の調査は IMO 規制式、3 および 4 の調査は 70 g/kg-Fuel、を基に設定されており、標記の順番に

排出係数(=排ガス中の NOx 濃度)は大きくなる。 

 

表 2.1-16 1999 年における東京湾の船舶排ガス量 

単位;t/年 
停泊中  

横浜 川崎 東京 千葉 木更津 横須賀 合計 
航行中 

合計 
総計 

NOx 3,358 1,317 2,029 1,970 565 517 9,757 9,368 19,125

SOx 2,882 1,137 1,727 1,676 483 444 8,348 7,804 16,152

NOx は全量 NO2 として、SOx は全量 SO2 として排ガス量(Nm3)から質量換算した。 
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航
商

船
 

31
,8

38
 

11
3 

11
7 

1,
91

5 
1,

88
9 

5,
24

6 
20

,1
23

 
2,

43
5 

 
 

そ
の

他
 

6,
11

4 
62

2 
26

6 
85

2 
2,

34
4 

1,
78

9 
20

6 
35

 
川

崎
 

計
 

40
,4

47
 

1,
55

6 
56

7 
1,

61
5 

3,
05

3 
6,

61
7 

22
,3

35
 

4,
70

4 
 

 
外

航
商

船
 

2,
52

7 
1,

20
0 

25
8 

48
1 

39
7 

17
5 

16
 

 
 

内
航

商
船

 
37

,5
61

 
21

 
30

9 
1,

13
1 

2,
64

5 
6,

43
9 

22
,3

18
 

4,
69

8 
 

 
内

航
自

航
 

33
1 

33
1 

 
 

そ
の

他
 

28
 

4 
3 

11
 

3 
1 

6 
横

須
賀

 
計

 
22

,7
30

 
26

3 
38

8 
40

1 
8,

01
6 

1,
26

0 
10

,9
01

 
1,

50
1 

 
 

外
航

商
船

 
42

7 
25

3 
55

 
36

 
46

 
27

 
10

 
 

 
内

航
商

船
 

7,
23

5 
4 

29
3 

12
7 

42
9 

1,
06

8 
5,

26
7 

47
 

 
 

内
航

自
航

 
7,

24
4 

7,
24

4 
 

 
そ

の
他

 
7,

82
4 

6 
40

 
23

8 
29

7 
16

5 
5,

62
4 

1,
45

4 
東

京
湾

総
計

 
計

 
23

6,
80

7
13

,8
00

4,
98

9
12

,6
24

24
,3

54
29

,2
19

13
1,

81
3

20
,0

08
 

 
外

航
商

船
 

22
,5

02
11

,4
50

3,
00

3
4,

05
1

3,
26

7
65

2
79

0
 

 
内

航
商

船
 

18
1,

16
0

71
2

1,
29

6
7,

43
4

11
,0

71
26

,4
73

11
9,

43
8

14
,7

36
 

 
内

航
自

航
 

8,
63

0
1,

00
5

38
1

0
7,

24
4

0
0

0
 

 
そ

の
他

 
24

,5
15

63
3

30
9

1,
13

9
2,

77
2

2,
09

4
12

,2
96

5,
27

2
各

港
の

港
湾
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表
 2

.1
-1

8 
19

99
年

に
お

け
る

東
京

湾
内

各
港

の
入

港
総

ト
ン

数
 

単
位

;隻
/年

 

 
 

 
 

計
 

10
,0

00
G

T
以

上
6,

00
0G

T
以

上
 

10
,0

00
G

T
未

満
3,

00
0G

T
以

上
6,

00
0G

T
未

満
1,

00
0G

T
以

上
 

3,
00

0G
T
未

満
 

50
0G

T
以

上
 

1,
00

0G
T
未

満
 

10
0G

T
以

上
 

50
0G

T
未

満
 

5G
T
以

上
 

10
0G

T
未

満
 

千
葉

 
計

 
12

9,
72

8,
97

7 
78

,4
14

,0
87

 
3,

16
5,

58
4 

11
,5

65
,9

34
 

13
,8

44
,2

45
7,

93
7,

44
8 

14
,4

94
,4

29
 

30
7,

25
0 

 
 

外
航

商
船

 
82

,5
03

,6
06

 
74

,2
17

,1
50

 
2,

04
6,

67
1 

3,
49

3,
83

4 
2,

52
6,

20
6 

20
3,

62
9 

16
,1

16
  

 
 

 
内

航
商

船
 

46
,3

80
,3

06
 

4,
19

6,
93

7 
1,

09
1,

55
9 

8,
06

0,
73

3 
11

,2
29

,2
51

 
7,

66
2,

47
3 

13
,8

90
,8

07
 

24
8,

54
6 

 
 

そ
の

他
 

84
5,

06
5  

 
27

,3
54

 
11

,3
67

 
88

,7
88

 
71

,3
46

 
58

7,
50

6 
58

,7
04

 
木

更
津

 
計

 
38

,6
73

,6
10

 
29

,0
33

,3
36

 
58

9,
34

2 
1,

11
9,

18
8 

83
8,

81
9 

1,
13

4,
72

2 
5,

91
1,

02
1 

47
,1

82
 

 
 

外
航

商
船

 
29

,2
65

,5
40

 
27

,5
61

,4
29

 
37

5,
25

3 
77

7,
34

0 
51

8,
11

4 
32

,4
08

 
99

6  
 

 
 

内
航

商
船

 
8,

48
3,

24
7 

1,
47

1,
90

7 
21

4,
08

9 
33

7,
44

8 
31

4,
80

8 
1,

07
7,

02
7

5,
05

9,
36

7 
8,

60
1 

 
 

そ
の

他
 

92
4,

82
3  

 
 

 
4,

40
0 

5,
89

7 
25

,2
87

 
85

0,
65

8 
38

,5
81

 
東

京
 

計
 

13
8,

38
3,

83
3 

10
3,

02
3,

82
0 

11
,1

04
,6

42
 

13
,3

22
,7

36
 

3,
40

2,
89

5 
1,

21
0,

93
2 

5,
95

5,
59

5 
36

3,
21

3 
 

 
外

航
商

船
 

10
1,

63
8,

15
6 

91
,9

58
,9

61
 

5,
25

1,
46

3 
3,

49
2,

61
7 

87
2,

63
7 

58
,2

58
 

4,
22

0  
 

 
 

内
航

商
船

 
25

,2
71

,0
45

 
3,

02
8,

26
4 

2,
72

7,
55

6 
9,

65
5,

66
9 

2,
41

8,
41

0 
1,

13
9,

73
0 

5,
93

8,
20

3 
36

3,
21

3 
 

 
内

航
自

航
 

11
,1

50
,6

18
 

8,
02

4,
99

5 
3,

12
5,

62
3  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
そ

の
他

 
32

4,
01

4 
11

,6
00

  
 

17
4,

45
0 

11
1,

84
8 

12
,9

44
 

13
,1

72
  

 
横

浜
 

計
 

23
4,

69
9,

86
1 

17
5,

02
8,

07
5 

17
,1

46
,8

67
 

18
,4

08
,7

05
 

11
,5

76
,3

36
 

5,
37

9,
43

8 
6,

97
3,

89
2 

18
6,

54
8 

 
 

外
航

商
船

 
16

7,
61

6,
45

1 
14

4,
06

6,
19

4 
14

,1
81

,5
78

 
7,

36
5,

65
3 

1,
93

9,
88

1 
59

,6
60

 
3,

48
5  

 
 

 
内

航
商

船
 

28
,9

16
,9

23
 

5,
29

8,
85

8 
85

7,
56

5 
7,

53
5,

23
6 

4,
31

7,
89

4 
3,

83
8,

65
0 

6,
88

3,
31

9 
18

5,
40

1 
 

 
そ

の
他

 
38

,1
66

,4
87

 
25

,6
63

,0
23

 
2,

10
7,

72
4 

3,
50

7,
81

6 
5,

31
8,

56
1 

1,
48

1,
12

8 
87

,0
88

 
1,

14
7 

川
崎

 
計

 
90

,5
61

,7
47

 
60

,3
86

,2
80

 
4,

33
0,

24
7 

6,
81

7,
48

4 
6,

89
9,

12
1 

4,
81

6,
76

2 
6,

90
2,

38
3 

40
9,

47
0 

 
 

外
航

商
船

 
60

,9
79

,3
77

 
55

,9
65

,8
75

 
1,

96
3,

77
1 

2,
09

0,
34

5 
80

3,
27

1 
14

9,
11

2 
7,

00
3  

 
 

 
内

航
商

船
 

25
,6

20
,2

56
 

49
2,

34
7 

2,
36

6,
47

6 
4,

71
3,

21
8 

6,
07

9,
21

9 
4,

66
4,

76
6 

6,
89

5,
19

1 
40

9,
03

9 
 

 
内

航
自

航
 

3,
83

2,
81

6 
3,

83
2,

81
6  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
そ

の
他

 
12

9,
29

8 
95

,2
42

  
 

13
,9

21
 

16
,6

31
 

2,
88

4 
18

9 
43

1 
横

須
賀

 
計

 
35

,2
93

,2
03

 
5,

69
7,

35
6 

2,
96

6,
55

4 
1,

65
9,

11
3 

20
,8

84
,5

14
 

86
1,

02
1 

3,
18

8,
98

5 
35

,6
60

 
 

 
外

航
商

船
 

6,
24

9,
51

7 
5,

53
1,

91
2 

45
7,

90
9 

14
6,

24
8 

91
,1

15
 

18
,2

93
 

4,
04

0  
 

 
 

内
航

商
船

 
6,

77
7,

52
9 

95
,8

44
 

2,
19

6,
93

1 
51

4,
67

0 
1,

15
2,

06
9 

73
7,

93
1 

2,
07

5,
75

0 
4,

33
4 

 
 

内
航

自
航

 
19

,0
83

,6
14

  
 

 
 

 
 

19
,0

83
,6

14
  

 
 

 
 

 
 

 
そ

の
他

 
3,

18
2,

54
3 

69
,6

00
 

31
1,

71
4 

99
8,

19
5 

55
7,

71
6 

10
4,

79
7 

1,
10

9,
19

5 
31

,3
26

 
東

京
湾

総
計

 
計

 
66

7,
34

1,
23

1
45

1,
58

2,
95

4
39

,3
03

,2
36

52
,8

93
,1

60
57

,4
45

,9
30

21
,3

40
,3

23
43

,4
26

,3
05

1,
34

9,
32

3
 

 
外

航
商

船
 

44
8,

25
2,

64
7

39
9,

30
1,

52
1

24
,2

76
,6

45
17

,3
66

,0
37

6,
75

1,
22

4
52

1,
36

0
35

,8
60

0
 

 
内

航
商

船
 

14
1,

44
9,

30
6

14
,5

84
,1

57
9,

45
4,

17
6

30
,8

16
,9

74
25

,5
11

,6
51

19
,1

20
,5

77
40

,7
42

,6
37

1,
21

9,
13

4
 

 
内

航
自

航
 

34
,0

67
,0

48
11

,8
57

,8
11

3,
12

5,
62

3
0

19
,0

83
,6

14
0

0
0

 
 

そ
の

他
 

43
,5

72
,2

30
25

,8
39

,4
65

2,
44

6,
79

2
4,

71
0,

14
9

6,
09

9,
44

1
1,

69
8,

38
6

2,
64

7,
80

8
13

0,
18

9
各

港
の

港
湾

統
計

年
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よ
り

作
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表
 2

.1
-1

9 
東

京
湾

内
船

舶
か

ら
の

大
気

汚
染

物
質

排
出

算
定

量
の

調
査

ご
と

の
比

較
 

 
調

査
名

称
 

N
O

x
排
出
量

(t/
年

) 
SO

x
排
出
量

 
(t/
年

) 
負

荷
等

の
設

定
 

排
出

係
数

の
設

定
 

1 
東

京
湾

地
域

N
O

x
調

査
 

報
告

書
 

(1
99

3
年

3
月

、
経

済
産

業
省

) 

18
,0

91
航
行
時

 8
,2

36
停
泊
中

 9
,8

55

18
,8

33
航
行
時

14
,2

62
停
泊
中

 4
,5

70

お
お

む
ね

窒
素

酸
化

物
総

量
規

制
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
設

定
に

よ
る

 
10

0,
00

0
総

ト
ン

以
上

の
タ

ン
カ

ー
は

全
て

ボ
イ

ラ
ー

主
機

船
。

 
補

機
デ

ィ
ー

ゼ
ル

の
負

荷
は

、
0.

4
前

後
で

船
種

ご
と

に
設

定
。

 
荷

役
時

間
比

お
よ

び
停

泊
時

間
は

、
神

奈
川

県
の

実
態

調
査

に
よ

り

設
定

、
大

型
貨

物
船

で
54

時
間

(3
6)
、
大

型
タ

ン
カ

ー
30

時
間

(1
8)
、

大
型

フ
ル

コ
ン

テ
ナ

30
時

間
(1

8)
カ

ッ
コ

内
は

荷
役

時
間

の
内

数
。

航
行

中
は

、
湾

内
の

3
次

メ
ッ

シ
ュ

毎
に

、
港

湾
技

研
の

レ
ー

ダ
ー

調
査

か
ら

平
均

航
行

速
度

を
、
船

型
船

種
ご

と
に

設
定

、
航

行
距

離

を
一

律
11

28
m

と
設

定
。

 

N
O

x
マ

ニ
ュ

ア
ル

ど
お

り
 

硫
黄

分
は

、
船

種
ご

と
に

設
定

(主
機

デ
ィ

ー
ゼ

ル
0.

9～
2.

0%
、

補
機

デ
ィ

ー
ゼ

ル

0.
8~

2.
0%

、
ボ

イ
ラ

ー
補

機
2.

2～
2.

3 
%

) 

2 
船

舶
か

ら
排

出
さ

れ
る

大
気

汚
染

物
質

の
削

減
方

策
に

つ
い

て
中

間
報

告
書

 
(1

99
5
年

3
月

、
環

境
庁

) 

30
,4

00
航
行
時

11
,6

00
停
泊
中

18
,8

00

19
,7

00
航
行
時

 8
,8

00
停
泊
中

10
,9

00

全
船

舶
デ

ィ
ー

ゼ
ル

主
機

船
、

定
格

出
力

は
N

O
x
マ

ニ
ュ

ア
ル

 
補

機
デ

ィ
ー

ゼ
ル

の
負

荷
は

、
0.

4～
0.

6
で

船
型

ご
と

に
設

定
。

 
停

泊
時

間
比

お
よ

び
停

泊
時

間
は

、
川

崎
港

統
計

年
報

に
よ

り
、
船

種
に

よ
ら

ず
船

型
ク

ラ
ス

で
設

定
、

10
,0

00
総

ト
ン

で
は

、
39

(2
7)

航
路

帯
ご

と
に

、
船

型
ク

ラ
ス

で
主

機
の

負
荷

率
お

よ
び

航
行

速
度

を
設

定
 

N
O

x
マ

ニ
ュ

ア
ル

ど
お

り
 

硫
黄

分
は

、
2.

0%
を

一
律

に
設

定
 

3 
船

舶
排

ガ
ス

の
環

境
へ

の
影

響
と

防
止

技
術

の
調

査
 

(1
99

2
年

3
月

、
S&

O
財

団
) 

27
,1

43
航
行
時

12
,5

39
停
泊
中

14
,6

04

18
,9

58
航
行
時

 9
,0

78
停
泊
中

 9
,8

80

LN
G
タ

ン
カ

ー
以

外
は

デ
ィ

ー
ゼ

ル
主

機
船

 
補

機
デ

ィ
ー

ゼ
ル

の
負

荷
は

、
一

律
0.

4、
ボ

イ
ラ

ー
は

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
に

よ
る

燃
料

消
費

量
か

ら
設

定
 

停
泊

時
間

比
お

よ
び

停
泊

時
間

は
、
大

型
貨

物
で

36
(1

8)
、
タ

ン
カ

ー
12

(1
8)
、

フ
ル

コ
ン

テ
ナ

12
(1

8)
 

航
路

帯
ご

と
に

道
路

公
団

の
レ

ー
ダ

ー
調

査
よ

り
速

度
を

設
定

、
湾

内
で

の
平

均
負

荷
は

、
船

型
ク

ラ
ス

ご
と

に
設

定
、
航

行
時

の
燃

料

消
費

量
は

15
0g

/P
Sh

で
一

定
。

 

N
O

x
デ

ィ
ー

ゼ
ル

70
 g

/k
g-

Fu
el
、

ボ
イ

ラ
ー

 8
 g

/k
g-

Fu
el
に

設
定

(独
自

の
検

討

結
果

、
IM

O
と

同
一

) 
硫

黄
分

は
C
重

油
お

よ
び

M
FO

 3
.0

 %
、

M
D

O
 1

.0
 %

、
A
重

油
 0

.5
%

 

5 
船

舶
か

ら
の

排
出

ガ
ス

に
係

わ
る

国
際

規
制

対
応

の
た

め
の

調
査

研
究

報
告

書
 

(1
99

2
年

3
月

、
運

輸
省

) 

26
,8

00
航
行
時

16
,5

00
停
泊
中

10
,3

00

17
,6

00
航
行
時

 9
,4

00
停
泊
中

 8
,2

00

湾
内

の
メ

ッ
シ

ュ
(5

km
×

5k
m

)ご
と

に
、
通

過
船

舶
数

、
停

泊
船

舶

数
を

、
貨

物
船

、
タ

ン
カ

ー
、

客
船

の
3
種

類
で

設
定

。
 

停
泊

中
は

船
種

ご
と

の
燃

料
消

費
量

か
ら
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2.1.2 港湾内における船舶運航に伴う船舶排ガス拡散シミュレーション 

・ 東京湾内の海岸線付近の大気環境に与える船舶排ガスの寄与影響を解析するため、沿岸

域における排ガス拡散モデルを構築し、1999 年を対象に計算を行った。 

・ 地点によっては、最大で SO2で 47.5%、NOx で 8.8%の寄与割合が推測された。ただし、

SO2は環境基準を充分に達成している。 

 

(1) 拡散計算方法の概略 

• 計算の流れ 

拡散計算における処理フローは図 2.1-7、図 2.1-8の通りである。 

気象データに関しての計算フローは図 2.1-7に示すとおりであり、対象年の気象条件から湾内

を同一気象条件と見なせる幾つかの気象ブロックに分割する。各気象ブロックごとに、風速、放

射収支量などから、大気安定度を算定する。年間 8760 時間の 1 時間ごとの風速、風向、大気安

定度により、その時間の大気の拡散条件が決定される。 

なお、海上と陸上では風向などの気象の諸条件が大きく異なる事が予測されることから、海上

の気象ブロックは独立して設定した上で、海上の大気安定度については陸上算定方法とは別途に、

算定方法そのものを設定した。 

拡散計算の基本フローは、図 2.1-8に示すとおりであり、年間 8760 時間について 1 時間ごとに

当該時の排出強度により拡散計算を行う事で、各時間の大気汚染濃度の 1 時間平均値が計算され

る。これを風向別の実測値と比較することで、拡散計算結果の妥当性について評価を行った後に、

最終的な拡散計算を行った。 

 

 

気象データ 
・ 東京湾沿岸部大気観測局 
・ 風向、風速、気温 
・ 放射収支量、日射量 

気象ブロックの設定 
・ 風ベクトルの相関 
・ 階層的クラスター分析 
 

出現頻度の算出 
・ 風向 
・ 風速階級 
・ 大気安定度 

大気安定度の計算（海上） 
・ M-O 安定度長の計算 
・ Pasquill 階級への読替え 

拡散予測シミュレーション 

海水温データ 
・ 東京湾内 
・ 海水温 

 
図 2.1-7 拡散シミュレーションの流れ(その１ 気象条件の解析と気象ブロック化) 

 

-72-



 

 

煙源条件 
・ 排出量 
・ 排出高さ 
・ 初期拡散幅 

拡散幅の算出 
・ 煙源との距離 
・ 大気安定度 

気象条件ごとの出現頻度 
・ 風向 
・ 風速階級 
・ 大気安定度 

拡散計算 
・ 煙源ごと 
・ 計算点での濃度 
・ フュミゲーション強度 
 

重ね合わせ計算 
・ 出現頻度による重み付け 
・ 各煙源からの重ね合わせ 

大気環境観測データ 
・ 汚染物質濃度 
・ 気象条件 
 

妥当性の検証・寄与率の算出 
・ 気象条件への応答性 
・ 気象条件ごとの寄与率 

 
図 2.1-8拡散シミュレーションの流れ(その 2 拡散計算) 

 

• 拡散基本式 

拡散計算のプルーム式は風向を 16 方位に区分して、水平方向拡散パラメータσyに無関係なプ

ルームとして計算を行った。また、気象条件ごとに拡散計算を行ない、気象条件ごとの出現頻度

で重み付けて重ね合わせを行った。 

 

数式 2.1-1 本計算に用いた基本プルーム式 

( ) ( ) ( )

( ) ( )

の標準偏差）（鉛直方向の正規分布：鉛直拡散パラメータ

：有効煙突高
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座標：計算点の
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• 海上の大気安定度区分 

大気安定度の導出は、安達(1997)に従って、Monin-Obukhov の大気安定度長を求めた後に Golder

の値を用いて大気安定度に読み替える方法を用いた。 

数式 2.1-2 Monin-Obukhov の大気安定度長(LV ) 
( )

( )

( )
)103.1(

10067.075.0

(K)
(K)

)9.8(m/s
0.4

3

3
)m10(

VS

2

2
10

23

−

−

×

×⋅+

−⋅⋅

⋅⋅
=

係数：　中立時の熱量抵抗

抗係数：　中立時の運動量抵

：　大気仮温位

：　海面仮温位

：　重力加速度

を用いる：　カルマン定数

TN

uN

V

VSVTN

muNV
v

C

uC

g

Cg
uC

L

θ
θ

κ
θθκ

θ

 

表 2.1-20 大気安定度と大気安定度長

大気安定度 大気安定度長 

B -10m ≦ LV  ＜ 0m 

C -25m ≦ LV  ＜ -10m

D 25m ＜ |LV | 

E 10m ＜ LV  ≦ 25m 

F 0m ＜ LV  ≦ 10m  
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図 2.1-9 風速、気温・海水温差と大気安定度区分 
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• 実煙突高 

船舶の実煙突高については、環境庁 H54の手法を用い、船舶の総トン数に応じて求めた。 

 

数式 2.1-3 船舶の総トン数と実煙突高の関係式 
)t(59.2 23.0

0 ：総トン数XXH ⋅=  

 

• 有効煙突高 

窒素酸化物総量規制マニュアル所載の電力中央研究所により修正された CONCAWE 式を用い

る。ただし、煙突頂部における風速として船速の影響を考慮する。 

 

数式 2.1-4 船舶の有効煙突高 

(m/s)
(cal/s)

(m)
226.0 4321
0

速：煙突頂部における風

：排出熱量

：排ガス上昇高

u
Q

H
uQH

HHHe

H

H

∆

⋅⋅=∆

∆+=
−

 

 

• 拡散パラメータ 

Pasquill-Gifford 線図を安達(1997)の方法により 2 段階安定側の値を読み取った上で、船舶の飾

り煙突あるいは航行時の乱れを考慮し、初期拡散幅を 10m に設定した。  

1.E+00

1.E+01
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)
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図 2.1-10 海上の大気安定度に対応する拡散係数σz 

 

                                                        
4 平成 5 年度環境庁委託調査「船舶排出大気汚染物質削減手法検討調査報告書」(社)日本舶用機関学会 

平成 6 年 3 月 
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• フュミゲーション 

東京湾周辺では、海側から吹く風によって SO2 の高濃度が発生しており、各観測点で SO2 濃度

が最大になる風向とその両側の風向をフュミゲーションが発生すると見なし、海上の大気安定度

が安定である時は拡散計算の結果を 1.26 倍、海上の大気安定度が中立である場合には 1.16 倍す

ることにより、フュミゲーションを表現した。 

 

• 停泊中の船舶の時間帯別排出強度 

排出源は、コンテナ、タンカー、PCC、その他の貨物船の 4 船種カテゴリーに分けて考えた。

それぞれの船種カテゴリーについて 18 の船型区分ごとに、埠頭ごとの排出量を計算した。

ただし、稼動時刻については港湾統計の原票も含めて実態が把握できない事から、それぞれ

の時間帯で、表 2.1-21に示す割合で割り振った。 

 

• 航行中の船舶の時間帯別排出強度 

各埠頭を利用する船舶数から、航路帯ごとの排出量を算出した。 

横浜港におけるレーダー観測に基づき、横浜航路を通過する船舶数の割合で、表 2.1-22に示す

時間帯ごとの航行船舶数を割り振った。 

 

表 2.1-21 停泊中における排出ガスの時間帯別内訳 
 午前 午後 夜間 
荷揚時 0.50 0.50 0 
荷積時 0.60 0.40 0 
非荷役時 0.33 0.33 0.33 

 

表 2.1-22 航行中における排出ガスの時間帯別内訳 
時間帯 0-2 時 3-5 時 6-8 時 9-11 時 12-14 時 15-17 時 18-20 時 21-23 時

隻数 3 5 107 210 225 163 41 14

※ 横浜市港湾局調べ 

※ 各時間帯ごとの通過隻数 
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(2) 拡散計算結果 

各計算点での船舶排ガスの寄与率を計算したところ、以下のような結果となった。ここで船舶

からの寄与率は以下のように定義した。 

 

寄与割合(%)＝A/(A+B) 

  A：船舶に起因する環境濃度(ppb) 

  B：陸上発生源に起因する環境濃度(ppb) 

 

ここでは、A を本拡散計算による年平均値の計算値、(A+B)は該当地点における年平均値の実

測値を用いた。SOx については、排ガス中においてそのほとんどが SO2 として存在しており、環

境基準の対象物質も SO2 である。短期的には大気中での化学変化については無視できるため、A

および A+B ともに SO2 として計算した。 

一方、通常の大気中においては、NOx=NO+NO2 として近似できる5。NOx はディーゼル排ガス

中ではその 95%以上が NO として存在しており、船舶より排出された NO は大気中において光化

学反応などにより比較的速やかに NO2 へ酸化される。一方、人体に有害な影響があるものとし

て環境基準の対象物質に指定されているのは NO2 である(大気環境測定局では測定の原理上 NO

と NO2 の両濃度が測定される)。したがって、本来 A についても NO2 濃度を推定することが望ま

しい。陸上における拡散シミュレーションにおいては、酸化速度をバックグラウンドオゾン濃度

をパラメータとした経験式で近似したり、過去のデータより NO2/NOx 比を統計的な経験式によ

り近似するなどの手法が用いられる。しかし、海上における NO から NO2 への酸化速度について

は、オゾン濃度や紫外線量など陸上における挙動とパラメータが異なることが考えられる。この

ため、本計算では A および(A+B)ともに、NOx=NO+NO2 として計算処理を行い、寄与濃度を算

定した。 

寄与率は表 2.1-23に示すとおりであり、最も寄与率の高い地点は、神奈川県庁のSO2で 47.5%、

中区加曽台の NOx で 8.8%となっている。 

1999 年度の測定結果によると、SO2 については東京都・千葉県・神奈川県の全ての測定地点で

環境基準を満たしているが、NO2 については環境基準未達成局が 20%程度残っている。ここで挙

げている 12 地点のうち、神奈川県庁、中区加曽台は環境基準を上回っており、環境基準未達成

局である。 

船舶排ガスの SO2 への寄与率が非常に高いが、環境基準の未達成状況などを考慮に入れると現

状で、港湾域周辺の大気環境に影響を及ぼしている可能性は、NOx 排出の方が高いと考えられ

る。 

                                                        
5 NOx としては他に地球温暖化物質として一酸化二窒素 N2O が有名であるが、不活性であるため大気

汚染としては問題にされない。 
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表 2.1-23 各地点における船舶排ガスの年平均値(ppb)と寄与率(%) 

 SO2 NOx(NO+NO2) 

地点名 観測値 計算値 寄与率 観測値 計算値 寄与率 

木更津潮見 6.2 0.6 10.2% 36.0 0.8 2.5%

習志野鷺沼 2.5 0.6 24.9% 34.8 0.8 2.0%

市原岩崎西 8.3 0.9 11.3% 32.9 1.2 3.6%

浦安猫実 5.8 1.4 23.7% 42.8 1.8 3.3%

袖ケ浦代宿 5.1 0.6 12.2% 29.5 0.8 3.5%

中央区晴海 7.3 1.5 20.4% 37.9 2.0 3.0%

神奈川県庁 6.1 2.9 47.5% 37.2 3.6 5.2%

中区加曽台 8.7 3.5 40.7% 30.2 4.7 8.8%

金沢区長浜 5.3 2.3 42.7% 24.7 2.9 8.3%

横須賀市役所 6.0 1.2 20.3% 30.9 1.6 3.6%

追浜行政Ｃ 3.6 1.6 43.5% 30.0 2.0 5.2%

久里浜行政Ｃ 5.3 0.7 13.1% 27.7 0.9 2.3%
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船舶排ガスの年平均値に対する寄与割合(NOx) 船舶排ガスの年平均値に対する寄与割合(SO2)
 

図 2.1-11 東京湾における船舶排ガスシミュレーション結果(1999 年) 

* NOx は(NO+NO2)である。 

 

年平均値に対する寄与濃度(NOx )           年平均値に対する寄与割合(NOx ) 

年平均値に対する寄与濃度(SO2 )           年平均値に対する寄与割合(SO2) 
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2.2 港湾内における船舶運航に伴う排出ガスに対する地域規制の動向調査 

2.2.1 国内における地域規制の動向 

・ 地方自治体は、港湾区域内の船舶排ガス量の把握を義務付けられてはいるが、その規制

を行うものではない。 

・ ただし、専用ふ頭を持つ民間業者に対して、地方自治体から行政指導を行う例がある。

・ 神戸市では、発電所の環境影響評価審査の結果に基づき、船舶からの大気汚染物質の排

出低減を行っている。 

・ 川崎市では、公害防止等生活環境の保全に関する条例に基づき｢船舶からの大気汚染物

質の排出抑制に関する指針｣を定めており、現在は実現方策についての検討を行ってい

る。 

 
現在、我が国では大気汚染防止法によりばい煙発生施設に対して排出規制が実施されており、例

えば陸上固定ディーゼル機関に対する窒素酸化物の排出基準については、全国一律でシリンダー内

径 400mm 以上が 1200ppm、400mm 未満が 950ppm となっている6。しかし、これらの排出規制は、

陸上のばい煙発生施設を対象にしており、船舶は対象に含まれていない。 

また、環境省が示した窒素酸化物総量規制マニュアルや硫黄酸化物マニュアルには船舶からの

NOx、SOx の排出量の計算方法が示されており、地方自治体は排出総量の把握を義務付けられては

いるが、これも排出量の把握を行うものであり規制するものではない7。 

ただし、船舶からの大気汚染物質の排出の問題はこれまで全く取り上げられなかった訳ではなく、

自治体の行政指導による対応も認められる。 

例えば、｢神鋼神戸発電所｣に係わる神戸市環境影響評価審査会の答申(平成 10 年 8 月 11 日)にお

いて、｢神戸製鉄所に関連する船舶からの大気汚染物質の排出の低減を図ることも重要である。事

業者にあっては、現神戸製鉄所に係る船舶も含め、船舶の構造上、陸上から受電可能な全ての船舶

に対し、電気を供給できるよう設備を整備し、船舶運航事業者に陸上電気の使用や良質燃料の使用

について協力を要請する必要がある。｣との記載がある。神戸製鉄所では既に陸上電源を利用して

おり、上記の指摘に基づいて、発電所についても 2002 年 4 月の完成予定で陸上電源の使用関連施

設を建設中である(神戸市への聞き取り調査結果)。 

また、東京湾内の民間船用ふ頭では、電源開発磯子発電所が 2 号機増設の環境影響評価時に公表

した対策が注目される。同発電所は、石炭火力であり、現在は 5,000 dwt の石炭専用船を運航して

おり、着さん時にはタグボートも利用している。2 号増設時には、現在の運用を改め、セルフアン

ローダとサイドスラスターを搭載した新造専用船(10,000 dwt)を用いること、また揚炭に際しては

セルフアンローダの動力源として陸上電源を使用すること、タグボートを使用しないことで、発電

所の運用に伴う船舶からのばい煙排出量を削減する予定である。。 

このように、最近は船舶からの大気汚染物質の排出抑制がかなり着目されており、既に条例や指

針で対応を明文化した事例も出現している。本項では、具体的に明文化された下記の 2 事例につい

て状況を把握した。 

                                                        
6 窒素酸化物総量規制区域内においては、地方自治体による上乗せ規制が行われており、陸上の固定型

ディーゼル機関に対しては 950ppm より厳しい排出規制が定められている場合が多い。 
7 ただし、工場等の立地において事業者と地方自治体とが取り交わす公害防止協定でその指導が行われ

ている可能性はあるが、公害防止協定自体は非公開であり、内容の詳細は不明である場合が多い。 
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(1) 川崎市条例における対応 

川崎市では平成 12 年 12 月 20 日から、川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例(平成 11

年川崎市条例第50号)に基づき、船舶からの大気汚染物質の排出抑制に関して、表 2.2-1に示す｢船

舶からの大気汚染物質の排出抑制に関する指針｣を定めている。同指針には、船舶を使用して原

料、製品等を出荷し、または受け取る事業者は、大気汚染防止のために関係者との連携の強化、

協力体制の整備及び排出量の把握に努める旨が明記されている。 

川崎市では，現在，この指針の内容を着実に進めるための方策について検討を行なっていると

ころである(川崎市への聞き取り調査結果)。 

なお、同指針中、｢排出量の把握｣において述べられている｢船舶ばい煙排出量管理システム(ハ

ーモニィーシステム)｣とは、船舶の諸元や船舶の運航状況について本指針に記載されている情報

を収集し、環境省の窒素酸化物総量規制マニュアルに基づき、NOx 排出量等を算出するシステ

ムである。 

 
(2) 神戸市条例等における対応 

神戸市は平成６年３月に｢神戸市民の環境をまもる条例(条例第 52 号)｣を策定しているが、その

第 7 章(神戸港の環境の保全)第 48 条(港湾事業者の責務)第 3 項に｢船舶運航事業者は，神戸港の

区域において，船舶からの煤煙その他大気汚染の原因となるものの排出を防止するため，機関の

良好な管理及び使用燃料の改善に努めなければならない。｣という規定を定めている(表 2.2-2参

照)。 

この規定に基づき、神戸市港湾整備局では黒煙の著しい船舶に対して黒煙排出の削減を指示し

ている(神戸市への聞き取り調査結果)。 
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表 2.2-1  川崎市 公害防止等生活環境の保全に関する条例に基づく 

 
｢船舶からの大気汚染物質の排出抑制に関する指針｣(全文) 

川崎市告示第６０１号 

船舶からの大気汚染物質の排出抑制に関する指針 

川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例(平成１１年川崎市条例第５０号。以下｢条例｣という。)
第６０条の規定に基づき，船舶からの大気汚染物質の排出抑制に関する指針を次のように定め，平成１２

年１２月２０日から適用する。 
平成１２年１２月１日 

川崎市長 

事業者は，条例第５９条に規定する船舶から排出される大気汚染物質の抑制に向けた措置の実施を要請

するに当たり，次に掲げるところにより実施するものとする。 
１ 船舶に係る関係者との連携 

(1)   大気汚染物質の排出抑制に向けた取組の必要性及びその実施等について，運航者，船主その他の船舶

に係る関係者(以下｢船舶関係者｣という。)と定期的にかつ計画的に交流する機会を設けること。 

(2)   川崎港港湾区域(昭和４９年川崎市公告第１０号)内で排出される大気汚染物質の抑制に向けて，Ａ重

油等の硫黄含有率の低い燃料の使用，荷役時間の短縮及び陸上電源の使用等の措置の実施について，

船舶関係者と協同で取組むこと。 

２ 協力及び推進体制の整備 

(1)   船舶関係者が行おうとする大気汚染物質の排出抑制に向けた措置が円滑に進められるよう内部の協

力及び推進体制を整備すること。 

(2)   大気汚染物質の排出抑制の措置を講じた船舶を優先的に使用すること等により船舶関係者への取組

を支援すること。 

３ 排出量の把握 

自らの事業活動のために，直接的又は間接的に船舶を使用して，原料，製品等を出荷し又は受け取る事

業者は，総トン数１，０００トン以上の船舶を対象に(1)に掲げる情報を収集し，整理し，(2)に掲げる方法

により，船舶から排出される硫黄酸化物，窒素酸化物及びばいじんの量を把握すること。 

(1)使用船舶に係る情報の収集，整理 

ア船舶の諸元について，次の情報を収集し，整理すること。 

船種，船名，竣工年，内航外航の区分，総トン数，主機機関の種類 

イ入港船舶の運航状況について，次の情報を収集し，整理すること。 

入港船舶名，接岸日時，離岸日時，荷役時間，停泊時使用機関の種類，使用燃料の硫黄分，密

度，燃料使用量 

(2)排出量の算定 

(1)により収集，整理した情報から，川崎市が作成した船舶ばい煙排出量管理システム(ハーモニィ

ーシステム)等から排出量を算定すること。 
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表 2.2-2  神戸市民の環境をまもる条例(抜粋) 

第１章 総則 

    第１節 通則 

 (目的) 

第１条 この条例は，市民が健康で文化的な生活を営むためには，健全で快適な環境が極めて重要である

ことにかんがみ，健全で快適な環境の確保について，基本理念を定め，並びに市，事業者及び市民の責務

を明らかにするとともに，健全で快適な環境を確保するための施策の基本となる事項その他必要な事項等

を定めることにより，その施策を総合的に推進し，もって現在及び将来の市民の健全で快適な環境を確保

することを目的とする。 
 
＜中略＞ 
 

第７章 神戸港の環境の保全 

 (港湾事業者の責務) 

第 48 条 神戸港の区域において事業活動を行う者は，荷役その他の事業活動に伴い，貨物，荷役用具又

は廃棄物(以下｢貨物等｣という。)が，岸壁，物揚場，道路，荷さばき地その他の港湾法第２条第５項に規

定する港湾施設(以下｢港湾施設｣という。)又は海面に脱落し，散乱し，又は飛散することを防止するため

に必要な措置を講じなければならない。 

２ 神戸港の区域において海上運送法(昭和 24 年法律第 187 号) 第２条第２項に規定する船舶運航事業を

営む者(以下｢船舶運航事業者｣という。)は，船客により廃棄物が港湾施設又は海面へ投棄されないよう，

船舶にごみ容器を設置し，効果的な広報を行い，その他必要な措置を講じなければならない。 

３ 船舶運航事業者は，神戸港の区域において，船舶からの煤煙その他大気汚染の原因となるものの排出

を防止するため，機関の良好な管理及び使用燃料の改善に努めなければならない。 

 (船舶の遺棄等の禁止) 

第 49 条 何人も，神戸港の区域において，船舶を遺棄し，又は放置してはならない。 

 (遺棄船舶等の処理) 

第 50 条 市長は，前条の規定に違反して遺棄され，又は放置されている船舶であって，所有者又は占有

者が不明であり，かつ，当該船舶が沈廃船の状態にあるものは，廃棄物と認定してこれを処理することが

できる。 

２ 前項の廃棄物としての認定の基準及び手続その他必要な事項は，規則で定める。 
 
＜中略＞ 
 

附 則 

 (施行期日) 

第１条 この条例は，平成６年４月１日から施行する。 
 
＜後略＞ 
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2.2.2 国外における地域規制の動向 

・ 特にヨーロッパ諸国では、国内に比較して船舶排ガスの抑制に積極的に取り組んでい

る。 

・ スウェーデン、ノルウェー、フィンランドでは、航路使用料、港湾使用料、船舶の課税

などについて、環境影響の大小に応じて割増・割引する制度を導入している。 

・ アメリカでは、2002 年 5 月に連邦レベルの船舶排ガス規制案が提出され、公聴期間に

入っている。自国船籍船の大型機関に対して、2007 年ごろより MARPOL 条約よりも厳し

い NOx 排出規制が提案されている。 

・ Green Award 財団は一定の基準を満足する船舶を認定している。認定船舶に対しては、

6カ国 41 港において港湾使用料の割引インセンティブが受けられる。 

・ その他、入港料などに対してのインセンティブ制度は、イギリス、スペイン、シンガポ

ール、オランダ、韓国においても実施されている。 

 

国内の動向に比べて、海外、特にヨーロッパ諸国では船舶排ガスに対する種々の抑制方策に積極

的に取組んでいる。その多くは環境税に類似したものであるが、今後の規制動向を検討するための

参考とする価値は高いと思われる。本項では IMO 等の資料で良く紹介されているスウェーデン等

が行っている抑制方策の詳細について情報を整理した。 

なお、IMO の規制(MARPOL73/78 付属書Ⅵ)は既に発効要件の達成を待つばかりになっているが、

発効要件である 15 ヶ国以上の批准が未だ充たせない状況であり、2002 年末までに発効しない場合

に適用される付帯決議(発効阻害要因の見直し)の実施は確実であると考えられる。 

 

(1) スウェーデンにおける対応 

スウェーデンにおいては、1998 年 1 月 1 日から新たな航路使用料(fairway due)の体系を導入し

た。航路使用料は、従来は船舶の総トン(gross tonnage)に応じた料金と取り扱い貨物の載貨容積 

(volume)に応じた料金の 2 種類の料金が定められていた。新しい料金体系では、船舶の総トンに

応じた料金が NOx の排出量及び燃料中の硫黄分の比率によって変化する体系になっている(取り

扱い貨物の載貨容積に応じた料金は従来のまま)。具体的には表 2.2-3のようである8。 

設定当初は 2002 年での NOx 及び SOx の排出量を 1997 年の 25%に削減する(75%を削減する)

ことを目標にしていたが、1995～1998 年で既に NOx:5%、SOx:28%の削減が認められており(外

航船のみ。入港隻数の伸びの影響を除き総トン当りの平均排出量で比較した場合にはそれぞれ

8%、30%の削減に相当)、本システムが環境対策に有効であることが確認されている。当局はこ

のシステムに対する国際的理解を求めると同時に、SOx による割引額を 1.5 SEK/総トンまで拡大

する可能性もあると述べている9。 

一方、各港湾によって若干異なるが、港湾使用料(port due)としては表 2.2-4に示すような割引・

                                                        
8 Swedish Marine Administration. (1998) Environmental differentiated fairway and port dues. からの引用 
9 Swedenvironment (No.1 Feb. 2000) Environmental targets to be met through discounted shipping dues. から

の引用 
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割増制度が導入されている10。 

いずれにしても、NOx あるいは SOx といった大気汚染物質の排出抑制に対して直接的な経済

的インセンティブを与えていることは注目すべきと思われる。 

 

(2) ノルウェーにおける対応 

ノルウェーでは 2000 年 1 月 1 日から船舶への課税 (tonnage tax)を環境や安全への配慮事項に

よって割引くという制度を導入した。この制度は、船種や配慮事項によって重み係数を変えて配

慮内容をポイントで評価し、最終的に課税の割引(最大 10 ポイントで 25%の割引)を行うもので

ある(詳細は表 2-2-5 参照)。ノルウェー政府は今後種々の環境税の導入を検討しており、その一

環として内航船に対する CO2 税や硫黄税も検討されている11。 

環境への配慮事項に関しては廃棄物や船底塗料等様々なものが対象にあがっている点は興味

深いが、大気汚染物質に関してはスウェーデンと同様に NOx および SOx が対象である。なお、

表 2.2-5では客船を事例としたが、NOx および SOx の大気汚染物質の境界区分やその配点(ポイ

ント(B))は他のタンカーや一般貨物船も同様である12。 

 

(3) ドイツハンブルグにおける対応 

ドイツのハンブルグ港では 2001年 7月 1 日からグリーンシッピング(green shipping)と呼ばれる

施策を導入した。この内容は ISO1400113の認証あるいは(6)に述べる Green Award の認証を取得し

た船舶に対して港湾の料金(port fee)の 6%を割引くといったもので、さらに NOx 排出量の削減や

低硫黄燃料の使用、TBT 塗料の不使用等による特別割引が付加されている (詳細は表 2.2-6参照)。

ドイツでは、州政府の独立性が高いため、連邦レベルでの環境に対するインセンティブ制度は導

入されていない。 

 

(4) フィンランドにおける対応 

フィンランドのオーランド(Åland)島のマリエハム(Mariehamn)港では、NOx 排出量が

10g-NOx/kWh 以下の船舶に対して港湾の基本使用料を 1%、NOx 排出量が 1g-NOx/kWh 以下の船

舶に対し 8%をそれぞれ減額し、かつ使用燃料の硫黄分が 0.5%未満の船舶に対して同じく 4%減

額、硫黄分が 0.1%未満の船舶に対して同じく 8%減額するという環境差別化港湾料金制度が導入

されている。他の港湾についてもバルト海保護国家プロジェクトにおいて同様の枠組みが検討中

である。 

 
(5) アメリカの対応事例 

2002 年 1 月 29,30 日にアメリカのワシントン DC で｢海事に関するエネルギー使用の効率化お

                                                        
10 Air Pollution and Climate Series No.11/T＆E report 99/7. (1999):Economic instruments for reducing 

emissions from sea transport からの引用 
11 International Conference on Incentives for Environmentally Sound Maritime Transport. (2000) The Norwegian 

approach(Norwegian Ministry of the Environment). からの引用 
12 Air Pollution and Climate Series No.11/T＆E report 99/7. (1999):Economic instruments for reducing 

emissions from sea transport からの引用 
13 環境マネジメントシステムに関する国際規格 
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よび排ガス浄化に関するワークショップ(Workshop on Maritaime Energy and Clean Emissions)が開

催された。これは、米国運輸省海事局(Maritime Administration)が米国エネルギー省(DOE)および

環境保護局(EPA)と協力して開催したものである。 

会議では、欧米での種々の船舶による大気汚染の防止策や技術開発等が報告されたが、注目さ

れるのは EPA 担当者から｢外航船は MARPOL 条約付属書Ⅵの先行実施、内航船は国内規制の制

定｣等の発言があったことである。特に SOx については MARPOL 条約付属書Ⅵの基準である S

分が比較的高く、実質的に大気汚染防止に機能しないことから、使用している燃料の S 分によっ

て入港料に差別化を図る等の考えが示された。 

さらにこれを受けて、EPA は 2002 年 5 月 29 日に、米国船籍に搭載された 1 シリンダー当たり

30 リットル以上の排気量を有する新造の舶用ディーゼル機関の排気ガスに対する規制案を官報

に掲載した(Federal Register/Vol67,No.103 Wednesday, May 29, 2002/ Propsed Rule)。現在公聴期間に

入っており、規制の実用性や同等の削減効果をもつ代替案の提出などが求められている。同法案

は、大気清浄法(Clean Air Act)の改正として提案されており、連邦全体に適用されるものである。 

米国籍船に搭載される 1 シリンダー当たり 30 リットル以上の機関に対しては、2 段階の規制

を考えている。第１段階(Tier 1)は、NOx 基準を MARPOL 条約附属書Ⅵの基準と同等にし、2004

年以降に製造される新機関に対して適用される。そして、第2段階(Tier 2)として、2006年以降(EPA 

は 2007 年が適当と述べている)に製造される新機関に対する NOx 排出基準を、MARPOL 条約附

属書Ⅵの基準の 30%減とすることを考慮している。その他にも任意の低排ガス機関基準

(MARPOL 条約附属書Ⅵの基準の 80%減)の提案も行っている。これらの基準に適合するために

は、触媒技術による排気ガスの浄化や燃料電池等の新しい機関への転換などの技術の使用が必要

とされる。 

また、1 シリンダー当たり 2.5 リットル以上 30 リットル未満の機関に対しては、これらの機関

に対する第 2 段階の基準は、1999 年の商業用舶用ディーゼル機関規制で最終決定されており、

2007 年から適用されることになる。エンジンメーカーは 2007 年までに MARPOL 条約附属書Ⅵ

の NOx の基準に同等な第 1 段階の基準に任意に従うことが奨励される。MARPOL 条約附属書

Ⅵはいまだに発効していないものの、EPA はエンジンメーカーに対し、2004 年以降に製造され

る機関について、この第 1 段階の基準に適応することを義務付ける方向でいる。 

更に、米国船籍船以外であっても、米国領海 320 キロメートル以内の海域を航行する時間が総

航行時間の 25%以下の船舶に搭載されている全ての舶用ディーゼル機関に対して外国貿易免除

(規制の適用除外)を削除することを将来のオプションとして提案しており、パブリックコメント

を求める予定である。 

この規制案とは別に、ブッシュ政権は MARPOL 73/78 条約のⅥ付属書の批准を「正式に米上

院に対して要請する予定である」ことを明らかにしたという新聞報道がある。同付属書は各国の

批准が大幅に遅れていることから、発効に至っていないが、米国の動きを受けて世界的に大きな

影響が現れる可能性もあり、ここ一年の動向は次回 MEPC48 における議論を含めて、重要なも

のになると考える。米国の船舶排ガスに対する方針が、従来の地域限定から連邦レベルでの規制

対応へ変わったことは、米国内同様に大規模な港湾を抱える日本の環境行政にも影響を及ぼす可

能性もあろう。 
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(6) その他の対応事例 

Green Award 財団14は一定の基準を満足する 20,000DWT 以上の原油タンカー、プロダクトタン

カー、バルクキャリアを認定(Green Award)している。認定船舶についてはロッテルダム港をはじ

めとした、オランダ、スペイン､ポルトガル､南アフリカ共和国、イギリス、ドイツの計 6 カ国、

41 港において港湾使用料を 3～7%割引く(港湾によって異なる)というインセンティブが適用さ

れる。認定基準は Green Award 財団が定める｢Seacare for Operation｣に詳述されているが、船舶及

び事務所の両方について監査を実施し、各項目について点数評価を行い、一定の点数をクリアす

ることが要求されている。NOx、SOx については、MARPOL 条約附属書Ⅵの基準や低硫黄燃料

の使用が評価項目となっている。このように、第三者機関の認定に基づき、国や港湾の枠組みを

超えて、インセンティブを与える制度は注目に値する。 

その他、入港料などに対してのインセンティブ制度は、イギリス、スペイン、シンガポール、

オランダ、韓国においても実施されている(第 1 章 表 1.3-1 参照)。現時点では、ダブルハルタン

カーなど海洋汚染防止に対してのインセンティブ制度がメインであるが、大気汚染防止技術に対

しても枠組みが拡張される可能性や計画を示している国もあり、北欧諸国のような仕組みが導入

される可能性は高いと考えられる。 

                                                        
14 1994 年にロッテルダム市港湾局がロッテルダムに設立した財団で、2001 年 5 月にノルウェーのハイ

エルダール氏らによって新たに創設された海洋環境の保全に努めたものに与えられる賞(Thor 
Heyerdahl Award International Maritime Environmental Award)の第 1 回目の受賞を得た 
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表 2.2-3  スウェーデンにおける環境配慮事項による航路使用料金の制度 

関係項目 料金 備考 
NOx の排出量に

応じた基本料金 
タンカー： 
・2g-NOx/kWh 未満：3.7 SEK/GRT 
・2g-NOx/kWh 以上 12g-NOx/kWh 未満： 

Y(SEK/GRT)=0.16×X(g-NOx/kWh)＋3.38 
・12g-NOx/kWh 以上：5.3 SEK/GRT 
その他の船舶： 
・2g-NOx/kWh 未満：3.4 SEK/GRT 
・2g-NOx/kWh 以上 12g-NOx/kWh 未満： 

Y(SEK/GRT)=0.16×X(g-NOx/kWh)＋3.08 
・12g-NOx/kWh 以上：5.0 SEK/GRT 

NOx 排出量： 
75%負荷時の値

同上:上限額 タンカー： 
・2g-NOx/kWh 未満：100,000SEK 
・2g-NOx/kWh 以上 12g-NOx/kWh 未満： 

100,000SEK～160,000SEK で NOx 排出量に比例 
・12g-NOx/kWh 以上：160,000 SEK 
その他の船舶： 
・2g-NOx/kWh 未満：60,000 SEK 
・2g-NOx/kWh 以上 12g-NOx/kWh 未満： 
60,000 SEK～100,000 SEK で NOx 排出量に比例 
・12g-NOx/kWh 以上：100,000 SEK 

 

燃料中の硫黄分

に応じた割引 
客船： 
・使用燃料の硫黄分が 0.5wt%以下：-0.9 SEK/GRT 
その他の船舶： 
・使用燃料の硫黄分が 1.0wt%以下：-0.9 SEK/GRT 

｢-｣： 
割引の意味 

*： SEK(スェーデン・クローネ)=約 11.6 円(平成 13 年 12 月 4 日現在) 
* ：GRT=総トン (gross tonnage) 

Swedish Marine Administration. (1998) Environmental differentiated fairway and port dues. から作成 
 

表 2.2-4  スウェーデンにおける環境配慮事項による各港湾使用料金の制度 

＜SOx に関する制度＞      単位：SEK/GRT 
港湾 低硫黄燃料使用に対する割引* 高硫黄燃料使用に対する割増* 

Gothenburg  0.13 
Helsingborg 0.10  
Malmö 0.10  
Stochholm 0.10 0.10 
*： 硫黄の含有率が 1.0%以下(フェリーのみ 0.5%)を低硫黄燃料、1%を超えるものを高硫黄燃料
と定めている 

 

＜NOx に関する制度＞      単位：SEK/GRT 
低濃度 NOx に対する割引 高濃度 NOx に対する割増

港湾 
＜2 g/kWh 2～6 g/kWh 6～12 g/kWh ＞12 g/kWh 

Gothenburg 0.20 0.10 0.05  
Helsingborg 0.10 0.06-0.09 0.01-0.05  
Malmö 0.15 0.15 0.05  
Stochholm 0.20 0.15 0.05 0.10 
*：SEK(スェーデン・クローネ)=約 11.6 円(平成 13 年 12 月 4 日現在) 
*：GRT=総トン (gross tonnage) 
出典 Economic instruments for reducing emissions from sea transport(1999),Per Kageson   
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表 2.2-5  ノルウェーにおける環境等への配慮による船舶課税割引の割引制度 

＜重み係数(A)＞ 
項目╲ 船種 タンカー 一般貨物 客船 その他 

NOx 5 5 7 7 大気への排出 
(①) SOx 5 5 3 3 

排水   5  廃棄物等 
(②) ゴミ、廃棄物   5  

燃料の種類 3 3 5  
貨物 4    

事故時の排出 
(③) 

座礁 3 7 5  

 

＜ポイント(B)(客船の事例)＞ 
項目╲ ポイント(B) 0.25 0.5 1.0 

NOx IMO-NOx に一致 IMO-NOx より 
15%削減 

IMO-NOx より 60%削

減 
大気への排出 
(①) 

SOx  硫黄分 1.5%未満 硫黄分 0.5%未満 
排水   排水処理システム 廃棄物等 

(②) ゴミ、廃棄物  焼却施設 分別･コンポジット 
＋全て陸上で処分 

燃料の種類等 MDO のみ ダブルハル(燃料室) ダブルハル＋MDO 
貨物室 ダブルボトム  ダブルハル 

事故時の排出 
(③) 

座礁  救出用装置 遮蔽型機関室 

 

＜最大ポイント＞ 

基本的には上記の 7 項目について A×B を計算し、①～③で集計した後に総合計を算出するが、船

種及び①～③の項目ごとに最大値が決められており、これを上回る場合は下記の最大値を使用する。 
項目╲ 船種 タンカー 一般貨物 客船 その他 

大気への排出(①) ６ ６ ６ 10 
廃棄物等(②)   ３  
事故時の排出(③) ４ ４ １  

International Conference on Incentives for Environmentally Sound Maritime Transport. (2000) The 
Norwegian approach(Norwegian Ministry of the Environment). から作成 

 

表 2.2-6  ハンブルグにおける環境配慮等による港湾使用料の割引制度 
関係項目 料金 備考 

基本割引 下記の要件のいずれかを満した場合：6%の割引 
・ISO14001 の認証を受けた船舶 
・Green Award の認証を受けた船舶 

 

追加の割引 下記の要件のいずれかを満した場合：12%の割引 
・硫黄分 1.5%未満のバンカーオイルを使用 
・NOx の排出量が MARPOL 条約付属書Ⅵの基準を

15%以上下回っている 
・TBT を含まない防汚塗料を塗布している 

上記に上乗せ 

対象船舶等 港湾使用料が 50DM/回以上の船舶  
割引の最大等 割引により計算された港湾使用料が 50DM/回を下

回る場合の港湾使用量は 50DM/回とする。 
 

*1： DM(ドイツマルク)=約 57.2 円(平成 13 年 12 月 10 日現在) 
Brochure about GREEN SHIPPING-news (2001) details of discount system and contacts. から作成 
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2.3 港湾内における船舶運航に伴う排出ガス低減についての技術的検討 

本項では港湾内において船舶から排出される大気汚染物質等の抑制方法について検討する。 

対象とした内容は、陸電使用、燃料切替え、港湾内減速航行の３種類である。この他の大気汚染物

質の排出抑制方法として、機関の改善(タイミングリタード等)や脱硝装置等の設置も考えられるが、

これらの対策は港湾内に限ったものではなく、また港湾を使用する船舶の多くが対応可能なものでは

ないと考えられることから、本項では対象にしていない。 

また、検討は最初に港湾内の排出量やコストの比較を行い、さらに詳細なコスト検討のためにモデ

ル航海を設定して航海全体での大気汚染物質の排出量やコストの変化についても検討を加えた。 

 

2.3.1 港湾内での抑制効果について 

・ 港湾内での大気汚染物質排出抑制の効果について、陸電使用、燃料切替え、減速航行の

3方策について排出量とコストの検討を行った。 

・ 陸電使用によりコストは約 3倍になるが、大気汚染物質の排出量は 1/100 以下になる。

・ C 重油から A 重油への燃料切替えによりコストは 5～6 割の増加になるが、港湾域にお

ける大気汚染物質の排出量が NOx では約 10%、SOx では 80%以上低下する。 

・ 10knt から 8knt への減速航行で、NOx、SOx、CO2ならびにコストの全てが 6割程度に低

下する。 

 

(1) 陸電使用 

陸上電源の使用とは、船舶が港湾内で行う作業(鉱油類の移送等)あるいは船内の居住用電源と

して、船内の補機動力によって発電していた部分を陸上の電気(電気事業者によって発電された

電気)を利用するもので、2.2 項で見たように既にいくつかの実施事例がある。電気事業者の発電

設備は種々の大気汚染防止設備が設置されており、原子力発電等の使用もあって大気汚染防止に

は効果的と考えられる。 

陸電使用に伴う大気汚染物質の排出およびコスト比較は表 2.3-1に示すとおりである。コスト

的には約 3 倍になるが、大気汚染物質の放出量は 1/100 以下になることが期待される。なお、発

電コストを発電原価でみると、LNG 火力 6.4 円/kWh、石炭火力 6.5 円/kWh(原子力 5.9 円/kWh、

石油火力 10.0 円/kWh；いずれも総合エネルギー調査会原子力部会資料(1999)から引用)であり、

自家発電等によってコストの増加を 2 倍以下に抑制することも可能である。 

また、専用バース、ふ頭を利用する専用船舶に限って実施しても、かなりの削減効果が期待で

きる。 

 

なお、海上における人命の安全のための国際条約(SOLAS 条約)では、発電設備について細かい

規則を定めているが、陸上電源の使用を禁止した条項はない。ただ、懸念される電撃による事故

防止の観点から｢主官庁は･･･特別の予防手段を要求することができる｣とされている。この意味

で陸上電源等の使用にあたっては漏電防止等の特別な危険防止措置が当然要求される。 

京浜港では海上保安部の指導により、タンカー等の危険物搭載船は船舶火災等の非常時に始動

が容易なように、ブラックアウトの禁止、補機の連続運転、荷役時間を 12 時間以内とすること

が要求されている。  
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(2) 燃料切替え 

港湾内で使用される燃料を C 重油から A 重油に切り替える方策である。2.2 項で説明したよう

に、既に自治体の行政指導あるいは事業主の自主努力により実施されている例はあり、技術的に

は問題は少ないものである。 

燃料切替えによる大気汚染物質の排出およびコスト等の比較は表 2.3-2に示すとおりである。

A 重油の使用はコスト的には 5～6 割の増加になるが、港湾域における大気汚染物質の排出量が

NOx では約 10%、SOx では 80%以上低下することが期待できる。 

 

(3) 港湾内減速航行 

舶用エンジンの出力は一般に速度の３乗に比例し、燃料消費量はエンジン出力にほぼ比例する

ため、所要時間のロスを差し引いても燃料消費量は速度のほぼ 2 乗に比例することになるため、

航行速度の低下によって使用燃料を大幅に減少させることが期待できる。 

港湾内の航行速度を 10kntから 8kntに低下させた場合の大気汚染物質等の排出量を理論式を用

いて比較した。 

 

環境省が示している窒素酸化物総量規制マニュアルでは、舶用主機ディーゼル機関からの NOx

排出量は以下の式により示される。 
①：N = 1.49‘10-3×(P×A)1.14×ｔ N:窒素酸化物排出量(Nm3) 

 P:定格出力(PS) 
 a:負荷率 
 t:時間(時) 

また、主機の負荷率と船舶の航行速度は一般に下記の式で表される。 
②：A = a×V3＋b A:負荷率 

 V:速度(knt) 
 a,b:船型等によって異なる係数 

さらに、時間を速度の関数として表すと下記の式が適用できる。 
③：t = L/V t:時間(時) 

 L:距離(mile) 
 V:速度(knt) 
 

上記の①、②、③を組み合わせることで、N は下記のように V の関数として表すことができ

る。 
④：N=1.49×10-3×P1.14×L×(a×V3＋b)1.14/V 

 
④式で P および L を一定と想定すると(ある船舶が一定距離を航行する間に排出される NOx 等

を考える)、④式は下記のように整理される。 
⑤：N = K×(a×V3＋b)1.14/V K:定数 

 
さらに、ｂを無視すると(②式右項の第 1 項に比較すると第 2 項はかなり小さい)、下記⑥式が

導かれる。 
⑥：N = K×(a×V3)1.14/V 

    ＝K’×V2.42   K’:定数(＝K×a1.14) 
 

この⑥式を NOx の排出量を検討する基礎式とする。 
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一方、SOx およびコストは燃料消費量に比例し、燃料消費量は機関の負荷に比例すると考えら

れるので、これらは下式で表される。 
⑦：N’ = K’’×(P×A)×ｔ N’:燃料消費量(ｌ) 

 P:定格出力(PS) 
 A:負荷率 
 ｔ:時間(時) 
 K’’:定数 

ここで、上記②～⑥と同様の変形を行うと、やはり⑧式が得られる。 
⑧：N’ = K’’’×V2   K’’’:定数 

 

これらの式に基づいて、減速航行の削減効果を示したのが表 2.3-3である。NOx、SOx、CO2

および燃料コストは速度のほぼ 2 乗に比例することになるので、仮定した程度の減速航行(10knt

→8knt)でもかなり大きな削減が期待でき、減速航行は比較的容易な手法でありながら、その大気

汚染物質削減効果は NOx については燃料切替えよりもより大きな効果が期待できる優れた方策

と言える。 

 

減速航行を実施した場合には、航行時間の増大がもっとも懸念される点である。入港および出

港時の所要時間の増大に伴い、港湾(航路)の使用効率が低下し、日没後の出港等によって船舶運

航に若干の負担を与える可能性がある。しかしながら、減速航行の対象となる港湾内の航行距離

を 10km と想定しても、10knt と 8knt とではたかだか 0.14 時間(10 分未満)程度の影響が出るだけ

であると考えられる15。後述する運航状況をみても、沖待ちの時間が生じている現状では、薄明

時の運航への影響は小さいものと考える。 

 

(4) まとめ 

以上の検討結果を表 2.3-4および図 2.3-1にとりまとめた。 

これらの効果は港湾区域内あるいは特定の運航状況(例えば沖待ち以外の停泊時)に限定されて

いるため、実質的な大気汚染物質の排出量やコストに与える影響を評価するには航海全体も考慮

した検討が必要である。 

次項では、設定したシナリオ航海に基づいて、各削減方策の効果についてより詳細に検討を加

えた。 

                                                        
15 10knt の場合：10(km)/1.8(mile/km)/10(knt) = 0.56 時間 

8knt の場合：10(km)/1.8(mile/km)/8(knt) = 0.69 時間 
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表 2.3-1  陸電使用に関する大気汚染物質の排出量およびコストの比較(港湾区域内のみ) 

項目 船内発電(A) 陸電使用(B) 比較(B/A：%) 
NOx 排出量(g/kWh) 13.3  (1) 0.1  (5) 0.75 
SOx 排出量(g/kWh) 9.5  (2) 0.07  (6) 0.74 
発電コスト(円/kWh) 3.86  (3) 10.60  (7) 275 
(参考)CO2 排出量(g/kWh) 570  (4) 330  (8) 58 

計算の対象は港湾区域内の荷役時および停泊時 
計算に用いた数値等は以下のとおり 

(1) 190g-fuel/kWh、70g-NOx/kg-fuel16
と仮定 

(2) 190g-fuel/kWh、50g-SOx/kg-fuel17
と仮定 

(3) 190g-fuel/kWh、19,400 円/kl18
、0.956kg/l19

と仮定 
(4) 190g-fuel/kWh、2999g-CO2/kg-fuel20

と仮定 
(5) 東京電力の全発電所(原子力を含む)の排出原単位

21 
(6) 同上 
(7) 3 相交流電源で、電気使用料金 (10.27 円/kWh)と燃料費調整額(0.33 円/kWh)の合計 

(基本料金は無視されると想定)(同上) 
(8) 東京電力の全発電所(原子力を含む)の排出原単位 
  

表 2.3-2  燃料切替えに関する大気汚染物質の排出量およびコストの比較 
(港湾区域内のみ) 

項目 C 重油の使用(A) A 重油への切替え(B) 比較(B/A：%) 
NOx 排出量(kg/kcal) 6.83  (1) 5.79  (5) 90 
SOx 排出量(kg/kcal) 4.88  (2) 0.92  (6) 19 
燃料コスト(円/kcal) 1.89  (3) 2.81  (7) 149 
(参考)CO2 排出量(kg/ kcal) 293  (4) 282  (8) 96 
計算の対象は港湾区域内の航行時、荷役時および停泊時 
計算に用いた数値等は以下のとおり 

(1) 船舶全体の平均値(70g/kg-fuel22：｢S&O 財団(1992)船舶排ガスの環境への影響と防止技術の調査｣)および C 重油

の発熱量(9,800kcal/l)23と密度(0.956kg/l)24から算出 
(2) C 重油として硫黄含有量 2.5wt%と想定(50g/kg-fuel)25(kcal ベースへの換算方法は同上) 
(3) 1995～1999 の 5 ヶ年平均(19,400 円/kl)26(kcal ベースへの換算方法は(1)と同じ) 
(4) C 重油の値(2,999g/kg-fuel)27(kcal ベースへの換算方法は(1)と同じ) 
(5) A 重油使用によって 10%程度低下できると想定(63g/kg-fuel)28 

ただし、A 重油の発熱量(9,300kcal/l)29および密度(0.855) 30から発熱量ベースに補正 
(6) A 重油として硫黄含有量 0.5%と想定(10.0g/kg-fuel)31(kcal ベースへの換算方法は同上) 
(7) 1995～1999 の 5 ヶ年平均(30,600 円/kl)32(kcal ベースへの換算方法は(5)と同じ) 
(8) A 重油の値(3,066 g/kg-fuel)33(kcal ベースへの換算方法は(5)と同じ) 

                                                        
16 S&O 財団(1992);船舶排ガスの環境への影響と防止技術の調査から引用、船舶全体の平均値 
17 SO 財団(1992);船舶排ガスの環境への影響と防止技術の調査から引用、Ｃ重油の値 
18 日本内航海運組合総連合会ホームページから引用、1995～1999 の 5 ヶ年平均 
19 石油連盟ホームページから引用 
20 S&O 財団(1992);船舶排ガスの環境への影響と防止技術の調査から引用、Ｃ重油の値 
21 東京電力ホームページから引用 
22 「S&O 財団(1992)船舶排ガスの環境への影響と防止技術の調査」 
23 総合エネルギー統計(平成 12 年度版) 
24 石油連盟ホームページ 
25 「S&O 財団(1992)船舶排ガスの環境への影響と防止技術の調査」 
26 日本内航海運組合総連合会ホームページ 
27 「S&O 財団(1992)船舶排ガスの環境への影響と防止技術の調査」 
28 「S&O 財団(1992)船舶排ガスの環境への影響と防止技術の調査」 
29 総合エネルギー統計(平成 12 年度版) 
30 石油連盟ホームページ 
31 「S&O 財団(1992)船舶排ガスの環境への影響と防止技術の調査」 
32 日本内航海運組合総連合会ホームページ 
33 「S&O 財団(1992)船舶排ガスの環境への影響と防止技術の調査」 
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表 2.3-3  減速航行に関する大気汚染物質の排出量およびコストの比較 

項目 減速航行の実施前(10knt:A)と
実施後(8knt:B)での比較  

(B/A：%) 
NOx 排出量 61 
SOx 排出量 64 
燃料コスト 64 
(参考)CO2 排出量 64 

計算式等は本文参照 
計算の対象は港湾区域内での航行時のみ 

 

表 2.3-4  各方策による大気汚染物質の排出量およびコスト変化の比較 

(港湾区域内のみ) 

表中の数字：実施前(A)と実施後(B)の比較(B/A(%)) 
方策 NOx SOx コスト (参考)CO2 

陸電使用 0.75 0.74 275 58 
燃料切替え 90 19 149 96 

減速航行(10knt→8knt) 61 64 64 64 
数値の算出方法は表 2.3-1、表 2.3-2および表 2.3-3参照 
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図 2.3-1  各方策による大気汚染物質の排出量およびコスト変化の比較(港湾区域内のみ) 
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2.3.2 モデル航海での排出量等の比較 

・ 前項に引き続き、499 総トンの内航船をモデルに、NOx/SOx 排出量とコストの試算を行

った。 

・ 燃料切替えは SOx 対策としては有効であるが、日本国における都市大気問題の対応策と

しては有効とはいえない。 

・ 減速航行は、大気汚染物質の排出抑制効果は 10%程度であるが、費用対効果を考慮すれ

ば最も実効性が高い。 

・ 陸電の使用はコスト的には最も影響が大きくインフラも必要となるが、減速航行よりも

大きな大気汚染物質の排出抑制効果が期待できる(20%以上)方策である。ただし、限定

された専用ふ頭においては荷役時にも使用することが必要であり、非荷役時の船内居住

区への給電だけでは十分な抑制効果は期待できない。 

 

2.3.1における検討は主に港湾内での排出量の削減効果を評価した。大気汚染物質の影響は主に都

市部で生じるため、港湾内の評価でおおむね十分と思われるが、コストについては、港湾内だけの

比較では陸電のように高いという印象のみを与えかねない。 

そこで、ここではモデル的な航海を設定し、その全航海でのコスト等の比較を行った。 

(1) シナリオ航海時の状況 

本検討のために用いたシナリオ航海は、｢(財)シップ･アンド･オーシャン財団(平成 6 年)：内航

船の近代化に関する研究｣報告書と同一のものである。即ち、499GT 型貨物船の標準的な運航形

態を想定したもので、代表的な航路として水島港から千葉港へ鋼材を運送するとしたものである。

貨物船は水島港で貨物を搭載し、千葉港で荷卸した後、バラスト状態で水島港に戻るものとされ

ており、このシナリオ航海での運航スケジュールは表 2.3-5に示すとおりである(片道約 400 海里)。

このシナリオからでは航海：入港･出港：荷役・停泊の時間比率は 74：6：40＝37：3：20 となる。 

一方、上記報告書によれば、このシナリオ航海における年間航海数は 60 航海となっており、

総航海時間は 120 時間×60 航海＝7200 時間/年となる。主機の運転時間は 4800 時間/年、主機の

燃料消費量は 1020kl/年(17kl/航海)(C 重油)となっている。入港･出港時は航海速度から速度ゼロ

に減速･加速することになり、その間の燃料消費は2.3.1(3)に掲げた⑧式に示すように速度の 2 乗

に比例するとすれば、航海速度での消費量に比べて 1/3 の消費になるので、主機による燃料消費

の比率は 37：1 となり、燃料使用量は航海時に約 993kl/年(16.55kl/航海)、入港･出港時に約 27kl/

年(0.45kl/航海)となる。 

また、補機については同報告書によれば表 2.3-6に示すような電力消費の状況が把握されてお

り、この調査結果および表 2.3-5の運航状況(所要時間)を乗じて発電電力量(kWh)を推定した。 

以上のデータを整理すると、シナリオ航海の運航状況別の燃料消費量、大気汚染物質の排出量

および所要コスト(燃料費)は表 2.3-7に示すとおりとなる。 

 

(2) 各削減方策の実施による大気汚染物質排出量等の変化 

シナリオ航海時の大気汚染物質排出量等を示した表 2.3-7および港湾区域内での各方策による

削減度をとりまとめた表 2.3-4を用いて、各削減方策を実施した場合の港湾区域内での大気汚染

物質排出量及び航海全体でのコストを検討した。 

ここで、陸電の使用については荷役時と停泊時(沖待ちを除く)の両者について適用した場合と、
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停泊時(沖待ちを除く)にのみ適用した場合の 2 ケースを試算した。また、燃料切替えは港湾区域

内での作業(出入港時、荷役時、停泊時(沖待ちを含む))に適用し、減速航行は出入港時のみに適

用した。 

各方策の実施による NOx/SOx 排出量及びコストの比較は表 2.3-8、表 2.3-9、表 2.3-10に示す

とおりである。 
 

(3) まとめ 

陸電使用、燃料切替え、減速航行による NOx/SOx の削減効果等を表 2.3-11および図 2.3-2に集

約した。 
 

陸電使用は停泊時(沖待ちを除く)に使用する程度では十分な大気汚染物質の削減効果は認めら

ない(5%以下)。一方、荷役時にも使用すると港湾区域内で 25%程度の削減効果が認められる。荷

役時にも陸電を使用した場合のコストの増加は航海全体でみれば 3%程度である。ただし、この

コストには配電設備等のインフラ費用および荷役作業前後の電力線の接続解除に要する作業コ

ストを含めていないため、トータルコストとしてはこれよりも高くなる。 
 

燃料切替えは、特に SOx 対策としては有効な方策であることが認められるが(80%程度の削減)、

NOx 対策とすれば削減効果は小さいことが分かる(最大 10%の削減)。コスト的には航海全体で

4%増と陸電の使用よりも大きくなると推定された。 

近年の都市部での大気汚染対策の主対象が SOx ではなく NOx であることを考慮すると、大気

汚染物質の削減方策としては必ずしも有効な方策ではないと考えられる。 
 

減速航行は NOx や SOx の削減効果としては 10%程度が期待され、コスト面でもメリットがあ

る。減速航行を実施した場合、航路帯の航行効率の低下や操船性への影響が考えられるが、港湾

の 24 時間化などと組み合わせれば、解決不可能とは考えられない。 
 

以上のことから、燃料切替えは SOx 対策としては有効であるが、現状の都市大気問題の対応

策としては有効とはいえない。 

減速航行は、大気汚染物質の排出抑制効果も 10%程度であるが、費用対効果を考慮すれば最も

実効性の高い方策と考えられる。 

陸電の使用はコスト的には若干増加するが、減速航行よりも大きな大気汚染物質の排出抑制効

果が期待できる(20%以上)方策である。ただし、その場合は荷役時にも使用することが必要であ

り、停泊中のみでは十分な抑制効果は期待できない。 
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表 2.3-5  シナリオ航海での運航スケジュール(499GT 型貨物船(鋼材運送)) 

所要時間(時間) 
日時 運航状態等 

航海時 出入港時 荷役時 停泊時 備考 

1 日目 10:00 水島入港 SB     SB：スタンバイ 
1 日目 11:00 水島港着岸  1:00    
1 日目 23:00 出港 SB   9:00 3:00  
1 日目 24:00 出港  1:00    
3 日目 13:00 千葉入港 SB 37:00     
3 日目 14:00 千葉港外投錨  1:00    
4 日目 02:00 入港 SB    12:00 沖待ち 
4 日目 03:00 千葉港着岸  1:00    
4 日目 17:00 出港 SB   12:00 2:00  
4 日目 18:00 出港  1:00    
6 日目 07:00 水島入港 SB 37:00     
6 日目 08:00 水島港外投錨  1:00    
6 日目 10:00 入港 SB    2:00 沖待ち 

合計  74:00 6:00 21:00 19:00 停泊時間中の沖
待ち時間 14:00 

(財)シップ･アンド･オーシャン財団(平成 6 年)：内航船の近代化に関する研究から作成 
 

表 2.3-6  電力使用量(499GT 型貨物船１航海当り(鋼材運送)) 
  航海時 出入港時 荷役時 停泊時 沖待ち時

合計(kW) 24.2 55.1 69.7 27.9 
不等率 1.6 1.3 2.0 1.3 断続負荷 
所要電力(kW) 15.1 42.4 34.9 21.5 

連続負荷 所要電力(kW) 72.8 418.5 46.2 22.7 
合計所要電力(kW)   (A) 87.9 460.9 81.1 44.2 
所要時間(h)*        (B) 74:00 6:00 21:00 5:00 14:00 
発電電力量(kWh)  (A×B) 6,505 2,765 1,703 221 619 

(財)シップ･アンド･オーシャン財団(平成 6 年)：内航船の近代化に関する研究から作成 
*： 所要時間は表 2.3-5に基づく 
  

表 2.3-7  シナリオ航海の運航状況別の燃料消費量、大気汚染物質排出量およびコスト 
  航海時 出入港時 荷役時 停泊時 沖待ち時 合計 

主機 16.55 0.45    17.00
補機 1.29 0.55 0.34 0.04 0.12 2.35燃料消費量 

(kl/航海) 
合計 17.84 1.00 0.34 0.04 0.12 19.35
主機 1,108 30    1,138
補機 87 37 23 2.9 8.2 157NOx 排出量 

(kg/航海) 
合計 1,194 67 23 2.9 8.2 1,295
主機 791 22    813
補機 62 26 16 2.1 5.9 112SOx 排出量 

(kg/航海) 
合計 853 48 16 2.1 5.9 925
主機 321 8.7    330
補機 25 10.7 6.6 0.9 2.4 46所要コスト 

(千円/航海) 
合計 346 19.4 6.6 0.9 2.4 375
主機 47.4 1.29    48.7
補機 3.7 1.58 0.97 0.13 0.35 6.7

(参考) 
CO2排出量 
(t/航海) 合計 51.2 2.87 0.97 0.13 0.35 55.5

主機の燃料消費量は本文参照 
補機の燃料消費量は表 2.3-6および 190g-fuel/kWh(0.199l/kWh)から算出 
NOx 排出量は 70g-NOx/kg-fuel(66.92 kg-NOx / kl-fuel)として算出 
SOx 排出量は 50g-SOx/kg-fuel(47.8kg-SOx / kl-fuel)として算出 
コストは 19,400 円/klとして算出 
CO2排出量は 2,999g-CO2/kg-fuel(2,867kg-CO2/kl-fuel)として算出 
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表 2.3-8  陸電使用による運航状況別の大気汚染物質排出量およびコスト 
＜ケース１：荷役時＋停泊時に陸電を使用した場合＞ 

  航海時 出入港時 荷役時 停泊時 沖待ち時 合計 
主機 1,108 30    1,138
補機 87 37 0.17*1 0.02*1 8.2 132

NOx 排出量 
(kg/航海) 

合計 1,194 67 0.17 0.02 8.2 1,270
主機 791 22    813
補機 62 26 0.12*1 0.02*1 5.9 94

SOx 排出量 
(kg/航海) 

合計 853 48 0.12 0.02 5.9 907
主機 321 8.7    330
補機 25 10.7 18.1*1 2.3*1 2.4 59

所要コスト 
(千円/航海) 

合計 346 19.4 18.1 2.3 2.4 388
主機 47.4 1.29    48.7
補機 3.7 1.58 0.56*1 0.07*1 0.35 6.3

(参考) 
CO2排出量 
(t/航海) 合計 51.2 2.87 0.56 0.07 0.35 55.0

*1： 表 2.3-7の値に表 2.3-4に示す削減度を乗じて算出 
 
＜ケース２：停泊時にのみ陸電を使用した場合＞ 

  航海時 出入港時 荷役時 停泊時 沖待ち時 合計 
主機 1,108 30    1,138
補機 87 37 23 0.02*1 8.2 154

NOx 排出量 
(kg/航海) 

合計 1,194 67 23 0.02 8.2 1,292
主機 791 22    813
補機 62 26 16 0.02*1 5.9 110

SOx 排出量 
(kg/航海) 

合計 853 48 16 0.02 5.9 923
主機 321 8.7    330
補機 25 10.7 6.6 2.3*1 2.4 47

所要コスト 
(千円/航海) 

合計 346 19.4 6.6 2.3 2.4 377
主機 47.4 1.29    48.7
補機 3.7 1.58 0.97 0.07*1 0.35 6.7

(参考) 
CO2排出量 
(t/航海) 合計 51.2 2.87 0.97 0.07 0.35 55.4

*1： 同上 

 

表 2.3-9  燃料切替えによる運航状況別の大気汚染物質排出量およびコスト 
＜出入港時、荷役時、停泊時、沖待ち時について A 重油を使用した場合＞ 

  航海時 出入港時 荷役時 停泊時 沖待ち時 合計 
主機 1,108 27*1    1,133
補機 87 33*1 21*1 3*1 7*1 151

NOx 排出量 
(kg/航海) 

合計 1,194 60 21 3 7 1,284
主機 791 4.1*1    795
補機 62 5.0*1 3.1*1 0.4*1 1.1*1 71

SOx 排出量 
(kg/航海) 

合計 853 9.1 3.1 0.4 1.1 867
主機 321 13.0*1    334
補機 25 15.9*1 9.8*1 1.3*1 3.6*1 56

所要コスト 
(千円/航海) 

合計 346 28.9 9.8 1.3 3.6 390
主機 47.4 1.24*1    48.7
補機 3.7 1.51*1 0.93*1 0.12*1 0.34*1 6.6

(参考) 
CO2 排出量 
(t/航海) 合計 51.2 2.75 0.93 0.12 0.34 55.3

*1： 表 2.3-7の値に表 2.3-4に示す削減度を乗じて算出 
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表 2.3-10  減速航行による運航状況別の大気汚染物質排出量およびコスト 

＜出入港時について減速航行を実施した場合＞ 
  航海時 出入港時 荷役時 停泊時 沖待ち時 合計 

主機 1,108 18*1    1,126
補機 87 37 23 3 8 157

NOx 排出量 
(kg/航海) 

合計 1,194 55 23 3 8 1,283
主機 791 13.8*1    805
補機 62 26.3 16.2 2.1 5.9 112

SOx 排出量 
(kg/航海) 

合計 853 40.1 16.2 2.1 5.9 917
主機 321 5.6*1    327
補機 25 10.7 6.6 0.9 2.4 46

所要コスト 
(千円/航海) 

合計 346 16.3 6.6 0.9 2.4 372
主機 47.4 0.83*1    48.3
補機 3.7 1.58 0.97 0.13 0.35 6.7

(参考) 
CO2 排出量 
(t/航海) 合計 51.2 2.40 0.97 0.13 0.35 55.0

*1： 表 2.3-7の値に表 2.3-4に示す削減度を乗じて算出 
 
 

表 2.3-11  各方策の実施による大気汚染物質放出量およびコストの比較 
＜港湾区域内＞ 

方策 NOx 
(kg/港湾) 

SOx 
(kg/港湾) 

コスト 
(千円/港湾) 

(参考)CO2 

(ｔ/港湾) 
シナリオ航海(排出量･コスト) (A) 101 72 29.3 4.32 

排出量･コスト (B) 75 54 42.2 3.85 
陸電使用＊1 

削減度(B/A：%) 75 75 144 89
排出量･コスト (B) 98 70 30.7 4.26 

陸電使用＊2 
削減度(B/A：%) 97 97 105 99

排出量･コスト (B) 91 14 43.6 4.14 
燃料切替え 

削減度(B/A：%) 90 19 149 96
排出量･コスト (B) 89 64 26.2 3.29 減速航行

(10knt→8knt) 削減度(B/A：%) 88 89 89 76
*1： 荷役時＋停泊時(沖待ちを除く)に陸電を使用した場合 
*2： 停泊時(沖待ちを除く)にのみ陸電を使用した場合 
 

＜1 航海当り＞ 
方策 NOx 

(kg/航海) 
SOx 

(kg/航海) 
コスト 

(千円/航海) 
(参考)CO2 

(ｔ/航海) 
シナリオ航海(排出量･コスト) (A) 1295 925 375 55.5 

排出量･コスト (B) 1270 907 388 55.0 
陸電使用＊1 

削減度(B/A：%) 98 98 103 99
排出量･コスト (B) 1292 923 377 55.4 

陸電使用＊2 
削減度(B/A：%) 100 100 101 100

排出量･コスト (B) 1284 867 390 55.3 
燃料切替え 

削減度(B/A：%) 99 94 104 100
排出量･コスト (B) 1283 917 372 55.0 減速航行

(10knt→8knt) 削減度(B/A：%) 99 99 99 99
*1, *2： 同上 
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陸電*1： 荷役時および停泊時(沖待ち時を除く)に陸電を使用 
陸電*2：停泊時(沖待ち時を除く)に陸電を使用 
燃料切替え：出入港時、荷役時、停泊時に A 重油を使用 
減速航行：出入港時の減速(10knt→8knt) 

図 2.3-2  各方策による港湾内での大気汚染物質排出量及び航海あたりのコスト比較 

-99-



 

 
2.4 港湾区域内における船舶運航に伴う排出ガス抑制方策の効果に関しての検討 

2.4.1 将来の船舶排ガス排出量算定 

・ 削減対策による排出量の予測を行うため、2010 年を対象に固定ケースにおける排出量

予測を行った。 

・ 入港隻数が外航内航ともに 3%増加するものの、IMO 対応機関の一部導入の効果から、各

港における 2010 年の排出量は、1990 年に比較して大きな変化はないと予測された。 

・ 対策を施す計画ケースとして、燃料切替えを想定したケース 1、湾内の減速航行を想定

したケース 2、一部専用ふ頭において陸電を使用するなどの集中的な対策を行うケース

3の合計 3ケースを想定し、それぞれの NOx/SOx 排出量を算定した。 

・ ケース 1では、SOx の大幅な削減に対して、NOx の削減効果は 10%弱と小さい。ケース 2

では、減速による削減効果よりも停泊時間の短縮による削減効果が大きくなっている。

ケース 3では、ケース 2とほぼ同程度の削減効果が出ており、集中的な対策によっても、

湾全体で NOx については 2割程度の削減効果が得られる。 

 

CO2 における将来予測と同様に｢固定ケース(1999 年までに導入されている政策・対策の効果を考

慮し、それ以降は新たな政策・対策の導入がないとした場合の将来予測)｣を 1 ケース、｢計画ケー

ス(確実性の高い政策・対策の実施を前提とした将来予測)｣を 3 ケースの合計 4 ケースにおいて、

将来の排出量および沿岸での拡散シミュレーションを計算した。 

 

(1) 固定ケースにおける計算条件 

｢固定ケース｣算定のために、以下の 3 項目について設定を行った。 

 

(ア) 各埠頭の入港隻数 

(イ) 各埠頭の平均利用時間 

(ウ) 規制動向(IMO 対応機関の導入効果) 

 

(ア) 将来の入港隻数 

京浜港は全て特定重要港湾であり、港湾計画に基づいたふ頭の整備が行われている。しかし、

港湾計画に基づく将来の入港隻数はあくまでも計画値であり、全体の排出量が過大評価となる可

能性があると考えた。そこで、2010 年における総入港隻数については、第 1 章で述べた CO2 の

将来予測と同様に、日本国全体の社会経済活動量予測に比例して伸びるものと仮定した。つまり

入港隻数 2010 年/1999 年比は、トンマイルベースの内航輸送量の 2010 年/1999 年比

1.03((237,000/229,432))とした。外航船についても、国内のコンテナふ頭が国際コンテナ輸送のハ

ブ港として東南アジアに占める地位が相対的に低下している現在の状況を考えると、日本経済の

全体のトレンドより高い伸びを示す可能性は少ないと考えた。従って外航船入港隻数についても、

内航船と同じ伸び率を用いることとした。 

船種ごとあるいは総トン数クラスごとの隻数割合は、船舶の大型化、専用船化などによって変

化する可能性もあるが、本試算においてはコンテナ船の大型化のみを考慮した。コンテナ船につ

いては、南本牧などの大深度コンテナふ頭の建設など港湾の大規模な新規立地もあることから、
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大型化を表 2.4-2に示すように盛り込んだ。新規コンテナふ頭については、現在もっとも大型コ

ンテナ船の利用が多い大黒ふ頭の利用状況がそのまま反映されるものとして計算し、残余のコン

テナ利用隻数を現在の利用隻数比率で既存ふ頭に割り振った。コンテナ船以外の船種については、

各ふ頭を利用する隻数が、1.03 倍されるものとして処理した。 

 

表 2.4-1 2010 年の東京湾内の入港隻数 

全船舶 うちタンカー うちコンテナ船 うち PCC  

隻数 総トン数 隻数 総トン数 隻数 総トン数 隻数 総トン数 

外航 11,095 201,935,302 731 23,960,625 5,335 102,946,522 1,257 23,287,019

   7% 12% 48% 51% 11% 12%

内航 37,599 39,810,698 17,041 14,205,805 58 28,770 672 2,674,993

   45% 36% 0% 0% 2% 7%

それぞれ、1999 年の値を単純に 1.03 倍した。 

 

表 2.4-2 東京湾内のコンテナ船総トン数階級別構成の将来予測 

1999年 2010年  

隻数 総トン数 隻数 総トン数 

99,999総トン～60,000総トン 264 18,324,474 312 21,642,755 

59,999総トン～50,000総トン 154 8,089,252 182 9,554,091 

49,999総トン～40,000総トン 308 13,829,894 364 16,334,275 

39,999総トン～30,000総トン 499 17,739,594 589 20,951,962 

29,999総トン～20,000総トン 347 8,552,437 410 10,101,152 

19,999総トン～15,000総トン 636 10,741,708 751 12,686,866 

14,999総トン～10,000総トン 603 7,677,951 311 3,954,145 

9,999総トン～ 6,000総トン 1,246 10,280,036 642 5,294,219 

5,999総トン～ 3,000総トン 1,025 4,434,083 528 2,283,553 

2,999総トン～ 1,000総トン 98 278,651 50 143,505 

計 5,180 99,948,080 4,138 102,946,522 

各クラスの総トン数計を、1.03 倍した。その後、14,999 総トン以下の小型コンテナ船の

利用率は、2010年には半分になると仮定し、相当分の総トン数は 150,000総トン以上の 1999

年の比率で割り振った。 

 

(イ) 各ふ頭の平均利用時間の設定条件 

一隻当たりの利用時間については、コンテナ船の大型化により全体として微増する可能性もあ

るが、その一方で、港湾荷役の効率化などによって短縮される可能性もあることから、ここでは

変化がないものとする 

民間専用埠頭については、その利用計画などが明確になっていないことから、総トン階級ごと

のふ頭平均利用時間(時間/隻)、荷役時間(時間/隻)ともに変化しないものと仮定した。 
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(ウ) 船舶排ガス規制動向(IMO規制などの大気汚染物質排出量算定条件) 

2010年においてはMARPOL73/78条約の新付属書の発効状況に関わらず、同 NOx規制対応機

関を搭載した船舶がある程度就航していることが期待できる。本付属書では、発効後に遡及適用

が盛り込まれており、その対象範囲である 2000年 1月 1日以降に建造される全船舶には、対応

機関が搭載されると期待できる。本試算では、内航船については 1999年時点で船齢 7年以上の

船舶、外航船については同じく 1999年時点で船齢 15年以上の全船舶が、2010年時点で全て新

造船に代替しており、これら全ての新造船には補機・主機ともに IMO対応機関が搭載されてい

ると仮定した。 

これらの老齢船が東京湾内を利用する船舶に占める割合については、内航船については、全内

航船の船齢構成を用い、船種、船型に関係なく、隻数ベースで 73.0%が、2010年時点で IMO対

応機関搭載船舶であると仮定した。 

次に外航船については、東京湾内は、世界の船齢構成に比較した場合、若い船の割合が多いと

考えられた。そこで、日本船籍船の船齢構成に基づき、船種、船型に関係なく、隻数ベースで

11.2%が、2010年時点で IMO対応機関搭載船舶であると仮定した。 

2.1.1の現状の排出量算定においては、表 2.4-3に示すように NOx排出率を設定している事から、

主機、補機にかかわらず、C重油使用機関では 12%、A重油使用機関では 9%の削減につながる。 

 

表 2.4-3 IMO規制値との整合性を取った NOx排出量 

 IMO未規制機関 IMO規制機関 

主機(C重油相当使用として) 規制値の 25%増 規制値の 10%増 

主機(A重油相当使用として) 規制値の 10%増 規制値 

補機(C重油使用として) 規制値の 25%増 規制値の 10%増 

補機(A重油使用として) 規制値の 10%増 規制値 

 

 

(2) 計画ケースにおける計算条件 

｢固定ケース｣をベースにして、大気汚染抑制方策の効果を 2010年時点において予測した。 

2.3の抑制方策において検討した減速航行、燃料切替え、陸電使用について、コスト以外に、

実施上問題となる点を表 2.4-4に示した。 

大気汚染物質抑制方策としては、この他に脱硝装置の設置、水エマルジョン燃料の使用などが

考えられ、その削減効果は大きいものの、特定の湾内でのみ使用される機器の設置を強制するこ

とは、現実的でない。 

したがって、このような防止技術を施した低排出機関の設置や使用は湾内でのみ使用される船

舶あるいは使用割合が高い船舶、たとえばタグボートなどに限定した方が望ましいと考えた。 
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表 2.4-4 抑制方策実施上の問題点 

 内航 外航 
減速航行 小型船が多いことから、操船性へ

の影響は少ない。 
RORO 船やフェリーなどについて
は、運航スケジュールが厳しいた
め、実施困難となる可能性もある。
モニタリングは比較的容易。 

大型船が多いことから、操船性へ
の影響が大きく、タグボートの追
加使用が発生するおそれがある。
モニタリングは比較的容易。 

燃料切替え 船員の労力負担軽減のため、dual 
fuel 化の方向もあり、従来に比較
すると、燃料切替えに対する抵抗
は少なくなった。ただし、一部大
型船舶では、動粘度の違いが大き
いため、燃料切替えが困難であっ
たり、専用の燃料ライン増設が必
要となる場合もある。 
モニタリングは比較的容易。 

内航に比較して低質の燃料を用い
ている事から、燃料管理がシビア
である。そのため、ボイラーや一
部 C 重油専焼船では動粘度の相違
から、船員の作業が増加したり、
燃料ラインの二重化などの装置の
設置が必要になる可能性がある。
モニタリングは非常に困難。 

陸電使用 定期航路では、船上設備の設置は
比較的容易。 
年間の入港回数が多いため、電源
切り替え作業に伴う船員への負担
が大きい。 
タンカーへの適用は防爆上困難。

国内の入港回数は少ないため、定
期航路でも船上設備の設置義務付
けは現実的でない。 
タンカーへの適用は防爆上困難。

 

 

実施上の問題点を踏まえて、3 つの計画ケースを想定し、東京湾における大気汚染物質排出量

の削減効果を計算した。 

ケース 1 では、出入港時、荷役・停泊時ともに A 重油への切り替えを想定した。 

ケース 2 では、全船舶について湾内の航行速度を 8knt に制限した。減速航行により、時間帯

によっては交通集中を引き起こす可能性があるので、港湾を 24 時間化することとした。港湾の

24 時間化により泊地における停泊時間が短縮されることが期待できるので、ここでは、沖待ち

時間およびふ頭停泊時間のうち非荷役時間の両方について 1/4 とした。一方、減速航行により特

に大型船については操船性の低下も考えられるが、今回はタグボートの航行量の増加は考慮に入

れていない。 

上記 2 ケースは出入港する全船舶に対して湾内全域で対策を講じる事になるが、ケース 3 にお

いては、ふ頭付近においてかつ船種も限定して集中的な対策を講じる場合を想定した。 

ケース 3 では、まず船種を限定して陸電使用する場合を想定した。荷役時の時間あたり燃料消

費量が比較的多いこと、危険物運搬船など制度面の制約が少ないこと、専用ふ頭の利用が多いこ

となどの条件から、PCC、石油系燃料以外の液体タンカー、内航 RORO 船およびフェリーを選定

した。ただし、本計算においては陸上の発電に伴い発生する NOx および SOx 排出量は考慮に入

れていない。 

また、タグボートからの NOx 排出量も外航船からの NOx 排出量の約 1 割強と大きな排出割合

を占めている事から、本ケースにおいては陸電使用に併せて、タグボート全船にスーパーエコシ

ップ相当の低排出機関(NOx；1/10、SOx；2/5)を搭載するものとした。 
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z 計画ケース 1 

全船舶が東京湾内において A 重油相当の燃料切替えを行う。 

z 計画ケース 2 

全船舶が減速航行を実施する。東京湾内の最大航行速度を 8 knt に制限。減速航行にと

もなう混雑緩和のために港湾を 24 時間化。泊地での停泊時間およびふ頭利用時間のう

ち非荷役時間をそれぞれ 1/4 とした。 

z 計画ケース 3 

外航では、総トン数 10,000 トン以上の PCC、非燃料系タンカー、内航では 5000 総トン

以上の RORO 船及びフェリーで、陸電使用を行う。陸電使用に係る NOx、SOx は計算

していない。同時にタグボートについては、スーパーエコシップ相当の低排出機関を

搭載するものとした。 

 

(3) 排出量推定結果 

固定ケースおよび 3 つの計画ケースにおける大気汚染物質排出量の予測は表 2.4-5から表 

2.4-8に示すとおりである。固定ケースを 1999 年と比較すると微増しており、IMO 規制機関の導

入効果は、2010 年においては期待されるほど大きくないことが示された。 

次に削減対策を講じた各ケースとの比較をみると、ケース 1 では SOx については半分以下に

削減できるものの、NOx の削減効果については 10%弱となっている。ケース 2 では、減速によ

る削減効果よりも停泊時間の短縮による削減効果が大きくなっている。ケース 3 では、ケース 2

とほぼ同程度の削減効果が出ており、地域と船種を限定した集中的な対策によっても、湾全体で

NOx/SOx について 2 割程度の削減効果が得られる事がわかる。 

 

表 2.4-5 2010 年における東京湾内の船舶排ガス排出量(固定ケース) 

単位 t/年 
停泊中 

 
横浜 川崎 東京 千葉 木更津 横須賀 合計 

航行中 

合計 
総計

NOx 3,371 1,331 1,916 2,109 605 572 9,905 9,650 19,555
SOx 2,919 1,265 1,825 1,839 531 412 8,790 8,301 17,091

対1999年比NOx 100% 101% 94% 107% 107% 111% 102% 103% 102%
対1999年比SOx 101% 111% 106% 110% 110% 93% 105% 106% 106%

NOx は全量 NO2 として、SOx は全量 SO2 として排ガス量(Nm3)から質量換算した。 

 

表 2.4-6 2010 年における東京湾内の船舶排ガス排出量(計画ケース 1) 

単位 t/年 
停泊中 

 
横浜 川崎 東京 千葉 木更津 横須賀 合計 

航行中 
合計 総計

NOx 3,205 1,227 1,785 1,989 543 512 9,261 8,730 17,991
SOx 1,197 533 826 819 219 186 3,780 3,349 7,129

対固定ケース比NOx 95% 92% 93% 94% 90% 90% 94% 90% 92%
対固定ケース比SOx 41% 42% 45% 45% 41% 45% 43% 40% 42%

NOx は全量 NO2 として、SOx は全量 SO2 として排ガス量(Nm3)から質量換算した。 
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表 2.4-7 2010 年における東京湾内の船舶排ガス排出量(計画ケース 2) 

単位 t/年 
停泊中 

 
横浜 川崎 東京 千葉 木更津 横須賀 合計 

航行中 
合計 総計

NOx 2,613 1,008 1,382 1,557 495 504 7,559 8,338 15,897
SOx 2,194 927 1,359 1,407 399 303 6,589 6,723 13,312

対固定ケース比NOx 77% 76% 72% 74% 82% 88% 76% 86% 81%
対固定ケース比SOx 75% 73% 74% 77% 75% 74% 75% 81% 78%

NOx は全量 NO2 として、SOx は全量 SO2 として排ガス量(Nm3)から質量換算した。 

 

表 2.4-8 2010 年における東京湾内の港湾からの船舶排ガス排出量(計画ケース 3)  

単位 t/年 
停泊中 

 
横浜 川崎 東京 千葉 木更津 横須賀 合計 

航行中 
合計 総計

NOx 2,529 1,007 1,374 1,567 414 452 7,343 7,490 14,833
SOx 2,148 780 1,087 1,171 366 363 5,916 7,632 13,548

対固定ケース比NOx 75% 76% 72% 74% 68% 79% 74% 78% 76%
対固定ケース比SOx 74% 62% 60% 64% 69% 88% 67% 92% 79%

NOx は全量 NO2 として、SOx は全量 SO2 として排ガス量(Nm3)から質量換算した。 

 

なお、参考として国土交通省において開発実用化を推進しているスーパーエコシップの導入効

果を試算した。2000年において船齢 7年以上の全船舶(総トン数ベースで 68%)のうち半数が、2010

年までにスーパーエコシップタイプの船舶に代替したと仮定した場合の東京湾内の排出量の変

化について、表 2.4-9に示した。スーパーエコシップは、ガスタービンを用いた電気推進船であ

り、停泊中の動力についても主機からの供給が期待できる。従って、ここでは停泊航行中ともに、

NOx では固定ケースの NOx 時間当たりの排出量を全て 1/10 に、SOx は A 重油の硫黄含有量の

更に 2/5 である 0.2%として計算した。NOx、SOx ともに約 10%の削減効果が見込まれる。 

 

表 2.4-9 参考 2010 年における東京湾内船舶排ガス排出量(スーパーエコシップ導入効果)  

単位 t/年 
停泊中 

 
横浜 川崎 東京 千葉 木更津 横須賀 合計 

航行中 
合計 総計

NOx 3,020 1,176 1,646 1,844 509 479 8,674 8,705 17,379
SOx 2,739 1,181 1,669 1,693 481 374 8,137 7,825 15,962

対固定ケース比NOx 90% 88% 86% 87% 84% 84% 88% 90% 89%
対固定ケース比SOx 94% 93% 91% 92% 91% 91% 93% 94% 93%

NOx は全量 NO2 として、SOx は全量 SO2 として排ガス量(Nm3)から質量換算した。 
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2.4.2 将来の環境濃度寄与率の算定と評価 

・ 前章で示した固定ケースと計画 3ケースについて拡散計算を行い、陸上への影響の削減

効果について予測を行った。 

・ SO2および NOx の寄与濃度の削減量は、各環境基準値に比較して必ずしも大きいとはい

えないが、環境基準の達成状況から考えると、NOx の削減の優先順位が高いものと考え

られた。 

・ ケース 1(燃料切替え)は、NOx 削減方策としてはコストパフォーマンスが低い。ただし、

内航船については、A重油使用船舶に対して何らかのインセンティブを与えるなどの方

策は有効と考えられる。 

・ ケース 2(減速航行)は、NOx 削減効果は高いが、港湾の 24 時間化とセットで実施する必

要があり、陸上側の関係各所との協力体制の構築が前提となる。 

・ ケース 3(陸電使用など)は、ケース 2と同等の NOx 削減効果(寄与濃度で 3割弱減少)を

有する。この場合のランニングコスト増は約 12.2 億と全船舶が燃料切替えを行った場

合とほぼ同額であり、コスト対NOx削減率の効果はケース2の燃料切替えよりも大きい。

 
2.4.1で計算された排出量をもとに、固定ケースと計画ケース 3ケースの合計 4ケースについて、

拡散シミュレーションを行い周辺大気環境への影響度合いを算定した。気象条件については 1999

年のデータを流用した。 

2.4.1で計算した大気汚染監視局における各ケースごとに、固定ケースに対する寄与濃度及び寄

与割合の削減量を SO2について図 2.4-1に、NOxについて図 2.4-2に示した。なお、各ケース各地

点における寄与濃度及び寄与割合の計算結果は図 2.4-3から図 2.4-6に示すとおりである。また、

水平分布や各地点の計算濃度については参考資料を参照されたい。 

全体的には、2.4.1(3)で示した排出量とほぼ同じ傾向を示しており、削減割合に応じて大気環境

濃度に対しても応分の削減効果が認められる。細かくみると、ケース 1では、SO2について寄与割

合で最大 25%程度の削減効果が認められるものの、NOxについては寄与割合で 0.5%前後の削減効

果しか認められない。一方、ケース 2とケース３においては、NOxの寄与割合で最大 2.5%前後の

削減効果が認められるが、SO2ではケース 3の削減効果はケース 2に比較して少なくなっている。

これは、陸電を使用するケース 3の場合、燃料消費量の削減効果に比較して NOxの削減効果が大

きいことを反映していると考えられる。地点間の差異をみると、活発に港湾活動が行われている横

浜、川崎港付近の地点において、寄与濃度、寄与割合ともに削減効果が大きく、船舶、公共コンテ

ナふ頭および専用ふ頭が集中する地域において重点的に削減対策を行う事の有効性を示唆してい

ると考えられる。 

 

次に、対策の優先順位あるいは緊急性について考えてみたい。図 2.4-1および図 2.4-2に示すよ

うに、計画 3ケースによる SO2および NOxの寄与濃度の削減量はそれぞれ数 ppbであり、SO2の

環境基準である 40 ppbおよび NO2の環境基準値である 60ppbに比較して必ずしも大きいとはいえ

ない。 

SO2環境基準達成率が高いのに反して NO2については計算対象地点における環境基準達成率が

低く、陸上の排出源に対しては将来に渡って一層の NOx排出量削減が求められている。このこと
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を勘案すれば、東京湾内においては、SOx排出対策よりもむしろ NOx排出対策を優先させるべき

と考える。この点、越境酸性雨が大きな国際問題となっている北欧諸国と情況が異なることを、認

識しておく必要があろう。 

以上の考察に基づき、各ケースの削減対策としての優劣を論じてみたい。ケース 1に示した燃料

切替えは SOxに対しての効果は大きいが、NOxに対しての削減効果は 10%に満たない。ケース 1

の燃料切替えにより、東京湾全体で年間約 10.8億円の燃料代コストの増大となると試算されるが、

ケース 3と比較すると、燃料切り替えによる NOx削減の費用対効果は必ずしも高くないと考えら

れる。 

ただし、内航船については、船員の労力軽減の観点から dual fuel化や A重油の mono fuel化の動

きがあることを勘案すると、大気汚染対策の観点からも、A重油使用船舶に対して何らかのインセ

ンティブを与えるなどの方策は有効であると考えられる。 
 
ケース 2に示した減速航行は、コスト対効果の最も高い方策である。横浜川崎港に入港する船舶

の場合、浦賀水道通過後に、平均 12knt程度に速度をあげ、港湾区域に入る時点でも 10knt前後の

航行速度を保つと考えられる。これらの速度を 8knt程度に減速することにより、NOxについては

約 2%の削減効果を期待することができる。また、航行中の燃料消費量の節約により、東京湾全体

において年間約 2800トンの燃料節減につながり、付随して CO2排出量も削減できることになる。

ただし、浦賀水道や港入り口の航路などでは、明け方および夕刻などに海上交通が集中する傾向が

あることから、港湾荷役を 24時間化することにより交通の時間集中を緩和する措置を取る必要が

あろう。また、減速航行によってタグボートの使用隻数などが増加した場合のコスト負担増などに

ついても考慮する必要があろう。港湾の 24時間化による泊地での燃料消費量(補機ディーゼル発動

機である場合は多い)の削減は NOx削減にも有効であるため、減速航行を行わなくとも、港湾の 24

時間化だけでも十分な効果があると考えられる。 

今回の試算では、港湾の 24時間化が陸上の NOx/SOx発生量に与える影響については考定量的な

評価を行っていないが、港湾の 24時間化により、従来ゲートオープン時の前後に集中発生してい

た貨物自動車の交通量がある程度分散され、渋滞が解消されることにより NOx総量が削減される

ことが期待できる。今後は、港湾のジャンクション部分における陸上及び海上の交通量が相互に与

える影響を盛り込んだ総合的な排出モデルの構築も必要であろう。同時に、コンテナヤード内で用

いられるストラドルキャリヤーやトランスファークレーンなどの荷役車両についてガソリン車化

あるいは更に踏み込んで CNG(圧縮天然ガス)車化するなどの総合的な方策も検討するべきと考え

る。 
 
ケース 3では、ふ頭付近においてかつ船種も限定して集中的な対策を講じる例として、一部の船

種に対して陸電使用するケースを考えた。横浜港では外航 PCCおよび原糖を運ぶ爆発性の少ない

タンカーの利用などがあることから、部分的に陸電使用を行った場合の効果は大きく、NOx寄与

濃度の削減幅は、固定ケースに比較して 28%にも及ぶ34。この場合のランニングコスト増は約 12.2

億と全船舶が燃料切替えを行った場合とほぼ同額であり、コスト対 NOx削減率の効果は燃料切替

えよりも大きい。また、大型コンテナ船の利用が多い京浜港においては、タグボートからの NOx

排出量も大きな割合を占めるため、タグボートに対する低環境負荷型機関の導入も効果が大きいと

考えられる。 

                                                        
34中区加曽台において固定ケースにおける寄与濃度 4.7ppbが 3.4ppbへ減少する(3.4÷4.7=72 %)。 
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図 2.4-1 周辺環境監視局地点における計画 3 ケースの寄与濃度・寄与割合に見る削減傾向(SO2) 
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図 2.4-2周辺環境監視局地点における計画 3 ケースの寄与濃度・寄与割合に見る削減傾向(NOx) 

* NOx は(NO+NO2)である。 

SO2寄与濃度の差(ケース 1)                 SO2寄与割合の差(ケース 1) 

SO2寄与濃度の差(ケース 2)                 SO2寄与割合の差(ケース 2) 

SO2寄与濃度の差(ケース 3)                 SO2寄与割合の差(ケース 3) 

NOx 寄与濃度の差(ケース 1)                 NOx 寄与割合の差(ケース 1) 

NOx 寄与濃度の差(ケース 2)                 NOx 寄与割合の差(ケース 2) 

NOx 寄与濃度の差(ケース 3)                 NOx 寄与割合の差(ケース 3) 
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図 2.4-3 2010 年における船舶からの大気汚染物質の影響度合い(固定ケース) 

* NOx は(NO+NO2)である。 

 

 

z 計画ケース 1(A 重油への燃料切替え) 
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図 2.4-4 2010 年における船舶からの大気汚染物質の影響度合い(計画ケース 1) 

* NOx は(NO+NO2)である。 

年平均値に対する寄与濃度(NOx )           年平均値に対する寄与割合(NOx ) 

年平均値に対する寄与濃度(SO2 )           年平均値に対する寄与割合(SO2) 

年平均値に対する寄与濃度(NOx )           年平均値に対する寄与割合(NOx ) 

年平均値に対する寄与濃度(SO2 )           年平均値に対する寄与割合(SO2) 
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z 計画ケース 2(8knt の航行速度制限と港湾入出港の 24 時間化) 
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船舶排ガスの年平均値に対する寄与割合(NOx) 船舶排ガスの年平均値に対する寄与割合(SO2)
 

図 2.4-5 2010 年における船舶からの大気汚染物質の影響度合い(計画ケース 2) 

* NOx は(NO+NO2)である。 

 

 

z 計画ケース 3(一部民間専用ふ頭の陸電導入とタグボートの超クリーン化) 
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船舶排ガスの年平均値に対する寄与割合(NOx) 船舶排ガスの年平均値に対する寄与割合(SO2)
 

図 2.4-6 2010 年における船舶からの大気汚染物質の影響度合い(計画ケース 3) 

* NOx は(NO+NO2)である。 

年平均値に対する寄与濃度(NOx )           年平均値に対する寄与割合(NOx ) 

年平均値に対する寄与濃度(SO2 )           年平均値に対する寄与割合(SO2) 

年平均値に対する寄与濃度(NOx )           年平均値に対する寄与割合(NOx ) 

年平均値に対する寄与濃度(SO2 )           年平均値に対する寄与割合(SO2) 
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3 まとめ 

本報告書においては、1章において内航船舶の運航に起因する温室効果ガスの排出の現状把握と将来

予測を行うとともに、その削減方策の検討を行った。外航船舶起因の排出については平成 12年度に同

様の調査を実施している。また 2章においては、東京湾における船舶からの NOx／SOxの排出及び環境

への寄与度についてその現状把握と将来予測を行うとともに、その削減方策の検討を行った。 

温室効果ガス及び NOx／SOxの削減は相反する要素があることはよく知られている。例えば、ディー

ゼル機関では CO2排出量と NOx排出量はトレードオフの関係にある。また、脱硝装置の運転に伴い消

費されるエネルギー相当分は CO2排出量の増加をもたらす。したがって、両者の削減をバランス良く実

現しうる適切な行動方針が必要とされる。 

本章においては、2年度にわたる船舶からの排出ガス削減のための調査の総合的なまとめとして、3.1

及び 3.2においてそれぞれ温室効果ガス及び NOx／SOxの削減方策について総括したうえで、3.3にお

いて両者を考慮した総合的な削減方策のあり方を提言する。 

 
3.1 温室効果ガスの削減方策について 

船舶からの CO2排出量は世界全体の約 2.4%に相当し、英国やカナダ一国からの排出量とほぼ同等

である。輸送手段の中では極めて環境負荷が小さいとは言え、地球温暖化に対する世界的な取組みが

始まった中で、船舶のみが何ら対策を講じないことは許されない。 

船舶からの温室効果ガスのうち、内航海運に伴う排出量が京都議定書に基づく各国の削減割当ての

対象に含まれるのに対して、外航海運については各国への割当てが困難なこと等から、削減のための

取り組みについて IMOでの議論が緒についたばかりである。したがって、ここでは内航海運を中心

に削減方策を総括する。 

 

地球温暖化対策の中心となる CO2の削減については、２つの考え方がある。 

 

①輸送エネルギー効率の向上による海運分野における削減の推進 

低コストの大量輸送手段としての使命を有する船舶においては、単位輸送量あたりの燃料消費量の

改善はほぼ限界に近いところまで進められている。特に、機関の燃料消費率の改善については、NOx

排出量とトレードオフの関係にあることから、短期的には大幅な改善は見込みにくい。このような状

況を打破するブレークスルーが求められている。 

スーパーエコシップ、燃料電池推進、代替燃料エンジン、帆走商船等の中長期的な技術の開発実用

化が期待されるところであるが、地球温暖化防止の観点からこのような技術の開発や普及を促進する

社会的仕組みがわが国において十分整備されているとは言い難い。世界一の造船技術を有するわが国

が船舶分野においてグローバルな貢献を果たすとともに、このような先導的技術を梃子にして他の造

船国との差別化を図ることが可能ではなかろうか。欧州の例を参考にして、環境税等を原資にした技

術開発の促進を図るとともに、環境負荷の小さな船舶に対するインセンティブスキームの導入を図る

必要がある。 

-111-



 

 

②トラックや航空機から海運へのモーダルシフトを進め、運輸部門全体で削減を図る。 

地球温暖化防止の観点から海運の優位性は明らかであり、運輸部門全体で温室効果ガスの削減を図

るにはモーダルシフトを推進することが最も効果的な方策である。しかし、その重要性は十分認識さ

れながら、わが国においては海運へのモーダルシフトは思ったほど進んでいないのが現状である。そ

れには、内航海運自体が社会ニーズに柔軟にかつ的確に対応しきれていないという内部的な要因と、

地球温暖化防止という観点からモーダルシフトに本格的に取り組むための社会的な仕組みや環境づ

くりができていないという外部的な要因がある。 

 

前者については、｢モーダルシフト(トラックから海へ)｣から｢インターモーダル(トラック輸送との

連携・複合)｣へ意識の変革を図り、ハード・ソフト両面にわたるサービス利便の向上を進めるととも

に、静脈物流等新規需要の開拓を行う必要がある。 

後者については、例えば「海運の分担率を 41→50%に」といった明確な目標を設定したうえで、こ

れを実現するためのインフラの整備、規制の緩和、税制面等でのインセンティブ導入等を有機的に組

み合わせた総合的な施策を展開する必要がある。 
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3.2 NOx抑制方策について 

NOx、SOx等の大気汚染物質については、酸性雨やオゾンの原因物質としての広域への影響と NO2

としてのローカルな影響を考える必要がある。広域への影響についてはMARPOL条約付属書 VIが既

に採択されているが、港湾等の局所的な影響についてはその評価手法や対策の効果に関する科学的知

見が十分ないのが現状である。本調査結果が客観的な指針として活用されることが期待される。 

東京湾を対象にした本調査により、①SOxが環境基準を達成しているのに対して、NOxの達成状況

は不十分であること、②大気環境への船舶の寄与割合は NOx：10%(最大)、SOx：40%(最大)であるこ

と等が明らかになった。陸上排出源に対する対策が強化されていることを考慮に入れると、地域によ

っては今後船舶についても NOxを中心とした削減対策が必要とされるケースもあろう。東京湾のケ

ースについては、船舶からの NOx排出量の 6～7割を占める外航船に対する対策が重視されるべきで

ある。 

以下、外航海運と内航海運に分けて、NOxを中心とした削減対策を総括する。 

 

3.2.1 外航海運における削減方策 

まず、MARPOL条約付属書 VIの早期発効が必要である。NOx対応機関の導入による環境改善効

果は短期的にはさほど大きくないが、以下に述べる追加的対策と相まって NOx排出量を抑制する

ことができる。また、環境影響や削減対策の科学的評価を行う際の統一的な｢ものさし｣を提供する

効果もあり、合理的な対策が可能となる。 

追加的な対策としては、港湾内における減速航行、陸電使用、燃料切替え等が考えられるが、実

際に講じうる対策は出入港する船舶の船種・航路・使用ふ頭、該当地域の環境基準達成状況等によ

って異なってくるため、実態に応じた適切な対策が必要である。 

東京湾の場合、原油タンカー、コンテナ船等大型外航船からの排出量が大きいことから、減速航

行が効果的である。減速航行の結果、湾内で最大１時間程度所要時間が増えるが、外航船について

は外洋航行時に十分調整が可能である。ただし、浦賀水道等の航路帯での通過可能交通容量が減少

することから、港湾の 24時間化を併せて行う必要がある。 

大型船の着岸に使用されるタグボートのクリーン化(低環境負荷エンジンの搭載)も有効である。 

また、ふ頭停泊時、特に荷役作業中の排出量が多いことから、陸電の使用も有効である。船種、

航路等によっては陸電使用が困難な船舶もあるので、例えば専用ふ頭を利用し、一定航路を運航す

る専用船に限定して陸電使用を進める等、実態に応じた対策が必要である。 

これらの環境対策は往々にして規制という形で進められることが多いが、船主等による環境対策

への自主的な取組みを促進するために、欧州で行われているような環境負荷の小さな船舶に対する

インセンティブスキームを導入することも重要な課題である。 

もちろん、電子制御等による低負荷域における燃焼改善、代替燃料機関等については NOx／SOx

対策としても有効であり、このような技術の開発・普及についても前記のインセンティブスキーム

等を通じてその促進を図る必要がある。 
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3.2.2 内航海運における削減方策 

地球温暖化防止というグローバルな課題克服のために内航海運へのモーダルシフトを進めてい

くと、その反作用として NOx／SOx排出量の増加を招くことは避けられない。しかしながら、本調

査の対象である NOx／SOxのローカルな影響については、港湾域において所要の対策を講じること

により、その影響を最低限に抑えることが可能である。そういった意味では、内航海運においては、

港湾域において海陸含めた所要の NOx／SOx低減対策を講じつつも、モーダルシフトの推進に施策

の軸足を置く方が適切と考える。 

講じうる対策は基本的には外航船と同様であるが、港湾の 24時間化による港湾使用時間の分散

化、港湾へのアクセス道路や周辺ヤード等海陸間のジャンクションの改善は、大気汚染物質対策と

してもモーダルシフト対策としても重要な課題である。 

また、現在開発中のスーパーエコシップは、CO2、NOx、SOxをそれぞれ 3/4、1/10、2/5に削減

することを目標としており、運輸施設整備事業団の船舶共有建造制度等のインセンティブスキーム

を活用して普及の促進を図ることが必要である。 
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3.3 船舶からの排出ガス削減のための総合的対策 

以上の異なる視点を持つ二つの問題(CO2-地球環境問題と NOx-地域環境問題)に対する削減方策の

考え方を総合し、以下の総合的な考え方を提案する。 

3.1（地球温暖化対策）及び 3.2（港湾域の環境対策）を踏まえて、船舶の排出ガス削減のための総合

的な対策の基本的な考え方を以下に提言としてまとめる。 
 

(1) 地球温暖化防止のための重要施策として内航海運へのモーダルシフトの推進に官民挙げて本格

的に取組むこと。海運の分担率を 50％に引き上げることを目標に設定し、これを実現するため

のインフラの整備、規制や行政手続きの緩和、税制面等でのインセンティブ導入等を有機的に組

み合わせた総合的な施策を早期に策定し実行に移すこと。特に、海運とトラック輸送との有機的

な連携・協力を図ることにより最適なインターモーダル輸送を実現するという視点に立って、施

策の策定や輸送事業の展開を図ることが重要である。 
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図 3.3-1 内航海運の分担率向上による輸送部門からの CO2排出量の削減効果 

* 計算条件などの詳細については 20ページ 表 1.1-6 を参照 
 

(2) 港湾域の環境改善のために主に NOx に重点を置いた大気汚染対策に取り組むこと。具体的な対

策の策定にあたっては、船舶からの排ガスの影響や対策を講じた場合の効果等について科学的な

知見に基づく客観的な評価を本調査を参考にして行うとともに、講じようとする対策の実行可能

性についても十分な考慮を行うこと。 

(3) 世界一の造船技術を有するわが国が、環境負荷を格段に小さくするブレークスルー技術の開発を

先導的に進めることにより、地球環境問題へのグローバルな貢献を果たすこと。このような技術

の開発及び普及を促進するためのインセンティブの導入を図ること。 

(4) 事業者が環境負荷の低減に積極的に取り組めるような社会的枠組みを作ること。具体的には、事

業者が環境負荷低減のために投じた経済的コストを補填したり、環境への取組みが普段の企業活

動において正当な評価を受けられるようなインセンティブスキームを欧州の例にならい導入す

ること。 
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